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人事のダイエット
［特集］

改革、コンプライアンスの強化――いずれも
必要性のある取り組みです。しかし、それら
が積み重なる一方で、本来の目的や有効性を
問い直す余裕もなく、過去の制度や慣行が十
分に見直されないまま残り続けると、組織は
徐々に重くなっていきます。その結果、意思
決定は遅れ、現場の負荷は増し、企業として
のスピードや柔軟性が損なわれているかもし
れません。 
　とはいえ、ダイエットはそう単純
ではありません。流行りの極
端な糖質制限をすれば、確

　ある日、編集長から「人事のダイエットと
いう特集をやりたい」と言われました。正直
なところ、最初はよく意味がわからず、言葉
に詰まったのを覚えています。しかし意図を
深く聞いてみると、このメタファーは思いの
ほか的確だと感じるようになりました。 
　学習院大学教授の守島基博氏は、「体にいい
とされる野菜や健康食品を摂り続けても、同
時に何かを減らしていかなければ結局は太っ
てしまう。それと同じことが人事にも起きて
いる」と語りました。採用手法の多様化、人
材育成の高度化、評価制度の精緻化、働き方

何を削り、何を残すべきか 

はじめに

1STEP

2

現状の把握

課題の分析

人事の余分な
「体脂肪」調査

P6

なぜ「無駄」は生じるのか
適正な「無駄」とは

P14

STEP
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本誌編集／入倉由理子

考察します。最後のSTEP4では、先進企業
の取り組みを紹介しながら、実践へのモチベー
ションを高めていこうと思います。 
　ちなみに、表紙に用いた「ダビデ像」は、
下から見上げたときに最も均整が取れるよう
に、あえて頭部が大きく作られているといわ
れています。何をもって「適正」とするかは、
立つ位置や視点によって変わります。STEP1
の定量調査では、人事・労務部門と、それ以
外の部門との間に、無駄の捉え方に少なから
ぬギャップがあることが見えてきました。ま
ずは、その視点のズレを起点に、議論を始め
てみてはいかがでしょうか。 

かに体重は減るかもしれませんが、同時に大
切な機能まで失われてしまうことがあります。
人事においても同様で、効率化を徹底すれば
するほど、育成の機会や関係性の基盤などが
削ぎ落とされるリスクが生じます。では、何
を削り、何を残すべきなのでしょうか。その
判断は決して容易ではありません。 
　本特集ではこの難題に、ダイエットのプロ
セスになぞらえて向き合います。まずSTEP1
では、定量調査を通じて、「無駄」がどこに存
在しているのかを可視化します。続くSTEP2
では、現場の人事やリーダーたちの議論を通
じてその実態と背景を掘り下げ、STEP3では
専門家の視点を交えながら、何が構造的な課
題であり、どのように見直していくべきかを

4

計画立案

実例からの学び

どう「無駄」を見極め
どうダイエットを実践するのか

P24

どう自社の「無駄」を
適正なものにしたのか

P363STEP

STEP
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1STEP 現状の把握

人事の余分な「体脂肪」調査
人事・労務の部課長と、それ以外の現場の部長を対象に、
人事領域のさまざまな活動に対してどのような無駄を感じているのか調査を実施した。
その結果が下記のグラフだ。無駄の上位・下位ランキングは。
どんなところに人事と現場のギャップがあるのか。現場の把握からスタートしたい。

無駄選択率
順位 20 49 51 48 57 49 2 15 5 4 11 5 9 26 14 20 25 32 42 26 54 32 15 26 42 5 11 5 1 11 9 26 32 46 51 54 26 59 56 60 58 32 42 32 32 15 26 20 32 42 3 15 46 40 20 32 20 51 40 15

無駄がある 30% 20% 19% 22% 16% 20% 44% 31% 35% 38% 33% 35% 34% 27% 32% 30% 28% 26% 24% 27% 18% 26% 31% 27% 24% 35% 33% 35% 48% 33% 34% 27% 26% 23% 19% 18% 27% 9% 17% 8% 14% 26% 24% 26% 26% 31% 27% 30% 26% 24% 39% 31% 23% 25% 30% 26% 30% 19% 25% 31%

適切である 41% 45% 47% 45% 34% 49% 34% 44% 49% 47% 50% 47% 50% 51% 52% 57% 39% 59% 65% 56% 61% 56% 53% 58% 53% 51% 53% 44% 35% 52% 48% 56% 52% 61% 60% 58% 59% 80% 67% 76% 78% 55% 56% 56% 47% 61% 63% 51% 53% 58% 49% 41% 52% 51% 40% 38% 39% 52% 40% 42%

わからない 30% 34% 34% 33% 50% 31% 22% 25% 16% 16% 17% 18% 16% 22% 16% 14% 33% 15% 11% 17% 20% 18% 16% 15% 23% 14% 14% 20% 17% 15% 18% 17% 22% 16% 20% 24% 14% 11% 16% 16% 8% 19% 20% 18% 27% 8% 10% 19% 20% 18% 13% 28% 25% 24% 31% 36% 32% 28% 35% 27%
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す
る
デ
ー
タ
の
管
理
や
整
備

その他

人
事
に
関
す
る
I
T
シ
ス
テ
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司
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時
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織
内
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等
級
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評
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ュ
ニ
ケ
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ン

能
力
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行
動
評
価
の
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業
績
評
価
の
制
度

自
己
申
告
・
社
内
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人
事
異
動
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期
配
属
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用
に
関
わ
る
外
部
パ
ー
ト
ナ
ー
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の
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携
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採
用
に
あ
た
っ
て
の
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事
と
現
場
の
連
携

選
考
活
動

募
集
活
動

人
材
採
用
の
形
態

無駄選択率
順位 4 4 12 9 9 58 3 40 12 22 33 27 29 46 22 7 7 40 56 29 53 33 33 49 33 25 15 9 1 20 33 33 4 29 49 15 15 60 56 59 53 40 52 40 55 22 27 29 33 15 2 46 46 40 12 20 49 40 25 15

無駄がある 42% 42% 40% 40% 40% 26% 45% 34% 40% 38% 34% 36% 36% 33% 38% 41% 41% 34% 27% 36% 31% 34% 34% 32% 34% 37% 39% 40% 53% 38% 34% 34% 42% 36% 32% 39% 39% 16% 27% 21% 31% 34% 31% 34% 29% 38% 36% 36% 34% 39% 48% 33% 33% 34% 40% 38% 32% 34% 37% 39%

適切である 48% 47% 50% 51% 41% 63% 47% 51% 49% 51% 53% 55% 55% 56% 51% 51% 38% 60% 68% 58% 62% 51% 47% 56% 55% 53% 49% 45% 36% 50% 56% 57% 49% 56% 58% 47% 52% 78% 64% 67% 64% 44% 60% 56% 55% 55% 57% 53% 49% 48% 43% 50% 50% 55% 49% 50% 54% 58% 47% 48%

わからない 10% 11% 10% 8% 19% 11% 7% 16% 11% 12% 12% 9% 9% 11% 11% 8% 21% 6% 5% 6% 7% 14% 18% 12% 11% 10% 12% 15% 12% 12% 10% 8% 9% 8% 10% 14% 9% 6% 9% 12% 5% 22% 9% 10% 17% 8% 6% 11% 16% 13% 9% 17% 17% 12% 12% 12% 14% 8% 16% 13%

採 用 配置・評価・登用 育成・組織開発

［図表1］ 人事の「無駄」の選択率と選択率順位（人事・労務、その他）

その他

人事・労務
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［調査概要］
調査方法 インターネット調査
調査期間 2026年3月9〜12日

有効回答数 242人（人事・労務の部課長以上154人、
それ以外の管理部門や事業の現場の部長以上88人）

回答者
所属部門

人事・労務部門
（人事・採用・人材開発・組織開発部門、労務部門）

その他部門（社長室、経営企画・事業企画部門、総務部門、
経理・財務部門、広報・宣伝・IR部門、調査・マーケティング
部門、購買部門〈購買・資材など〉、製造・生産部門、営業・販
売部門、情報システム部門、研究・開発部門、その他）

回答者年齢 30代〜60代
回答者
勤務先
従業員数
（連結）

1,000～1,999人 16%
2,000～4,999人 23%
5,000～9,999人 13%
10,000～19,999人 14%
20,000人以上 33%

調査設計協力・分析協力・執筆

大学院大学至善館 学術院長　教授
吉川克彦氏

無駄選択率
順位 20 49 51 48 57 49 2 15 5 4 11 5 9 26 14 20 25 32 42 26 54 32 15 26 42 5 11 5 1 11 9 26 32 46 51 54 26 59 56 60 58 32 42 32 32 15 26 20 32 42 3 15 46 40 20 32 20 51 40 15

無駄がある 30% 20% 19% 22% 16% 20% 44% 31% 35% 38% 33% 35% 34% 27% 32% 30% 28% 26% 24% 27% 18% 26% 31% 27% 24% 35% 33% 35% 48% 33% 34% 27% 26% 23% 19% 18% 27% 9% 17% 8% 14% 26% 24% 26% 26% 31% 27% 30% 26% 24% 39% 31% 23% 25% 30% 26% 30% 19% 25% 31%

適切である 41% 45% 47% 45% 34% 49% 34% 44% 49% 47% 50% 47% 50% 51% 52% 57% 39% 59% 65% 56% 61% 56% 53% 58% 53% 51% 53% 44% 35% 52% 48% 56% 52% 61% 60% 58% 59% 80% 67% 76% 78% 55% 56% 56% 47% 61% 63% 51% 53% 58% 49% 41% 52% 51% 40% 38% 39% 52% 40% 42%

わからない 30% 34% 34% 33% 50% 31% 22% 25% 16% 16% 17% 18% 16% 22% 16% 14% 33% 15% 11% 17% 20% 18% 16% 15% 23% 14% 14% 20% 17% 15% 18% 17% 22% 16% 20% 24% 14% 11% 16% 16% 8% 19% 20% 18% 27% 8% 10% 19% 20% 18% 13% 28% 25% 24% 31% 36% 32% 28% 35% 27%
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賞
与
の
仕
組
み
、そ
の
結
果
と
し
て
の
個
別
支
払
額
、支
払
総
額

手
当
の
仕
組
み
、そ
の
結
果
と
し
て
の
個
別
支
払
額
、支
払
総
額

基
本
給
の
仕
組
み
、そ
の
結
果
と
し
て
の
個
別
支
払
額
、支
払
総
額

人
材
・
組
織
に
関
す
る
各
種
の
調
査

育成・組織開発

組
織
内
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
メ
デ
ィ
ア

組
織
に
根
付
い
た
慣
行
、お
作
法

大
規
模
組
織（
事
業
部
門
や
全
社
な
ど
）で
の
対
話
・
会
合

小
規
模
組
織（
チ
ー
ム
や
課
な
ど
）で
の
対
話
・
会
合

上
司
─
部
下
間
の
対
話

個
人
が
自
主
的
に
選
択
し
学
ぶ
た
め
の
研
修

事
業
や
組
織
の
統
制
の
た
め
の
研
修

幅
広
い
層
を
対
象
と
し
た
変
革
促
進
の
た
め
の
研
修

専
門
的
ス
キ
ル
に
関
す
る
研
修

選
抜
さ
れ
た
人
材
を
対
象
に
行
う
研
修

階
層
ご
と
に
行
う
研
修

入
社
時
に
行
う
導
入
研
修

職
場
に
お
け
る
O
J
T

配置、評価、登用

ポ
ス
ト
オ
フ
や
降
格
の
運
用

昇
進
や
昇
格
の
運
用

組
織
内
の
階
層
構
造

等
級
制
度

評
価
結
果
の
フ
ィ
ー
ド
バ
ッ
ク

評
価
の
実
施
・
合
意
形
成

期
待
や
目
標
の
設
定
・
コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン

能
力
・
行
動
評
価
の
制
度

業
績
評
価
の
制
度

自
己
申
告
・
社
内
公
募

人
事
異
動

初
期
配
属

採
用
に
関
わ
る
外
部
パ
ー
ト
ナ
ー
と
の
連
携

採用

採
用
に
あ
た
っ
て
の
人
事
と
現
場
の
連
携

選
考
活
動

募
集
活
動

人
材
採
用
の
形
態

無駄選択率
順位 4 4 12 9 9 58 3 40 12 22 33 27 29 46 22 7 7 40 56 29 53 33 33 49 33 25 15 9 1 20 33 33 4 29 49 15 15 60 56 59 53 40 52 40 55 22 27 29 33 15 2 46 46 40 12 20 49 40 25 15

無駄がある 42% 42% 40% 40% 40% 26% 45% 34% 40% 38% 34% 36% 36% 33% 38% 41% 41% 34% 27% 36% 31% 34% 34% 32% 34% 37% 39% 40% 53% 38% 34% 34% 42% 36% 32% 39% 39% 16% 27% 21% 31% 34% 31% 34% 29% 38% 36% 36% 34% 39% 48% 33% 33% 34% 40% 38% 32% 34% 37% 39%

適切である 48% 47% 50% 51% 41% 63% 47% 51% 49% 51% 53% 55% 55% 56% 51% 51% 38% 60% 68% 58% 62% 51% 47% 56% 55% 53% 49% 45% 36% 50% 56% 57% 49% 56% 58% 47% 52% 78% 64% 67% 64% 44% 60% 56% 55% 55% 57% 53% 49% 48% 43% 50% 50% 55% 49% 50% 54% 58% 47% 48%

わからない 10% 11% 10% 8% 19% 11% 7% 16% 11% 12% 12% 9% 9% 11% 11% 8% 21% 6% 5% 6% 7% 14% 18% 12% 11% 10% 12% 15% 12% 12% 10% 8% 9% 8% 10% 14% 9% 6% 9% 12% 5% 22% 9% 10% 17% 8% 6% 11% 16% 13% 9% 17% 17% 12% 12% 12% 14% 8% 16% 13%

その他報酬・福利厚生

＊データは四捨五入のために100%にならないことがあります。



8 Works No.196 Jun-Jul 2026

　最初に、各回答者がどの程度、人事の諸活動に

無駄を見出しているかを概観する。回答者ごとに、

60個の設問のうち何項目について「無駄がある」

と回答したかをカウントし、その分布を0 〜 9項

目、10 〜 19項目というように10区切りで群に分

けたうえで人事・労務部門、その他部門のそれぞ

れについてグラフ化した（図表3）。

　人事・労務、その他ともに、「無駄がある」を

選んだ数に大きなばらつきが見られた。最も当て

はまる回答者が多かった群は「0〜9項目」であり、

人事・労務部門では34％、その他部門では44％が

ここに当てはまる。回答者の相当数が、人事の諸

活動にあまり無駄はないと捉えていることが見て

取れる。

　一方、60項目中50個以上の項目について「無駄」

と回答した人が人事・労務部門では8％、その他

部門では2％存在した。人事の諸活動のほとんど

の領域に無駄があると考える回答者も少ないとは

いえ存在した、ということだ。

　なお、図表3においては、人事・労務部門の回

答者よりも、その他部門の回答者のほうが「無駄」

と回答した項目数が全体的に少ないように見える

人事・労務の3割、その他の4割は
「人事にあまり無駄がない」

全体傾向

　人事のダイエットを論じるにあたり、まずはど

こに無駄があるのかを調査によって探ることにし

た。調査の内容は、人事に関わるさまざまな活動

について60の項目を設け、それぞれについて、投

下されている資源（ヒト、モノ、カネ、時間）は「適

切」か、それとも、期待される成果に対して過剰

な資源が投じられていて「無駄がある」かを聞く

ものだ（なお、当該の活動に知見がなく判断でき

ないこともあろうと考え、これらに加えて「わか

らない」を選択肢に含めた）。

　採用、配置・評価・登用、育成・組織開発、報

酬・福利厚生など幅広い項目を設けることによっ

て、人事の各領域を俯瞰的に捉えることを狙った

（項目の詳細については6 〜 7ページの図表1参

照）。これに加えて、人材マネジメントの方針や優

先順位、施策の見直しに関する項目を3問（HRM

方針・優先順位の見直し、経営者の優先順位が明

確、人事が常に制度などを改廃）設け、1.まった

くそう思わない〜 5. とてもそう思う、の5段階で

聞いた。人事の戦略性が無駄の有無に与える影響

を分析することが狙いだ。

　国内の企業（連結での従業員規模が1000人以

上）で働く管理職を対象にインターネット調査を

行い、不良回答が疑われるサンプルを排除し、人

事・労務部門で働く管理職（部長・課長）154名、

その他の現場や管理部門で働く管理職（部長）88

名からの回答を分析対象とした。

　回答者の属性としては男性が94％、年齢は50

代が中心（55％）、勤続年数は21年以上が過半で

あった（69%）。所属企業の産業は製造業（31％）、

金融・保険（14％）、IT・通信・ソフトウェア・

メディア・広告（13％）、卸売・小売・商社（8％）

など、幅広い産業分野を含んでいる。また、連結

での従業員規模別の人事・労務部門（HRBP含む）

の所属人数の集計値（参考値）は図表2の通りだ。

［図表2］人事部門の所属人数（連結）

連結従業員数 回答数 所属人数の平均

1,000〜1,999人 28 27.0

2,000〜4,999人 34 37.6

5,000〜9,999人 19 45.7

10,000〜19,999人 24 115.3

20,000人以上 49 496.0

人事の幅広い項目で
「無駄」を俯瞰的に捉える

調査の設計と回答者

Su
rvey

 O
verv

iew
Su

rvey
 O

verv
iew
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が、このデータの解釈には注意が必要だ。という

のも、全体的な傾向として、人事・労務部門より

もその他部門のほうが、「わからない」の選択率が

高かったためだ。人事・労務部門以外の回答者に

おいては、管理職であっても、個々の項目が捉え

る人事の諸活動の実態をよく知らないことがある

のだろう。よって、人事・労務部門よりもその他

部門の人々のほうが人事の諸活動をより適切だと

評価している、と、このデータを解釈するべきで

はないと考える。

　次に、項目別の集計に基づいて、人事の諸活動

のどこに無駄がありそうかを探る。6 〜 7ページ

のグラフに、60項目のうち「無駄がある」の選択

率の上位5項目、下位５項目を、人事・労務部門、

その他部門のそれぞれについてオレンジ色、青色

でハイライトした。

　人事・労務部門の回答で、最も「無駄」の選択

率が高かったのは、「組織に根付いた慣行、お作

法」だった（53%）。次いで、「社員の配置」（48％）、

「人事異動」（45％）、「人材採用の形態」（42%）、「募

集活動」（42％）、「手当の仕組み、その結果として

の個別支払額、支払総額」（42%）が多く選ばれて

いる。

　一方、最も「無駄」の選択率が低かったのは、

福利厚生に関するものが多く、「医療・健康関連」

（16%）、「財産形成支援」（21%）、「食事・通勤関連」

（27%）が含まれる。また、「初期配属」（26％）、「入

社時に行う導入研修」（27%）についても「無駄」

の選択率は低かった。

　その他の部門の回答でも、上位３つの項目は人

事・労務部門と共通している。「組織に根付いた

慣行、お作法」が48%、「人事異動」が44％、「社

員の配置」は39％だった。ただし、人事では無駄

があるという評価が多かった採用関連の項目の選

択率はそれほど高くなく、「能力・行動評価の制度」

（38％）、「業績評価の制度」（35％）、「評価の実施・

合意形成」（35％）といった評価関連の項目、また、

「上司―部下間の対話」（35％）や、「大規模組織

での対話・会合」（35％）といった組織開発関連

の項目に対して「無駄」を選択した回答が多く見

られた。

　また、「無駄」の選択率が低かった項目が、「財

産形成支援」（8%）、「医療・健康関連」（9%）、「休

職・休暇制度」（14％）、「食事・通勤関連」（17%）

に集中した点も、人事・労務部門の回答と共通の

傾向であった。加えて、「採用に関わる外部パート

ナーとの連携」（16%）も選択率が低かった。

　人事・労務部門とその他の部門の回答で、共通

の傾向と異なる傾向がある点は興味深い。共通の

傾向として、第1に挙げられるのが「組織に根付

いた慣行、お作法」だ。かつては意味があったか

もしれないが、今日においては無駄になっている

慣行やお作法がそのまま放置され、人々の時間や

エネルギーの浪費につながっている組織が多いこ

と、また、その見直しが困難であることを示唆し

ているように思われる。第2が、人材の配置と人

人事は採用関連に、その他部門は
評価や組織開発に無駄を感じる

無駄の所在

1
STEP

現
状
の
把
握

人
事
の
余
分
な「
体
脂
肪
」調
査

［図表3］ 無駄と回答した項目数の分布

20～29 50～5940～4910～19 30～390～9項目

（%）
0 20 40 60 80 100

その他 44 19 16 8 10 2

人事・労務 34 18 15 14 10 8



10 Works No.196 Jun-Jul 2026

事異動に関する問題意識が見られる点だ。年功的

な登用や配置と、ローテーションに象徴される日

本型人事に変化が訪れていることが、こうした問

題意識の背景にあるのかもしれない。

　異なる傾向としては、人事・労務部門では採用

に関する項目の「無駄」の選択率が比較的高かっ

たのに対し、その他の部門では評価に関する項目

で選択率が高かったことが挙げられる。新卒・中

途採用ともに売り手市場になり、同時に多くの企

業が中途採用の比率を高めているという変化のな

か、人事・労務部門がそれにうまく適応できず無

駄が生じているのかもしれない。その他の部門に

は、そうした人事・労務部門の問題意識が見えに

くいと考えられる。

　その他の部門の無駄の回答率が高い評価や上司

─部下間の対話については、人事・労務部門が公

平性・公正性や人材育成を考えた制度設計を行っ

ているものの、現場から見るとその意図や意義が

よくわからない、また、過剰に感じる、といった

すれ違いが起きているのかもしれない。実際、フ

リーコメントでは、人事・労務部門からは「属人

性」を無駄の原因として指摘するコメントが、そ

の他部門からは「人事が現場を理解していない」

といった指摘が見られた。

　回答者の企業が属する産業や、企業規模、資本

形態、海外売上比率などによって、上記の60項目

への「無駄がある」「適切である」の回答傾向に違

いはあるのだろうか。統計的に有意な違いが見ら

れるかどうかについての分析を行った。

　まず、企業規模の大小は、単体、連結ともに無

駄との間で明確な関係が見られなかった。一方、

海外売上比率（連結）が高い企業では、「人事に

関するITシステム」「人材に関するデータの管理

や整備」について「無駄」を指摘する回答が多い

傾向があった。海外現地法人で働く人々が多く、

その情報管理が困難であることが、この結果への

影響として考えられる。

　また、産業や資本形態（外資系VS日系）につ

いても分析を行った。なお、各産業カテゴリーに

当てはまるサンプル数が限られ、外資系企業がサ

ンプルも5％と少なく、分析自体の信頼性には限

界がある。あくまでも参考としてほしい。

　産業については、運輸・物流・交通で「ポスト

オフや降格の運用」「労働時間管理」に無駄を指

摘する傾向が強く、流通・小売・商社で「組織に

根付いた慣行、お作法」の無駄の選択率が低いな

どが特筆すべき点だ。資本形態では、「自己申告・

社内公募」「能力・行動評価の制度」「期待や目標

の設定・コミュニケーション」「評価の実施・合意

形成」「評価結果のフィードバック」など人材配

置や評価に関連する項目で、外資系企業のほうが

「無駄がある」の選択率が低い傾向が見られた。

海外売上比率の高い企業で
情報管理の困難さが浮き彫りに

属性による違い

　最後に、人材マネジメントの方針や優先順位、

施策の見直しに関する3つの質問「人材マネジメ

ントの方針や優先順位は、経営や組織のニーズの

変化に合わせて、常に見直しがなされていますか

（HRM方針・優先順位の見直し、グラフ内以下

同）」「経営層から、人材マネジメントに関する優

人事の戦略性への評価が高いほど
無駄の選択率が低い

人事の戦略性

Su
rvey
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iew
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先順位が明確に示されていますか（経営者の優先

順位が明確）」「人事部門内で、常に業務や制度、

施策の改廃を行っていますか（人事が常に制度等

を改廃）」への回答と、「無駄がある」の選択率の

関係についても分析を行った。

　非常に興味深いことに、これらの３つの項目に

ポジティブな回答をしているほど、無駄の選択率

が低い傾向が、幅広い項目において見られた。全

体の傾向を捉えるため、上記３つの項目への回答

（1. まったくそう思わない〜 5. とてもそう思う）

による、回答者が「無駄」を選択した数の平均値

の違いを図示する（図表4）。たとえば「HRM方

針・優先順位の見直し」のグラフは、「見直しが常

になされているか」に対して「まったくそう思わ

ない」と回答した人の無駄の選択率は33.6％にの

ぼるが、「とてもそう思う」と回答した人の無駄の

選択率は13.7％と3分の1程度まで下がる。同様

にいずれのグラフにおいても、右下がりの傾向が

確認できる。

　調査対象者全体の無駄の選択率の平均が19.5％

だったことを鑑みれば、いずれの項目に関しても

「そう思う」「とてもそう思う」と回答した人々、

つまり、人事施策と戦略の結びつきがあると感じ

ている人々の無駄の選択率の低さは明らかだとい

えよう。

　上記の属性別の分析結果と、この結果を総合す

ると、無駄の有無は企業の属性によって大きく左

右されるというよりもむしろ、企業による人事の

戦略性の違いによって左右される傾向があると考

えられる。

1
STEP

現
状
の
把
握

人
事
の
余
分
な「
体
脂
肪
」調
査

［図表4］ 人事の戦略性による「無駄」の選択率の違い

1.まったくそう思わない

4.そう思う 5.とてもそう思う

2.あまりそう思わない 3.どちらともいえない

人事が常に
制度などを改廃

25.7
24.4

19.2 19.5

9.4

経営者の
優先順位が明確

32.9

25.7

19.0
16.6

14.1

HRM方針・
優先順位の見直し
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24.2
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確実にある
人事と現場のギャップ、
戦略性の無駄への影響
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　人事の無駄はなぜ生じるのか。この問いに答え

るには、組織の成果と人材マネジメントの諸施策

の関係を扱う戦略的人材マネジメントの視点が有

効です。無駄が生じているということは、投入し

た資源、すなわち資金や人々の時間、努力に対し

て得られる成果が限られているということを意味

するからです。

　組織は何らかの共通目的のために活動する複数

の個人からなる集団です。組織の経営者の視点で

は、そこで働く人々は「組織の目的を達成するた

めの資源の1つ」と位置付けられます。ただし、組

織で働く人々は独立した意思を持ち、自分自身の

人生を生きている存在だという点で、ほかの資源

と根本的に異なります。彼ら、彼女らが組織で働

き、その活動の一部を担うことに意義や価値を感

じられる環境を提供することが、組織の持続性に

おいては欠かせません。人々は組織にとってのス

テークホルダーとして、「価値提供の対象」でもあ

るわけです。こうした二面性のもとで、組織と個

人の間をつなぐのが人材マネジメントの役割です。

　人々を資源として見る立場からは、採用や配置、

評価、登用、育成や組織開発といった人事施策は、

組織としての成果を上げるために必要な能力を備

えた人々を確保し、動機付け、適切な機会を与え

ることで成長と能力の発揮を促すメカニズムとし

て位置付けられます。一方、人々をステークホル

ダーとして見る立場からは、これらの施策は組織

が、働く人々が意義、価値を感じて働くことがで

きる環境を提供するメカニズムともいえます。そ

こには、金銭的な報酬はもちろん、自らの望む形

で働く機会、挑戦と成長の機会、他者への貢献の

喜びなど、さまざまなものが含まれます。資源を

有効に生かす人材マネジメントを行うためには、

どのような人を求め、どのような行動を期待し、

どのような価値を提供するのかという方針を定め、

組織に合う人々を惹きつけ、リテンションするこ

と、そして合わない人々は迎え入れない、あるい

は退出を促すことも必要となります。

環境、事業活動、施策間…… 
3つのフィットが無駄を減らす

　以上の考察から、さまざまな施策が効果的に機

能するための条件が示唆されます。

　第１が「環境とのフィット」です。組織で働く

人々は社会の一員であり、人々が組織に対して持

つ期待や、望む生き方は社会のあり方によって影

響を受けます。社会の環境が変化すれば、人材マ

ネジメントも変化が必要となります。

　第2が、組織が営む「事業活動とのフィット」

です。どんな組織も、事業活動を通じて価値を創

出し、独自性を発揮することで活動を持続してお

り、事業が提供する価値やそこでの競争優位の源

泉が変化すれば、必要となる能力、また、人々に

期待する行動や振る舞いも変わります。これも、

人材マネジメントに変化を求めます。

　第3が、人材マネジメントのさまざまな「施策

の間のフィット」です。この組織ではどのような

行動が求められるのか、どのようなスキルを身に

つけることが期待されているのか、この組織で成

果を上げるとどのような報酬や機会、喜びが得ら

れるのか。人材マネジメント施策は、働く人々に

メッセージを発信しています。それぞれの発する

メッセージと、経営者や管理職が語ることが一貫

し、全体が1つのシステムとして機能すると、人

材マネジメントは効果的に機能するのです。逆に、

互いに矛盾するメッセージが存在すると、人々は

混乱し、それが無駄となって表れます。

　最後は、人事諸制度の運用の一貫性です。評価

や昇進昇格の判断、配置や異動を運用するプロセ

スには、人事以外の現場の管理職が関わっていま

Photo=今村拓馬

施策ごとに「無駄」を判断するのではなく
制度や仕組み全体のフィット感と一貫性を
今回の調査・分析のパートナーである大学院大学至善館教授の吉川克彦氏に、
調査の結果を踏まえ、人事の諸活動の無駄の深層を
戦略的人材マネジメントの視点から論考してもらった。

調査結果の考察



13Works No.196 Jun-Jul 2026

す。人材育成も、研修は人事が設計し、運用する

としても、人々が学んだスキルを発揮する場を作

り出すのは現場の管理職です。そこで、人事が環

境や事業活動の変化に応じた人材マネジメントの

方針や優先順位を定め、そのもとで一貫して施策

を見直すだけでなく、それらを管理職に共有し、

その意図に基づく施策の運用を支援することが不

可欠となります。制度の設計の時点で、現場で

の運用のリアリティを踏まえておく必要もあるで

しょう。

　これらの条件に合致しない組織では、以下のよう

な状況が起こり、「無駄」が生じると考えられます。

● 組織や働く人々を取り巻く環境が変化したの
に、かつて導入された仕組みややり方がそのま
ま維持されている

● 環境の変化や、事業活動のあり方の変化にもか
かわらず、経営トップや人事部門が明確な方針
と優先順位を示さず、その結果、何を大切にし
て人材マネジメントを行うかが定まらない

● 人材マネジメントの一部のみを見直した結果、
制度や仕組みの間の一貫性が失われてしまって
いる

● 経営者と人事部門、現場の管理職の間で、どの
ような方針や優先順位で人事施策を設計し、運
用するかについての考えが共有されず、設計意
図に沿った運用がなされていない

反対者に中途半端に妥協しない 
「流行の罠」に陥らない

　このような事態に陥る理由を、もう一段掘り下

げたいと思います。

　まず考えられるのは、経営者が社会における人

の価値観や期待の変化を適切に認識できている

か、という問題です。人材マネジメントについて

考えるとき、人は自らの経験や価値観を投影しが

ちです。自分と異なる世代、自分とは異なる生き

方、働き方をしてきた人々に思いを馳せることは

容易ではありません。経営者が現場の人々との対

話の機会を持ち、耳を傾けること、そして人事部

門はそうした対話をファシリテートすることが重

要といえるでしょう。

　次に、何かを変えようとすると反対する人が現

れるということです。今となっては無駄に感じら

れる慣行であっても、それとともに生きてきた人

にとっては変えることに抵抗があるかもしれませ

ん。また、評価や登用、報酬の仕組みを変えるこ

とで、「約束が違う」「裏切られた」と感じる人が

出るかもしれません。しかし、そこで躊躇し、中

途半端に妥協することは、無駄を温存することに

つながってしまいます。

　そして、人事領域で時に生まれる「流行」が無

駄を生み得ることも見逃してはなりません。成果

主義、1 on 1、OKR、ジョブ型など、これらの個

別の制度や仕組み単体ではいいも悪いもありませ

ん。繰り返しになりますが、問題は自組織が直面

する環境や営む事業にフィットしているか、既存

のさまざまな仕組みや制度とフィットするか、一

貫したメッセージの発信と運用が可能か、という

ことにあります。それらが担保できないままに、

流行を取り入れることは、無駄を生み出す可能性

が高いと考えられるのです。

大学院大学至善館 学術院長　教授

吉川克彦氏

京都大学経済学部卒業、ロンドン・スクールオブエコ
ノミクス経営学修士、2017年同校経営学博士。リ
クルートグループにて組織・人事に関わる研究、コン
サルティングに従事後、上海交通大学 安泰経済与
管理学院組織管理系助理教授を経て、2019年8
月より現職。早稲田大学グローバル・ストラテジック・
リーダーシップ研究所招聘研究員。近著に『問いか
ら考える人材マネジメントQ&A』（共著、中央経済社）。
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採用への徒労感
――まず採用では、人事の回答者に「無駄」と答
える人が多かったです。

B：調査で「無駄」だとされていることはおそ

らく2つの論点が混ざっています。「その施策自
体が無駄かどうか」と、「プロセスのなかに無駄が
あるかどうか」です。採用は後者、つまりプロセス

の無駄が非常に大きい領域だと感じています。特に

現在のように、AIなどを使いDXによってオペレー

ションを減らし、戦略機能を強化していこうという

流れのなかでは、採用はかなり労働集約的なまま

残っています。面談の設定や調整、候補者とのや

り取りやリスケジュールなど、細かい業務が積み重

なって、結果としてプロセス上の大きな負荷になっ

ているのではないでしょうか。

――これらは、DXやアウトソーシングでかなり解
消できる余地があるということですね。

A：採用人数や規模の変化で無駄が生じてい
るようにも思います。当社の場合、新卒採用は

かつて数百人採用していたものが現在では数十人。

それでも説明会、社内調整、承認プロセスなど工数

はほとんど変わらず、結果として1人当たりの採用

コストはむしろ上がっていきます。それでも会社と

してのブランディングのために新卒採用は続けたい

というジレンマがありますね。

B：従来の新卒採用手法は既に崩れていて、イ

ンターンを中心に早期に候補者を見極める形に

移っています。さらに最近は学生がAIを活用する

影響もあって、エントリーシートだけでは判断でき

ないというのが前提。そのため、実際の行動を見ら

れるインターンにシフトしています。Aさんがおっ

しゃる通り、手間がかかりコストが増えています。

　そんな状況にあって、「本当にこの投資が合理的

なのか」という問いが出てきています。AIの進化

が目覚ましく、どのような人材が必要になってくる

かがまったく見えません。2年後に入社し、そこか

らさらに数年かけて戦力化する間に、仕事の内容や

必要とされるスキルが大きく変わってしまう可能性

があります。

なぜ「無駄」は生じるのか
適正な「無駄」とは

2STEP 課題の分析

STEP１の調査結果。それを人事や事業の現場にいる人々はどう見るのか。
無駄が生じる理由、真の無駄とは何かを座談会、インタビューで探索する。

調査では、人事と現場の双方で感じる無駄と、
両者の間でギャップの大きい無駄があった。
何が無駄と感じさせているのか、ギャップの要因は何か。
3人の人事に現場のリアルを語ってもらった。

どこに無駄があるのか
人事の現場のリアル

人
事
匿
名
座
談
会

Aさん
急速にグローバル化を進める
製造業のHRBP。新卒入社後、
営業を経験して人事に異動。

Bさん
ハード・ソフトともに多事業
を展開する企業のCoE担当。
転職や海外駐在も経験。

Cさん
大手IT企業のキャリア採用担
当。新卒入社後、事業を経験
したのち人事に異動。

「
労
働
集
約
的
な
ま
ま
残
る
採
用
の
負
荷
」
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　結果として、「ならば、必要なタイミングで経験者

を採用したほうが合理的ではないか」「そもそも新

卒採用の規模を減らしてもよいのではないか」とい

う議論が強まってきています。実際に、AIが担える
領域が増えることを前提に、新卒採用の人数自体
を絞る方向に動く企業も出てきていると思います。

――Bさんの会社は多様な事業を抱えています。す
べての事業領域で同じことがいえますか。

B：市場に出てこない人材、特に高度な技術領

域などでは、新卒から育てるしかないケースも

あります。その意味で、無駄を生じさせないための

判断はより難しくなっていると感じています。

――Cさんはキャリア採用担当ですが、無駄は感じ
ていますか。

C：複数の事業部門がそれぞれ採用活動を行っ

ているのですが、結果として同じような職種の

募集が各所で立ち上がり、全体で常に数百ポジショ

ンを募集している状態です。これはキャリア採用を

急拡大した副作用です。新卒中心だった背景もあり、

キャリア採用を全体最適で設計していくあり方につ

いては、これからAI活用も含め、検討していく必

要があると感じています。

　さらに、キャリア採用者に対する現場の目線が厳

しい。「もっとよい人がいるのではないか」という

意見も見られます。そのため、人事としては、現場

の期待値と市場の実態との間をどう橋渡ししていく

かが重要なテーマにもなっています。

―― 採用は本質的に必要な機能である一方で、グ
ローバル化やテクノロジーの進化、日本型雇用か
らの脱却などの過渡期にあること自体が無駄を生み
出しているともいえそうです。

異動・評価への 
現場の不満
―― 配置や異動については、特に現場で無駄とい
う回答がありました。従来は会社主導でのローテー
ションが前提でしたが、今はそれが難しくなってい
ます。現場の実感として、異動はどのように変わっ
てきているのでしょうか。

B：難しくなっていると思います。1つは、共働

きの増加です。以前であれば単身赴任という選

択もありましたが、今は家庭側の事情で簡単には動

けない。特に地方拠点があると、勤務地変更を伴う

異動はかなりハードルが高いです。実際に「行けま

せん」と言われてしまうケースもあります。

　もう1つは、キャリア観の変化です。キャリア自

律の意識が強まり、社内公募を使って自律的に動く

人が増え、同時に会社主導の異動については受け

入れられにくくなっている。「動かしたいが動かせ

ない」という状況が現場では起きています。

A：当社でも、組織構造が大きく変わるなかで、

異動の負担はむしろ増しています。意に沿わな

い異動を提示すると「辞めます」というケースも出

てきます。そのため、社内公募やFAの仕組みを組

み合わせながら、できるだけ本人の意向を尊重する

形にシフトしています。結果として、別の問題も出

てきています。たとえば、営業から本部に移った人

が、再び現場に戻りたがらない。組織としては戻し

たいが、戻した瞬間に退職するリスクもあります。

会社主導の最適配置と個人のキャリア志向の間で、
常にトレードオフが発生している状態です。

――そのトレードオフを回避するために、コミュニ
ケーションを増やすという対応が必要になりますね。

C：実際、「自律的キャリア」を強く打ち出すと、

組織としての統制が利かなくなるという懸念も

あります。若手の希望をすべて聞いていくと実現で

きない、収拾もつかない、かえって不満につながる。

そうした理由から、キャリア面談のあり方自体を見

直そうという議論も出ています。

B：本人の希望を丁寧に聞くのは重要ですが、

その分コミュニケーションコストは確実に上が

ります。ただ、そのコストを払わないと、後でより

大きな問題になる可能性がある。無理に異動させて

トラブルや労務問題に発展することを考えると、事

前に調整しておくほうがトータルでは効率的です。

A：同感です。むしろ問題は、そのコミュニケー
ションを担うマネジャーの負担が非常に大きく

なっていることです。調査でも、週1回の1on1が

負担だという声が出ていますが、これは単なる業務

量の問題ではなく、「なぜそれをやるのか」という

意味が十分に理解されていないことも影響している

と思います。「質の高い対話を継続的に行う」とい

う前提で制度が設計されていますが、それを実行す

ること自体が負担になっている。日常的な対話を積

み重ねることで、年度末の評価でのサプライズを防

ぐ目的なのですが、現場では「そこまでやる必要が

あるのか」という感覚も根強くあります。

「
上
が
る
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動
や
評
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ス
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」
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――本来は、それを「無駄」と感じないような人がピー
プルマネジャーになっているはずなのですが……。

C：採用方法や管理職登用の仕組みなど、外か

ら見るとかなりクローズドで、長年自社独自の

手法が続いています。他社から「ガラパゴス」と言

われることもあります。ただ、これまでのやり方で

組織を引っ張ってきた実績もあるので、多少非効率

な部分があっても、それを無駄だと認識しないで済

んでいる状態だと思います。

無駄は 
本当に無駄なのか
―― タウンホールミーティングやキックオフミー
ティングなど、大規模なイベントを「無駄」と捉え
る人も多かったです。

A：当社では、透明性を確保するために積極的

に実施しています。重要なのは、単なる情報共

有ではなく、双方向のコミュニケーションになって

いるかどうかです。質問の時間をしっかり取り、経

営層と社員が直接やり取りできる場になっていれ

ば、無駄とは感じられにくい。

C：そうですね。当社でもキックオフなどの大

規模イベントはありますが、それとは別に、よ

りカジュアルな形で経営層と社員が接点を持つ取り

組みも増えています。たとえば、経営層がさまざま

な形で社員へ発信するコンテンツなどです。こうし

た取り組みは、距離感を縮めるという意味では一定

の効果があると感じています。

――「何をやるか」よりも「どうやるか」が問われ
ています。ほかに感じる無駄はあるでしょうか。

B：管理職層から、エンゲージメントサーベイ

の無駄を指摘する声が、一定数出ています。会

社の業績や外部環境にも影響される。そのため、「や

る意味があるのか」という疑問は出やすいんです。

　一方、エンゲージメントサーベイからくみ取れる

現場の無駄に、承認プロセスがあります。一般社員

が作ったものを課長、部長、統括部長、さらに部門

長が確認する、といった形で、レイヤーごとにチェッ

クが入る。形式的なハンコ文化が残っているわけで

はないのですが、それでも組織が大きくなるにつれ

てプロセスが長くなり続けています。

A：結局は権限移譲とスピードの問題です。承
認プロセスが多層化すると、どうしても意思決

定が遅くなる。それが無駄として認識されています。

そのため、レイヤーを減らす、組織をフラットにす

るという方向に舵を切っています。トップへの距離

を縮めることで、スピードと心理的安全性を高めよ

うという考え方です。

　ただし、ここには別の問題もあります。レイヤー

を減らすことで、マネジメント経験を積む機会が

減っている。これまでであれば段階的に小さな組織

を持ちながら経験を積めたものが、いきなり大きな

組織を任されてしまうのです。「無駄を削る」ことで、
別の意味での機会も同時に削られているのではな

いか、という感覚はあります。

―― 短期的には合理化されているように見えても、
長期的には人材育成の機会が失われている可能性
は否めません。

B：中間管理職を削減して、AIや自動化でオペ

レーションを置き換え、シニアマネジメントだ

けを残すという極端なことを言う人たちもいます。

一時的には効率的に見えますが、「では人はどこで

育つのか」という問題が出てきます。

A：それは日本型の組織の特徴ですね。長期雇

用を前提とし、ジェネラリストを育てる仕組み

のなかでは、ある程度の余白が必要になる。その余

白が、外から無駄に見える部分でもあります。

B：Cさんの会社はビジネス自体、すごくうまく

いっていますよね。そう考えると、今まで議論

してきたようなものって、本当に「無駄」なのかと

いう気もします。むしろ、「無駄」というよりは「遊び」

なのではないかと。ハンドルの遊びと同じで、まっ
たく余裕がない状態だと、逆にコントロールが利か
なくなってしまう。ある程度の余白があるからこそ、

組織として安定して回っているという側面もあると

思います。

　徹底的に効率化された仕組みと余白を含んだ仕

組みと、どちらがいいのか、どちらが幸せなのかと

いうのは、一概にはいえないのではないでしょうか。

大事なのは、そのどちらかに振り切ることではなく

て、ある程度自分たちでコントロールできる余地が

あること。右に行くのか左に行くのか、その舵取り

ができる状態にあることなのではないかと感じてい

ます。

――自分たちの会社のやり方に本当に合っている
のかを見極める必要がありますよね。その判断は、
効率性だけではなく、「その組織にとって何が価値
なのか」という問いと切り離して考えることができ
ないものなのかもしれません。

「
余
白
が
あ
る
か
ら
こ
そ
安
定
し
て
回
る
」
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ンを分割する、階層を増やすこともあります。結果、

意思決定のレイヤーが増え、明らかに非効率になり

ます。しかし、その非効率も含めてシステムとして

成立しており、安心して働ける環境と引き換えに無

駄が内包されていたともいえます。

佐々木：「無駄」は、日本型雇用の仕組みを維持す

るための副作用でもあるということですね。

平松：私たちは、そこを根本から変えました。従来

のように「人に合わせてポジションを作る」のでは

なく、「戦略に必要なポジションを定義し、それに

人を合わせる」という考え方にしたのです。その結

果、必要な人材は社内外から獲得し、ミスマッチが

あれば再配置する、場合によっては活躍の機会を

外に求めてもらうことも含めて、流動性を前提にし

た仕組みに移行しました。

　社員の側にも「自分で選ぶ」という前提を求めて

います。中途半端にやると混乱するので、ポスティ

ング制度を徹底し、常に選択肢がある状態を作った

ことで、「とりあえず従う」という姿勢は減り、制度

に対して主体的に向き合うようになってきました。

　人は本来、成長したいし挑戦したいという気持ち

を持っている。ただ、それを抑えるような制度や空

気があると、自分で考えなくなる。そこを取り払う

ことで、行動が変わっていくと考えました。

 意図の 
すれ違いによる惰性
佐々木：ほかに無駄が生まれる理由はありますか。

日髙達生氏（以下、日髙）：いくつかのパターンが

あるように感じています。

　1つは、全体設計が不十分で、結果として実行さ

次は、人事リーダーたちの視点で
「無駄」の真因とその解消のヒントを探るべく、
Works誌編集アドバイザリーボードに
参集してもらい、議論した。

無駄の真因は何か
真の無駄の解消の
ヒントとは

人
事
リ
ー
ダ
ー
座
談
会

佐々木貴子
Works編集長

堀川拓郎
リクルート
ワークス研究所
所長

加藤 司氏
ミスミグループ本社　
常務執行役員　
CHRO

曽山哲人氏
サイバーエージェント 
常務執行役員　
CHO

日髙達生氏
楽天グループ 
グループ人事統括部
ジェネラルマネージャー

平松浩樹氏
富士通 取締役
執行役員専務
CHRO

三木祐史氏
旭化成 人事部
人財・組織開発室
室長

日本型雇用の副作用
佐々木貴子（以下、佐々木）：まずは皆さんから調査

についての実感と、それがなぜ生まれているのか、

各社の状況も踏まえてお話しいただけますか。

曽山哲人氏（以下、曽山）：「組織に根付いた慣行、

お作法」の無駄は、よく他社の方からも聞きます。

　日本企業と外資系の両方を経験している人の話

を聞き、特に印象的だったのは、一部の日本企業の

異動の仕組みの課題です。年に2回などタイミング

が固定され、人が足りなくても、必要な人材がいて

も、そのタイミングまで動かすのを待たなければな

らない。この構造自体が、組織のスピードを遅らせ

る要因になります。若い人材に役割を与えたくても、

年功的な構造によってポジションが詰まっている。

これらは構造として無駄があると感じます。

平松浩樹氏（以下、平松）：日本企業の多くは、長い間、

年功的な仕組みと終身雇用を前提にしてきました。

昇格や配置も会社が決めるのが当たり前で、社員は

それに従う。その結果、順番にポストを用意しない

とモチベーションが維持できない構造になっていま

した。極端な例でいうと、昇格させるためにポジショ
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れず徒労に終わる場合。本社主導での標準化や集

約も、経営視点からは明らかに合理的でも、現場の

個別事情から反発が生まれ頓挫するケースがありま

す。もう1つは、目的や趣旨が十分に共有されず形

骸化する場合。時代に合わなくなり思い切ってやめ

る判断をすべきものが、施策開始時の背景や意図

が引き継がれておらず惰性的に続いてしまい生まれ

る無駄です。このように時間軸や空間軸のズレから、

結果として「無駄」と認識されてしまうこともあり

そうです。そう考えると、「削る」というアプローチ

だけではなく、期待値調整やコミュニケーション、

あるいは実行力向上といった別の視点も必要なので

はないかと感じました。

佐々木：人事と現場の視点が違うというのも、その

必要性を感じさせます。

日髙：定期異動制度もそのいい例かもしれません。

現場からは無駄や非生産的だという声もある一方

で、人事視点からは合理性がある。たとえば、会社

都合の異動で本人の知らなかった領域で多様な経

験が積める。好みによらず、バランスのよい経験を

積むことで、将来の経営人材になり得る。タレント

マネジメントの観点から見ても、メリットがありま

す。そう考えると定期異動も、無駄ではなく意味の

ある仕組みといえると思います。

三木祐史氏（以下、三木）：人事から見ると、異動の

調整そのものの複雑性に直面するケースが多いと思

います。特にメンバーシップ型の組織では、配置の

調整が連鎖的に発生し、最適解を見出しにくいなか

で延々と調整が続いてしまいます。一方で現場から

すると、本人の納得感が十分でない場合、不満に

つながることもあります。この2つは同じ「異動の

無駄」でも意味合いが違うと思います。

加藤司氏（以下、加藤）：見直しにあたっての思い切

りの悪さが無駄を生んでいます。かつて在籍してい

た会社で、人事機能を半減させるという方針が出た

ことがありました。そのとき各部門で見直しに取り

組んだのですが、完全に削れるものは意外と少ない。

多くの業務は、「やったほうがいい（Better to do）」

という理由で積み上がっている。誰かの要望があり、

それに応える形で作られたものなので、完全に不要

とは言い切れません。しかし、それが積み重なるこ

とで、仕事が肥大化していきます。「これをなくし

たら誰が困るのか」を考えると、必ず何人かは困る

人がいる。そのため、やめる判断ができません。また、

やっている側にも「意味がある」と思っている部分

があるので、手放したくないという心理も働きます。

平松：「無駄」という言葉には、「不公平ではないか」

という感覚も含まれていると思います。「なぜあの

人が上がって、自分は上がらないのか」という不満

は必ず出てくる。ただ、それに対して「彼は自分で

手を挙げてそのポジションを取りにいったのだ」と

説明できれば、それはフェアになり、無駄なコミュ

ニケーションが起こりません。

曽山：一人ひとりへの配慮や公平性を担保しようと

すると、ルールで解決しようとしがちです。その結

果、複雑性が増し、そこから抜け出せなくなります。

一方で、成長局面にある企業は比較的シンプルな

制度を採用し、個人に委ねる部分が大きいため、シ

ステムとしては軽いですよね。

佐々木：複雑性の罠、ということですね。

 エネルギーとしての無駄
佐々木：無駄を削る一方で、組織を動かすエネル

ギーとしての「無駄」をどう残すべきでしょうか。

三木：我々のように多様な事業を抱えている企業で

は、そもそも人事制度を一本で通すだけでは、多様な

事業特性を十分にカバーしきれない場面もあります。

その「隙間」を埋めるために、組織開発や人材開発

が存在しているという感覚が強いです。

　当社は従来、飲み会や食事会などを通じた交流の

機会が多く、それによって部門を超えたコミュニケー

ションが生まれたり、普段交わらない領域の知見がつ

ながったりします。実際、過去にはそうした偶発的な

交流から新しい発想が生まれたという話もある。単純

に無駄・非効率として切り捨てるものではないように
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無駄の真因は何か　真の無駄の解消のヒントとは
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思います。

佐々木：効率性だけでは測れない価値がありますね。

三木：新入社員研修も同じです。発祥の地である

延岡市の拠点に全員を集めて実施しています。その

土地の歴史や企業の成り立ち、社会との関係性を

体感することで、「なぜこの会社にいるのか」とい

う意味付けができる。実際、コロナ禍で一度中断し

た後に復活させたところ、新入社員の配属後のスト

レス度が軽減したという傾向が見られています。

佐々木：外資系ではタウンホールミーティングが一

般的ですが、「無駄」とは捉えられません。

曽山：やはり「意味を感じるかどうか」だと思います。

　もう1つは、「関係性の質」という観点です。私

はこの20〜30年で、日本の企業は明らかに関係性

の質が希薄化していると思っています。私たちの会

社では、飲み会や部活動、運動会など、経営層も

参加して意図的に関係性を作る仕組みを持ってい

ます。それらはエンゲージメントの向上に一定の寄

与があると考えています。ただし、重要なのは「強

制しないこと」です。昔のように、上司に連れられ

て飲みに行く、といった形では、かえって逆効果に

なりかねません。

平松：1on1など上司と部下の対話も、単に形式と

して行っても意味がありません。人事制度を大きく

見直すなかで、「パーパス」を軸に据えました。個

人が何を実現したいのか、組織がどこに向かうのか。

その接続を対話のなかで作ろうとしています。

堀川拓郎（以下、堀川）：先に話が出た「複雑性の罠」

でいえば、リクルートではその複雑さ自体がある種

の「意味ある無駄」として機能しているように思

います。複雑な評価や配置、育成などに対する納

得性を担保するために、非常に多くのコミュニケー

ションコストをかけています。効率だけを考えれば

無駄だとしても、そのプロセスを通じて組織の納得

感や一体感が形成されている側面もあります。

加藤：確かに、労働組合との調整を徹底的に行い、

合意形成を図るというプロセスは、時間がかかりま

す。しかし、そのプロセスを経ているからこそ、一

度決まった施策が組織にしっかりと根付く。「時間

がかかったこと」を無駄と見るのか、それとも必要

な投資と見るのかで、評価は大きく変わります。

「削る」作法
佐々木：このような構造のなかで、「削る」という

意思決定はどのように行われているのでしょうか。

平松：基本的には、ある程度トップダウンでやらな

いと進まないと思います。一つひとつの施策を現場

で合意形成しながら見直していくと、どうしても時

間がかかり、結果として何も変わらない。そのため、

「何割削減する」といった目標を先に設定し、一気

に進める。そのなかで必要なものと不要なものを見

極めていくしかありません。

堀川：確かに全社的に削減目標が設定されると、

一気に動きます。これまで積み上がってきて、コミュ

ニケーションコストの高さゆえに手つかずになって

いたものが、トップの意思で一気に整理されます。

曽山：「一度やめてみる」という判断も大事ではな

いでしょうか。無駄を意図的に捨てる仕組みとして、

「捨てる会議」というものを定期的にやっています。

会社が大きくなると、どうしても過去の施策が積み

上がっていくので、4〜5年に一度、意図的にそれ

を見直します。やめてみて問題が出れば、作り直せ

ばいい。その前提があることで、思い切って捨てる

ことができる。逆にいえば、「一度やめたら戻せない」

という前提だと、何も捨てられなくなります。

佐々木：組織の成長段階や事業環境の変化に応じ

て、必要なものは変わります。常に動的に「やめる

こと」と「やり直すこと」をセットで考える必要が

あるということですね。そして、無駄は単なる非効

率ではなく、複雑性の副産物であり、公平性や納

得性を担保するためのコストでもあり、場合によっ

ては組織の機能や文化を支える要素でもあります。

何を削り、何を残し、何をやり直すのか。その判断

こそが、これからの人事に求められているのではな

いでしょうか。

Text=入倉由理子　Photo=今村拓馬
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 「グローバルでの等級付けや報酬決定の細かな方

針など、いろいろな仕組みを手がけましたが、そ

れらがすべてそのときに必要だったかといえば、

そうではないと思っています」と、小野氏は振り

返る。その理由を知るために、小野氏が手がけて

きた人事改革を振り返る。

　小野氏がHRBPを経て2015年に人事部戦略企

画グループリーダーに就任した後、まずグローバ

ルでのタレントマネジメントや後継者計画の仕組

みを導入した。「CxO候補の育成が主な目的で、

候補者の選任方法からレビューのプロセスまで、

ゼロから構築しました」

　もう1つは勤務先としての企業の魅力度を意味

するエンプロイヤー・ブランディングの向上であ

る。「欧米を中心とした海外でも、どんな会社な

のかを現地の社員が存分に語れるように、Web

やSNSでの発信を強化しました」

　グループ各社に対するリーダーシップ開発プ

ログラムや学習プラットフォームの導入も手が

けた。「私が人事に来た当初は海外従業員比率が

20%程度だったのが、40%を超えていました」

　2021年にグローバル人材部部長に就任した後

にはグローバル共通の人事管理システムを導入し

た。「全社のあらゆる役職や人事に関する情報を

整理する機能とタレントマネジメント機能を包含

したシステムを統合し、全世界120を超える子会

社と本社に導入したのです」

　こうした施策を進めるうえで、日本の変革より

も海外への広がりを意識した。「日本にはしっか

りとした人材パイプラインが形成され、異動が当

たり前のように可能ですが、海外は国や会社を超

えた異動という基盤が整っていないうえに、戦略

的ポジションは本社に圧倒的に多く海外は限定的

だったのです。タレントに着目した人事施策を行

う際も日本に比重が置かれがちでした。資格制度

や評価報酬制度など、日本の仕組みの精緻化に意

識が置かれがちなところ、将来の成長戦略を見据

えてあえて海外も含めたグループ会社への仕組み

の拡大を意識しました」

ナインブロックの詳細運用は 
各部門のニーズに合わせる
　人事管理システムの刷新は小野氏自ら「ビッグ

バン」と称するように、相当な難事だった。「単

体では給与・勤怠システムを置き換え、グローバ

ルにコア・タレントマネジメントシステムを統合

しました。それこそ人事の無駄の典型として、標

準化されていないアドオンの仕組みが何十年分も

積み重なり、一挙に標準化しました。システム改

修は、グローバル標準の仕組みをいかに構築する

かが、効率的運用という意味で重要だからです」

　一方、仕組みの統一化、精緻化を最初から目指さ

ず、改変可能性を考慮した粗い設計にして、ブラッ

シュアップしていく方法を選択したものもある。

その典型が社員の潜在力と実績を9つの領域に分

類するタレントマネジメントの仕組み、ナインブ

ロックである。「3段階の定義は緩くし、細かな解

釈は各部門に合わせました。各部門で人材評価に

ついての議論が活発に行われるのが目的だからで

す。運用に慣れてくれると、アセスメントを導入し

たい、アセスメントとコンピテンシー、役職要件を

つなげたいという意見が出てきましたので、それ

らに応えながら改善し続けるというやり方を取り

ました。三井化学は小さな事業の集合体であり、も

ともと自律性が高い。その自律性を潰してまで細

かなプロセスの統合を最優先することは意味がな

いという考えが制度設計の根本にありました」

　人事は企業文化を司る存在でもあり、もちろん

「三井化学らしさ」も意識した。「自由闊達で、自

主性を重んじることは長年、当社に培われてきた

現場から見て人事に「無駄」はあるのか

結果ドリブンの現場
プロセスドリブンの人事
人事に無駄はあるのか。それを語るのに、人事の役職者を務めた後、
事業のリーダーになった人ほどの適任者はいないはずだ。三井化学の組織のグローバル化を先導し、
2025年からオーラルケア事業部長を務める小野真吾氏に自らの経験を振り返ってもらった。
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よき文化です。海外含め、多くの人材がそれを認

めています。役員と従業員との関係はフラットで

オープンです。以前からそうでしたが、2013年

から始めたコーチングなどのリーダーシップ研修

の効果もあるかもしれません。社長以下、メンバー

のコーチングに長け、アサーティブなコミュニ

ケーションの取り方がうまい役員が増えました」

　前述のように、これらすべてがその当時から必

要だったかというとそうではないという。ではな

ぜ作ったのか。「当時、全社の成長戦略や投資の

議論がされるなか、向こう５年から７年でグルー

プ会社が、特に海外で増えていくのは明確でした。

だとすれば、未来を見据えてインフラを整えてお

かなければならないと考えたのです。必要に迫ら

れてから慌てて作ったのでは間に合わないから、

早めに着手しておこうと。でも、それらを活用す

る場面があるかといえば、作った時点で見ると限

定的です。おそらく事業部側から見たら、その仕

組みに必要性を感じていた部門もあれば、何のた

めにやっているのかと疑問を感じざるを得なかっ

た部門もあるはずです」　

成果の最大化を図る現場 
公正性の担保を重視する人事
　小野氏の視点から、6ページの人事の無駄を探

る調査を見たときの感想も語ってもらった。

　小野氏が注目したのは、現場の人たちが「業務

評価の制度」「能力・行動評価の制度」「評価の実施・

合意形成」といった評価全般、それに「上司―部

下間の対話」「大規模組織での対話・会合」など

に「無駄」を感じているという点だ。

 「現場は自分が見えている範囲のなかでの成果の

最大化を考えますが、人事部門は、全社員にとっ

ての公正性を考えます。たとえば8000名の社員

が3000名、3000名、2000名といった3組織に大

三井化学　理事
ライフ＆ヘルスケアソリューション事業本部

オーラルケア事業部長

小野真吾氏

2000年に新卒で三井化学に入社。情報通信関連事
業の海外営業などを経て、2008年に人事に異動。
組合対応や制度改定、採用責任者、国内外のＭ＆Ａ
の人事責任者、HRBPなどを経験した後、2021年より
グローバル人材部部長に就任した。2025年より現職。

きく分かれていたとしたら、各組織のなかでの共

通項は見出しやすいですが、同じ総数の社員が数

百人単位の多くの小さな組織に分かれる場合、全

組織をまたがって公正性を担保するのは極めて難

しい。何かの指標を無理やり作っても、意味の薄

い平均的なものになってしまう。そうなると、現

場との乖離が生まれ、現場からは無駄だと判断さ

れてしまうでしょう」

　同様の理由で、現場と人事のスタンスの違い

が発生しがちなのが採用場面だ。「現場だったら、

候補者のなかに業界内で評判の人材がいた場合、

この人は優秀だから、これくらいの報酬を提示し

てすぐに採用しよう、となるのですが、人事から

すれば、ほかの候補者も考慮しなければなりませ

んし、人事の責任者を面接に呼ぶなどプロセスに

も配慮して、いざ採用となったら職務評価もして

コンピテンシーも測定を、となる。つまり、結果

ドリブンの現場とプロセスドリブンの人事という

違いです。このプロセスの価値は現場からすれば

低いかもしれませんが、人事にとっては必要不可

欠なのです」

　そう考えると、人事が職能をまっとうするため、

しかるべきプロセスを踏まえる意味は大いにある。

「プロセスがなくて結果だけになると透明性もなく

なり、人事が無法地帯と化してしまう。そのプロセ

スのなかに、現場にとっての価値をどう反映させ

るか。そこが人事の腕の見せどころだと思います」
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Column

の影響でニーズは縮小傾向だ。
　一方で、高度な技術スキルを持つ
人材のニーズが物流や製造の現場で
高まっている。「物流と製造の派遣
ビジネス受注数は、それぞれ前年比
10％程度増加していますが、そのな
かでも専門的なスキルを持ちつつ、
デジタル面のメンテナンスもできる
人材の依頼が多くあります」
　またAIの普及を背景にデータセン
ターの需要が増えており、その運用
や保守に当たる「電気主任技術者」
などの国家資格を持つ人材のニーズ
は拡大している。また、物販や店舗
での接客、カスタマーサービスなど、
チャットボットでは完全に置き換え
られない「人の介在」が求められる
職種の需要の高まりも顕著だという。
　近年のAIの進化や浸透は、企業に
一層の効率化や生産性の向上を可能
にする術を与えているのは確かだ。
しかし、テクノロジーの進化に伴う

　日本を含めた世界39の国と地域に
拠点を構え、幅広い職種の人材派遣
や人材紹介を行うランスタッド。林
氏が本部長を務めるOTSの中核を担
うのは人材派遣ビジネスで、受注数
全体のうち約9割を占めるという。取
り扱う職種としては、物流や製造な
どの現場系職種が多く、経理やカス
タマーサービスなどの事務系職種も
含まれる。
 「ここ数年の派遣ビジネス市場は全
体的に成長傾向にあるものの、職種
ごとに細かく見ると、需要が縮小し
ているものと拡大しているものがあ
ります」と、林氏は説明する。縮小
したのはテクノロジーの進化や浸透
に伴って効率化が進んだ分野だ。物
流、製造現場において、近年、ロボッ
トによる自動化が進んだ業務の受注
数は減少した。事務系職種では、デー
タを正確にパソコンに入力するデー
タエントリー業務も同様に、自動化

「人」の需要や、結局は人にしかでき
ない業務の需要は、極端な人手不足
によってより拡大している、というの
が現在地だ。
 「人手不足は世界共通の課題ではあ
りますが、特に日本では少子高齢化
に伴ってZ世代の働き手が減ってい
ることが影響していると思います」

社員の生産性向上と
知識伝承

「自社で育てる」視点が
重要に
　こうした状況にあって、人事は限
られた人材という資源をどのように
生かしていくべきか。林氏は3つの提
案があるという。
　1つ目は、煩雑かつ工数がかかる
業務の遂行は派遣社員に頼る一方で、
社員には組織の運営上、よりコアと
なる業務に集中してもらって生産性
を向上させることだ。林氏は「真の
パートナーとして経営課題に踏み込
み、コンサルティング視点で協議を
重ねた結果、業務体制の変革をとも
に実現した事例もあります」という。
　2つ目は、本来は社員にこそ継承さ
せるべきノウハウや専門的な知識を、
次世代を担う社員に確実に伝える仕
組みづくりだ。人材の流動化が進む
職場では、長年にわたって職場に蓄

人材派遣業界の需給の変化から考える
人という資源をどのように生かすべきか
人材派遣業界は、企業の効率化の影響を受け、
ニーズが拡大したり、縮小したりする。AIの進化や浸透が進む昨今、
人材市場ではどのような需給の構造変化が生じているのか。
人材サービス会社ランスタッドの
オペレーショナルタレントソリューション（OTS）事業本部本部長の林純子氏に聞いた。

ランスタッド
オペレーショナルタレント
ソリューション事業本部
本部長

林 純子氏

Text=川口敦子  Photo=刑部友康
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積されたノウハウを知る派遣社員に
固有の業務が集中する「業務の属人
化」が起こりがちだ。
 「特に事務系職種でこうした傾向が
見られます。心当たりがある職場で
は、社員への知識継承のあり方を検
討する必要があるでしょう」
 　3つ目は、企業が採用スペックに
ついて多少妥協する姿勢を示すこと
も時には求められるということだ。AI
の活用が急速に進むなか、現時点で
は専門人材の育成や採用が間に合っ
ていない企業も多い。
 「たとえばAIを活用したデータ分析
が得意な人材を求める企業は多いも
のの、そもそもそのような高度なス
キルを持つ人の数は足元では足りて
いません。企業が求職者に求める専
門的なスキルと、求職者がエントリー
時点で持っているスキルのギャップ
が広がるなかで採用が進んでいない
のです。企業と求職者の双方が歩み
寄り、まずは採用し、足りない知識
は後々補っていくことが重要です」
　同時に、求職者側のマインドセッ
トの転換も促していく必要がある。
 「今後は、『私のスキルでこの業務
は無理だ』とあらかじめ決めつけず、
学び続けて職種変更にも挑戦してみ
る、という意識がより求められるよう
になるはずです」
　現時点では、AIによる業務効率化
よりも人手不足の進行が速いといえ
そうだが、このようなときだからこそ、
企業は自社に必要な人材をしっかり
と見極め、うまく外部人材サービス
を活用しながら、健康的な「ダイエッ
ト」を行っていくことが重要になりそ
うだ。

 「人事の無駄」と聞くと、非効率な業務や不要な制度を思

い浮かべがちだ。しかし、本特集の取材や調査を通じて見

えてきたのは、無駄とは単純な効率性の問題ではなく、日

本企業の雇用のあり方や組織構造と深く結びついている可

能性だった。

　調査で特に「無駄」が多く指摘されたのは、「組織に根

付いた慣行、お作法」「人事異動」「社員の配置」など、日

本型雇用の根幹に関わる領域である。だが、それらは単独

で存在しているわけではなく、終身雇用や年功的昇進、長

期育成、会社主導の配置といった仕組みを維持するなかで、

副作用として生まれてきたものでもある。換言すれば、日

本企業は無駄を内包することで、安定性や公平性を成立さ

せてきた側面があるということだ。

　その仕組みは環境変化のなかで軋み始めている。興味深

かったのは、人事と現場で「無駄」と感じる領域が異なっ

ていた点だ。人事は採用プロセスや異動運用に徒労感を抱

き、現場は評価制度や1on1、大規模な対話などの施策に

負荷を感じている。そこから見えてきたのは、制度そのも

のよりも「制度の意図」と「現場の実感」のズレだった。

　事業部門と人事部門では、そもそも見ているものが違う。

現場は成果の最大化を目指し、人事は全社的な公平性や納

得性を重視する。そのため、現場から見れば煩雑に映るプ

ロセスも、人事にとっては組織の透明性や公正性を守るた

めに必要不可欠なものなのだ。人事における無駄とは、成

果と公正性の間に存在する緊張関係のなかで生まれている

ともいえるだろう。

　同時に、「無駄に見えるもの」が、必ずしも不要ではない

という指摘もあった。飲み会、集合研修、部活動――効率

だけを考えれば削減対象になり得るものが、実は関係性や

エンゲージメント、偶発的な発想、人材育成を支えている。

16ページの人事匿名座談会で出てきた、ハンドルに遊びが

あるからこそ車が安定して走るように、組織にも一定の余

白が必要なのかもしれないという意見が象徴的だろう。

 「はじめに」で述べたように、これからの人事に求められ

るのは、単純な削減ではないことが明らかになったと思う。

何を残し、何を削り、何を再設計するのかを見極めるため

に、STEP3では有識者による無駄の背景と課題の深掘り、

目指す姿のための処方箋、STEP4では実際に適正化を図

ろうとする企業の事例に学んでいきたい。

日本的雇用の名残り、
人事と現場のズレ……

見えてきた無駄の正体

Text=入倉由理子

2
STEP

課
題
の
分
析

な
ぜ「
無
駄
」は
生
じ
る
の
か
適
正
な「
無
駄
」と
は



24 Works No.196 Jun-Jul 2026

　人事における「無駄」を考えるとき、まず重要

なのは、「何をもって無駄とするのか」を掘り下げ

ることです。6ページの調査結果を見ると、さま

ざまな領域に「無駄がある」という認識が示され

ていますが、それらを単純に無駄だと断じてしま

うと本質を見誤る可能性があります。

　私は人事の無駄には、大きく2つのタイプがあ

ると考えています。1つは「時間や労力をかけて

いるが、成果が見えない無駄」。もう1つは「施策

そのものが機能していない無駄」です。

　前者は、たとえば採用活動や1on1などが典型で

すが、これらは本来意味のある施策であっても、「忙

しくなる」「時間を取られる」「やらされる」とい

う感覚と結びつくことで、無駄と認識されやすい。

昨今はすぐに辞めていく人も多く、採用活動をイ

タチごっこのように繰り返し行わざるを得ず、工

数は増えるばかりです。忙しく時間をかけても成

果がなかなか上がりません。

　ただし、ここで重要なのは、それが本当に無駄

かどうかとは別問題だという点です。たとえば、

ある企業で1on1を導入した際、当初はマネジャー

から「時間ばかり取られて意味がない」という声

が多く上がりました。しかし半年ほど経つと、部

下の側から「自分の考えを言いやすくなった」「業

務の進め方を相談できるようになった」という変

化が見え始める。つまり、成果が見えるまでの「時

間のズレ」によって「無駄」だと感じさせてしま

うケースが多いのです。

　後者は、「施策そのものが機能していない」とい

うタイプです。こちらはより本質的な問題で、たと

えば表彰制度や改善活動、あるいは全社イベント

などに表れがちです。本来は組織の一体感を高め

たり、現場の工夫を共有したりするために導入さ

れたものが、既に目的が達成されていたとしても

「定期的にやること」が当たり前となり、やめるこ

とが選択肢とならないことも少なくありません。

　重要なことは、この2つの無駄は現場の感じ方

としては同じ無駄に見えても、本質は異なるとい

う点です。前者は「本来価値があるが伝わってい

ないもの」、後者は「本来の価値を失っているもの」。

この違いを区別せずに議論すると、「全部やめれば

いい」という短絡的な結論に陥りかねません。

かつてあった目的が忘れられ 
形骸化した施策だけが残る

　そもそも、なぜこうした無駄が生まれ、蓄積し

Text=入倉由理子  Photo=今村拓馬

人的資源管理の第一人者として日本企業の人事を長く見つめてきた
学習院大学教授・守島基博氏は、人事の「無駄」をどう捉えるのか。
人事の伝統、特性は無駄にどう影響しているのかを問う。

何を残し、何をやめ、何を変えるのか
目的と戦略に照らして「選択と再定義」を 

From an HRM Perspective 人的資源管理の観点から

どう「無駄」を見極め
どうダイエットを実践するのか

3STEP 計画立案

何事も計画立案には知識が不可欠だ。
「余白」としての必要な無駄を削ぎ落とさないためにも、HRM、ビジネス、
社会関係資本など多様な専門家に知見を求めたい。
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ていくのでしょうか。

　1つ目は、「目的が忘れられる」ためです。研修

を例に取れば、かつて多くの企業では、新卒一括

採用を前提にして、一律の研修を整備し、体系的に

人材を育成してきました。しかし現在は、働いて

いる人材の多様性も高くなり、求められる人材像

も、働く人の価値観も大きく変化しています。そ

れにもかかわらず、同じ研修を同じ形で続けてい

るとすれば、それは機能しなくなるのは当然です。

　これからの育成は、eラーニングや外部研修のメ

ニューから、自分に必要なものを選び取る個別性

の重視が前提になります。企業の「どのような人

材戦略を描いているのか」という目的を共有し、「こ

ういう人材になってほしい」という期待と、「自分

はどうなりたいのか」という個人の志向をすり合

わせるプロセスなしには、どれだけ多様な研修メ

ニューを用意しても、それは形骸化していきます。

　2つ目は、日本企業では伝統的に「人事権」を

人事が持ち、中央集権的に現場をコントロールし

ようとする意識が強く働いてきたことです。外資

系企業では現場に委ねられている採用や育成、評

価を人事が中央で行うため、公平性・公正性を担

保するための細かなルールや一律の研修などが多

く生じているのも事実です。

　３つ目として人事制度の持つ「変更の難しさ」

が挙げられます。人事制度は、評価や処遇、キャ

リアに直結するため、一度導入されると変更に大

きなコストがかかります。評価制度を変えようと

すると、評価項目の定義、運用方法、システムの

改修、従業員への説明など、多くの調整が必要に

なる。人事が集中管理していればなおさらです。

そのため、「課題はあるが大きくは変えない」とい

う判断が繰り返されます。

　こうした構造のなかで、施策は増え続け、しか

も削られにくいという状況が生まれるのです。

CHROが全体の設計者に 
実行の権限はあくまで現場

　これらを変えていく出発点は、まず、「やってい

ることの目的を問い直すこと」です。この施策は

何のためにあるのか、何を実現したかったのか。

それを改めて言語化し、共有する必要があります。

新卒採用であれば、「なぜ新卒一括採用なのか」「そ

れによって何を実現してきたのか」を問い直し、

その結果、継続すべきだという結論になることもあ

れば、見直すべきだという結論になることもある

でしょう。重要なのは、議論の過程を経るという

ことです。

　その際に重要になるのが、「誰が全体を設計する

のか」という視点です。人事施策は個別に存在し

ているわけではありません。採用を変えれば育成

が変わり、評価を変えれば配置が変わる。すべて

は相互に連動しています。現場は豊富なノウハウ

を持っています。しかし、それはあくまで「今の

仕組みのなかでどううまくやるか」という知識であ

り、それをもとに改善することは「アプリ」を更新

するようなものです。「OS」そのものを変えなけれ

ば本当の変革には至りません。全体を設計し直す

役割は、戦略と結びつけて人事の仕組み全体を捉

える視点を持つCHROこそが担うべきです。

　そのうえで、CHROは目的と方向性という業務

に集中し、具体的な実行方法を決める権限は現場

のマネジャーに渡す。たとえば1on1であれば、頻

度ややり方を一律に決めるのではなく、部下の状

況に応じて調整できるようにしてあげる。そうし

た裁量があってはじめて施策は機能します。

　加えて、「アーリー・ウィン」のサインをビルド

インすることも欠かせません。成果が出るまでに

時間がかかる施策ほど、途中の小さな変化を可視

化し、共有することが重要になります。それが現

場の納得感を生み、施策の定着につながります。

　何を残し、何をやめ、何を変えるのか。その判

断は、目的と戦略に照らして行われなければなら

ない。言い換えれば、人事に求められているのは、

「選択と再定義」なのです。

学習院大学　経済学部　教授
一橋大学　名誉教授

守島基博氏

慶應義塾大学文学部社会学専
攻卒業。1986年米イリノイ大学
産業労使関係研究所博士課程
修 了。 人 的 資 源 管 理 論 で
Ph.D.を取得。サイモン・フレー
ザー大学（カナダ）経営学部助教
授、慶應義塾大学総合政策学
部助教授、同大大学院経営管
理研究科助教授・教授、一橋
大学大学院商学研究科教授を
経て、2017年より学習院大学
経済学部教授。2020年より一
橋大学名誉教授。
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　人事組織における最大の問題は、経営の意識と

実務の内容が大きく乖離している点にあります。

日本の人事は基本的に人を均等に扱う傾向が強

く、欧米企業のように、限られたリソースを注力

すべき領域に集中させるという割り切りが十分に

できていません。本来、均等であるべきは機会で

あり、処遇まで一律である必要はありません。し

かし、成果を上げている人材に厚く報いる仕組み

になっていないため、かえって不平等が生じてい

ます。そして、その不平等を調整するために膨大

な時間が費やされているのが実情です。

　さらに、日本企業特有の人事慣行も無駄を増幅

させています。新卒一括採用や定期異動など、人

事部門は常に「イベントドリブン」で動き、その

対応に追われています。本来であれば戦略に基づ

いて人材配置を考えるべきところが、実際には「こ

の人を動かせば次は誰をどこに配置するか」とい

う玉突き人事の調整業務に多くの時間を費やして

います。

　このように、長年にわたり守りの業務を中心に

担ってきた人事部門に対して、戦略的な役割を求

めても、短期間で変革することは容易ではありま

せん。そのため、既存の人事部門とは別に戦略人

事部門を新設する企業も見られます。

　しかし、この対応も必ずしも有効な解決策とは

いえません。2つの人事機能が並立すると、どう

しても役割が重複してしまうからです。たとえば

戦略人事が組織改革を主導しようとしても、労働

組合との調整窓口は既存の人事部門にあるため、

戦略人事の担当者が折衝のサポートに入らざるを

得ないといったことが起こります。重複業務が増

えて非効率が生じるほか、中間領域に落ちたボー

ルをどちらが拾うのか、責任の所在が曖昧になり

ます。

戦略に応じた施策を打ち 
魂なき導入から脱却すべき

　欧米企業と日本企業の違いは、こうした点に端

的に表れています。化学メーカーのレゾナックは

経営改革を進める過程で、世界のトップ企業と自

社の経営チームを比較・検証したところ、欧米企

業と比べて最も見劣りしていたのがCHROの役

割だったといいます。欧米企業においてCHRO

は、企業文化の醸成を明確な責務として担ってい

ます。すなわち、戦略を実現するために必要な組

織や人材のあり方を定義し、それに基づいてカル

チャーを設計・浸透させることが人事の中核的な

役割として認識されているのです。

Text=瀬戸友子  Photo=刑部友康

野村総合研究所
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日本の人事はなぜ無駄が多いのか。経営と人事の意識の乖離や、
日本特有の均等主義など、構造的に無駄が生まれるメカニズムを、
コンサルティングを通じて多くの企業の実例に詳しい野村総合研究所の青嶋稔氏に聞く。

人材の可能性を
最大限に引き出す「場」づくり
本質的な役割に集中し、無駄を解消せよ

From a Business Perspective ビジネスの観点から
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　一方、多くの日本の人事は、暗黙知に依存した

ハイコンテクストな文化を維持することにとどま

りがちです。日本ではよく「うちの会社は」とい

う表現を使いますが、新卒入社など長く在籍する

社員には通じても、キャリア入社者にはそのニュ

アンスが伝わりませんし、ましてや外国人社員に

は到底理解できません。マッキンゼーが提唱する

組織分析の「7S」でいえば、日本企業の人事はハー

ドの3S（戦略、組織構造、システム）には熱心で

すが、ソフトの4S（共通の価値観、スキル、人材、

組織風土）への取り組みが弱く、戦略伴走機能が

十分に備わっていません。

　結果として、ジョブ型への移行やタレントマネ

ジメントシステムの導入など、そのときどきに流

行している施策に取り組んでも、形骸化してしま

うことが少なくありません。たとえばMBOでは

達成率100％を目指すあまり、目標を低く設定し

てしまう。1on1も実施することが目的になり、本

来の対話の価値が得られていない。いずれも制度

やツールを導入すること自体が目的化し、戦略と

の結びつきが曖昧なまま運用されるからです。こ

のような魂なき導入では、形を整えることに多大

な労力を費やす一方で、本質的な価値を生み出す

ことにつながりません。

個人の能力に依存せず、 
戦略に必要な役割を定義する

　では、人事の無駄を解消するためには、何が必

要なのでしょうか。私はまず、戦略に基づき役割

を定義することが必要だと考えています。日本企

業は従来、メンバーシップ型雇用のもと、偶発的

に現れる特定の優秀な個人に頼り、定期異動でう

まく人を回すことで成果を上げてきました。しか

し、多様な役割を1人で担える人材は限られてお

り、意図的に育成することも容易ではありません。

したがって、個人の能力に依存するのではなく、

その人が果たしていた機能を分解し、複数の役割

として再定義することを検討すべきです。戦略に

応じて必要な役割を明確にし、それに基づいて人

材育成や評価を行うことが不可欠です。

　もっとも、こうした課題への対応として、直ち

にジョブ型へ移行すべきかといえば、私は必ずし

もそうとは思いません。経営環境やビジネスモデ

ルなどの変化によって必要な役割は常に変わりま

す。厳格なジョブ型では、その役割が不要にな

れば解雇となりますが、日本には人を中心に考え

るカルチャーがあります。であれば、無理にジョ

ブと人を固定するよりは、日本のメンバーシップ

型のよさを生かした仕組みに変えていくほうが合

理的でしょう。今求められる役割とそのために学

ぶべきことを明確にし、役割に対して社員に手挙

げをさせる公募型の仕組みも有効な手段となるで

しょう。

　部門への権限移譲もさらに進めていくべきで

す。人事権の所在については議論の余地がありま

すが、少なくとも評価の運用や原資の配分につい

ては、ルールを決めたうえで、もっと部門に移譲

してもよいのではないでしょうか。それによって

人事は細かな調整から解放され、戦略的な課題に

集中できるようになります。AIを活用して、個人

の意欲と組織のニーズをマッチングする仕組みを

構築すれば、これまで人手で行っていた調整業務

の多くを自動化することも可能です。

　何より重要なのは、挑戦できる環境を整備する

ことです。挑戦する人材をいかに増やすかという

視点が求められています。

　多くの企業で、経営は「挑戦せよ」「変革せよ」

とメッセージを発していますが、実際の評価制度

は減点主義に偏っており、挑戦した人材が正当

に評価されていません。挑戦の難易度やそこから

得られた学びを適切に評価できるマネジメント層

も不足しています。社員は皆、「挑戦したら損だ」

という現実を見抜いており、リスク回避的な行動

を取るようになります。

　若手社員の挑戦意欲が低いと指摘されること

もありますが、実際には、挑戦を許容し、評価す

る環境が整っていないことが問題です。人事が担

うべきは、まさにこの構造を変えることです。挑

戦する人材を増やし、その挑戦を正当に評価する

仕組みを作ることこそが、本来の役割といえるで

しょう。

　人事の仕事は、もはや調整にとどまるものでは

ありません。戦略を実現するための文化を設計し、

人材の可能性を最大限に引き出す、ひいては経営

とともに価値を共創することが叶う「場」を作る

ことにあります。人事がその本質的な役割に集中

できたとき、多くの無駄は自ずと解消されていく

はずです。

3
STEP

計
画
立
案

ど
う「
無
駄
」を
見
極
め
ど
う
ダ
イ
エ
ッ
ト
を
実
践
す
る
の
か



28 Works No.196 Jun-Jul 2026

　人事の無駄を削減する際には、留意すべき点が

あります。一見すると非効率に見える取り組みの

なかにも、実は職場の組織力に深く関わる重要な

要素が含まれている場合があるからです。

　その1つが、ソーシャル・キャピタル（社会関係

資本）という視点です。ソーシャル・キャピタル

とはもともと社会学の概念であり、誰と誰がどの

ようにつながっているかを点（人）と線（関係性）

のネットワーク構造として捉えるものです。点と

点が何本つながっているかという関係性の多さ

や、ネットワーク全体のなかでどれだけ中心に位

置しているかという中心性など、さまざまな指標

によって分析されます。

目先の成果を求めすぎると 
組織の基礎体力を損なう危険も

　しかし、企業組織において誰と誰がつながりが

あるか、個人の詳細な交友データを収集するのは、

携帯のアプリやネームタグで測定できる商品はあ

るものの、プライバシーの観点から研究者が観察

するのは容易ではありません。そこで私は経営学、

とりわけ人的資源管理（HRM）の観点から、線の

上で何がやり取りされているのかに着目し、職場

のソーシャル・キャピタルを「他者から自発的な

支援が得られる関係性」と捉え直しました。すな

わち、「この人のためなら一肌脱いでもいい」と

思ってもらえる関係性のことで、一般的な言葉で

表現すれば「人脈」に近いかもしれません。ソー

シャル・キャピタルが豊かな状態とは、「指示され

たから仕方なく仕事をする」のではなく、「この

人の助けになってあげよう」という自発的な行動

が活発に生まれている状態を指します。

　経営学においてソーシャル・キャピタルを測定

する指標は必ずしも確立していませんが、1つの

わかりやすい例として、個人に対して指名で相談

が持ち込まれるかどうかが挙げられます。「この

部門の誰に聞くべきか正確にはわからないが、ま

ずは○○さんに相談しよう」と名前が挙がる場合、

その人が信頼され、実質的な窓口として機能して

いることを示しています。

　また、ある企業では、研修で出会った人同士が

その後どの程度コラボレーションしているかを指

標として捉えようとしています。単に研修内容の

理解度にとどまらず、その出会いを契機としてど

のようなビジネスが生まれたのかを追跡するとい

う考え方です。近年では、ソーシャル・キャピタ

ルが組織力に大きく影響するという観点から、研

究も進んでいます。

　ここで「人事のダイエット」というテーマに立

ち返ると、重要なのは何を基準にダイエットを行

うかという点です。コストや利益、株価などのほ

かにも、時間軸という基準もあります。体脂肪を

落とすために極端な食事制限をすれば、筋肉まで

落ちてしまうのと同じで、目先のコスト削減を優

先するあまり、長い目で見れば組織力を落として

しまうこともある。かといって人脈や関係性に過

度に依存した組織だと組織の指揮命令系統が歪め

られてしまいます。

　人事施策には、即効性のあるものと、効果が表

れるまでに時間を要するものがあります。結果が

すぐに出ないことを理由に施策を打ち切るケース

も見られますが、実はあと2、3年待てば実を結

ぶはずだった芽を、自ら摘み取ってしまっている

のかもしれません。重要なのは、人事や経営者が

Text=瀬戸友子  Photo=刑部友康

人事の無駄を削るとき、見落としてはならないのが職場の関係性だ。
一見非効率に見えることも、組織力を支える資源となり得る。
職場のソーシャル・キャピタルを研究する経営学者の西村孝史氏に聞く。

効率、コスト削減のみの追求は組織を損なう
長期的視点で職場の
ソーシャル・キャピタルに光を

From a Social Capital Perspective 社会的資本の観点から
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どこまで結果を待てるかという時間軸、特に長期

性の視点です。

雑談やユーモアの効用を 
人事施策として見直してみる

　その観点から見直すべきなのが、従来、無駄と

されてきた行為です。たとえば、職場におけるス

モールトーク（雑談）やユーモア、ゴシップ、さら

には軽いからかいといったものは、生産性を阻害

するものとして否定的に捉えられがちでした。し

かし近年の研究では、これらが必ずしも悪影響ば

かりではないことが示されています。対人関係に

ポジティブな影響を与え、結果として職場の生産

性やワーク・エンゲージメントの向上につながる

可能性があるのです。

　ラトガース・ニュージャージー州立大学のジェ

シカ・メソット准教授らの2021年の研究によれ

ば、職場でのスモールトークは、確かにその瞬

間の仕事の手を止めさせ、ワーク・エンゲージメ

ントを一時的に低下させます。しかし、その会話

によって感情が高揚し、結果として1日の終わり

のウェルビーイングを向上させることも明らかに

なっています。

　また、ゴシップは単なる噂話にとどまらず、情

報共有や一体感の醸成につながる側面もありま

す。からかいや冗談のなかには、組織に対して率

直な意見を言える余白が含まれており、心理的安

全性の一端を担っているともいえるでしょう。

　もっとも、ソーシャル・キャピタルには光だけ

でなく、影も存在します。関係性が強固になりす

ぎると、いわゆるオールドボーイズネットワーク

のように、特定の集団に閉じたネットワークが形

成され、外部の人材や新しい視点を排除してしま

う可能性があります。ある世代にとっての強固な

ネットワークが、下の世代にとっては「目の上の

たんこぶ」になるなど、世代やジェンダーによる

壁が生じることもあります。また、からかいやゴ

シップが、ハラスメントにつながるリスクも否定

できません。

　これは、ソーシャル・キャピタルが一定の水準

まではプラスに働く一方で、行きすぎると逆効果

になるという逆U字形の関係で説明できます。し

たがって重要なのは、バランスを取ることです。

　こう見ていくと、スモールトークやゴシップが

生まれる環境をいかに作るかという点において、

人事が貢献できる余地は大いにあるはずです。少

なくとも「効率が悪いから」「コストがかかるから」

という理由だけで安易に捨ててよいのか、再考の

余地があるでしょう。

　人事はさまざまな施策を通じて、ソーシャル・

キャピタルを強めることも弱めることもできま

す。いちばんわかりやすい例は人事異動です。ジョ

ブローテーションは、「玉突き人事」といわれる

ように、戦略的意図が希薄なまま行われている

ケースも少なくありません。そのため、近年は否

定的に見られることが増えていますが、個人的に

は非常に重要だと考えています。たとえば、職能

の枠を超える異動か否かによって、その人が持つ

人脈や関係性の強さを規定することができます。

「一皮むけた経験」や「修羅場体験」などと呼ば

れる成長機会も、こうした異動によってもたらさ

れることもあります。

　いわゆる玉突き人事を行うだけでは、ソーシャ

ル・キャピタルの観点からも十分な効果は期待で

きません。さらに、多くの場合、異動は本人のキャ

リアという視点でのみ語られがちですが、本来は

異動元・異動先の職場における関係性の再構築ま

で含めて考える必要があります。

　人事のダイエットを考える際には、ソーシャル・

キャピタルという視点からも、何を削り、残すべ

きかを見極め、人事として貢献できることを見直

してみるとよいでしょう。人事には施策を通じて

個を強くするだけでなく、職場を固める・緩める

ことで組織力も高めることが期待されています。

東洋大学　経営学部　経営学科　教授

西村孝史氏

メーカー勤務後、2008年一橋大学大学院商学研究科博士後
期課程単位取得退学。東京都立大学准教授等を経て2025
年4月より現職。専門は人的資源管理論、組織行動論。著書
に『職場のソーシャル・キャピタル』（中央経済社）ほか。
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　人事のダイエットを進めるうえで、もはやAI

の活用は欠かせません。ただし、私は「ダイエッ

ト＝単なる削減」ではないと考えています。業務

のなかには、削るべき無駄と残すべき無駄がある

ということです。

　私たちは、AI時代の人的資本経営を考えるに

あたり、AIには代替できない人間ならではの知

性や感性を「HI（ヒューマン・インテリジェンス）」

と呼んでいます。このHIが担うべき領域、すな

わち残すべき無駄は、次の3つに集約されると考

えています。

　1つ目は感情が揺れ動くプロセス、2つ目は対話

のなかで生まれる回り道、3つ目は判断を下す前

に迷う時間です。一見すると無駄に思えるかもし

れませんが、即座に答えを出さず、人の感情に寄

り添い、人と人との関係性を構築し、試行錯誤を

重ねながら考え抜くことは、HIにしかできない高

次な営みです。

　具体的には、データ入力や日程調整といった高

度な判断を要しない定型業務は、速やかにAIへ置

き換えるべきでしょう。一方、人事評価コメント

や求人原稿の作成などは、データ収集や情報補完

にAIを活用しつつ、それらを統合して最終的な意

思決定を行い、結果責任を持つのはHIの役割で

す。また、面談の実施や組織文化の構築など、複

雑かつ個別の判断を要する業務は、依然としてAI

による代替が難しい領域といえます。

　このように整理すると、AIは判断の前工程を

大幅に効率化しますが、判断そのものを人間から

奪うものではありません。むしろ前工程に費やし

ていた時間を削減することで、人間は思考の密度

を高め、判断の質を向上させることができます。

ダイエットの本質とは、単に業務量を減らすこと

ではなく、人が担うべき本質的な領域に集中でき

る状態を作ることなのです。

ニーズなきAI化は意味がない 
タスクベースで徹底検証すべき

　AIによる変革は、かつてないスピードと強度

で企業活動にインパクトをもたらしますが、仕

事のプロセスそのものが根底から変わるかといえ

ば、必ずしもそうではないと考えています。現在

のプロセスが事業運営上の最適解として確立され

ているのであれば、その流れ自体は維持されます。

変わるのは担い手です。　

　ただし私は、技術的に可能であるからといって、

あらゆる業務をAI化すべきだとは考えていませ

ん。たとえば議事録作成はAIで代替可能ですが、

AIの進展は人事業務を大きく変えつつあるが、重要なのは単なる効率化ではなく、
人間が担うべき役割を再定義することだという。
AI時代の「人事のダイエット」の本質について、日本総合研究所の髙橋千亜希氏に聞いた。

A Iを活用した「ダイエット」の本質とは
人が担うべき領域に集中できる
状態を作ること

日本総合研究所
リサーチ・コンサルティング部門
人事・組織戦略グループ
シニアマネジャー

髙橋千亜希氏

臨床心理学修士。独立系ファー
ムを経て、日本総合研究所。一
貫して、人事コンサルティングに
従事し、採用・育成・制度改革
など幅広い領域を支援。著書に

『AI時代の人的資本経営』（共
著、日本能率協会マネジメントセ
ンター）など。

From an AI-based HRM Perspective A Iを活用した人事管理の観点から

Text=瀬戸友子  Photo=刑部友康
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新入社員にあえて任せるという選択も十分にあり

得ます。会議内容の記録が目的であれば自動化す

ることが合理的ですが、育成の観点から業務理解

を深める手段と捉えれば、一定の期間むしろ人が

担うことにも意義があります。

　このように、「ニーズ」なきAI化は非常に危険

です。ここでいうニーズとは一般的なトレンドで

はなく、自社にとっての目的を指します。「この

業務は本当に人間が担うべきか、それともAIに

任せるべきか」という問いを丁寧に検討すること

が不可欠です。

　これは人事における業務改革（BPR）の考え方

と共通しています。単に業務プロセスの見直しを

目的とするのではなく、「人間が真に担うべき業

務は何か」を明確にする。そのためにタスクレベ

ルまで分解し、フローを再設計していくことが、

組織全体の効率化につながります。

　こうしたタスクの分解とフローの再設計は、人

事部の組織図を書き換えていくでしょう。タスク

レベルまで分解していけば、それぞれの業務のな

かにAIが担う仕事、HIが担う仕事が見えてきま

す。短期的には、採用業務は採用担当者（HI）と

それをサポートする採用AIアシスタント、評価

業務は評価担当（HI）とそれをサポートする評価

AIアナリスト、労務や人材育成も同様に、とい

うような組織図になっていくはずです（図表）。AI

を同僚や部下として活用することで、業務の質と

スピードは大きく向上します。グループ内の間接

業務を集約するシェアードサービスは、これまで

大量の事務処理を前提に拡大してきましたが、AI

がその処理を代替できるのであれば、ワークフ

ローの企画や組織の意思決定を担う少数の人員で

運営できるようになるかもしれません。

人事は戦略設計の中核へ 
管理からデザイン部門への進化を

　また、AIの普及は現場と人事の関係にも変化

をもたらします。AIが判断の前工程を担うように

なれば、現場のマネジャー自身が人事的な意思決

定を行うことも可能になります。ただし、そのた

めには現場マネジャーの人事リテラシーをさらに

高めていくことと、的確な意思決定をサポートす

るHRBPのような機能が不可欠です。人事は本

社の自席にとどまるのではなく、“事業オリエン

テッド”で人事を語れる人材をいかに育成するか

がポイントになります。しかし現実にはHRBPと

は名ばかりで、事業部人事の業務に追われている

だけというケースも少なくありません。事業戦略

と人材戦略を結びつけ、現場で判断を下せる体制

を整えることが、これからのHRBPの理想像とい

えます。

　こうした変化を踏まえると、これからの人事は

単なる管理部門ではなく、デザイン部門へと進化

する必要があるでしょう。経営戦略を踏まえて、

どのような組織を構築するのかを設計することが

求められます。そのために人事が注力すべき領域

は、意思決定支援、マネジャーの育成支援、そし

て組織文化やエンゲージメントの設計です。AI

はデータの収集や分析には長けていますが、一人

ひとりの生の声に丁寧に耳を傾け、課題の背景に

ある感情や価値観を理解することは人間にしかで

きません。

　デザイン部門であるということは、会社や事業

の成長に応じて、従業員の体験価値（Employee 

Experience）をいかに高められるかが問われま

す。従業員が「この会社にいる意味」を感じられ

るような文化を育むのは、人事の大きな責任であ

り、AIはその責任を果たすための手段なのです。

　何のために、どこまでAIに任せるのか。その

問いに向き合い続けることが重要です。効率化そ

のものを目的化せず、事業の価値やウェルビーイ

ングを高めるためのパートナーとしてAIを位置

付ける。それこそが、本来あるべき姿なのだと考

えています。

出所：『AI時代の人的資本経営』日本総合研究所
ポスト人的資本経営研究所＆先端技術ラボ（日本能率協会マネジメントセンター）、
編集部が抜粋および一部改変

［短期的な未来］［現状］

人事部

採用担当
AIによる採用アシスタント

AIによる労務アシスタント
労務担当

AIによる評価アナリスト
評価担当

AIによる育成プランナー
育成担当

人事部

採用担当

労務担当

評価担当

育成担当

人事組織体制にAIが組み込まれる
短期的な未来予測
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　工場の設備には多くの種類の機械部品が使わ

れ、その半数以上が金属加工品であるといわれて

いる。駿河生産PFの製品のほとんどは、顧客が、

欲しい形状・寸法などをミクロン単位で指定する、

受注生産の金属加工部品である。何が、いつ、何

個来るか、実際に顧客からの受注が届くまでわか

らないなかで、「少量多品種生産（変種変量生産）」

を「確実短納期」で行うのが同社のものづくりの

特徴だ。その生産方式を可能にするには、デジタ

ル技術を活用し、無駄を徹底的に排除したオペ

レーションが不可欠である。

　金型バックエンドセンター長の堀英樹氏は言

う。「無駄取りは製造業の宿命のようなものです。

より速く、確実に、良品をお客さまに届ける。そ

のために全体のリードタイムをいかに短くする

か、まずはそこを見ます」

　たとえば、金属に穴をあけるパンチという金型

部品の加工には、材料の出庫から検査まで従来は

9つの主要工程があり、1件の受注が製品に仕上

がるまでに、熟練工と多種多様な機械で約40時

間を要していた。本格的な生産改善にあたっては、

まずは全工程を見渡し、モノと情報の流れを徹底

的に分析し、最適なものづくりをデザインし直し、

無駄を徹底的に排除。カン（勘）・コツに頼ってい

た部分はデジタル技術を最大限活用しつつ自動化

を実現。1つの注文ができ上がるまで淀みなく流

れる生産ラインを実現させた。

 「その結果として主要製品である丸パンチの生産

ラインでは、1件の生産リードタイムは40分にま

で短縮しました。また、熟練工の頭のなかに入っ

ていた各寸法の公差（加工において許容される誤

差）などのデジタル化を図ることで、必要な人手

も減り、大幅なコストダウンにもつながる、とい

う流れができました」（堀氏）　

　生産プラットフォーム・ハブ執行役員の黒田悟

氏は、「たとえば現場の作業者に『コストを下げて』

と言っても、彼らにとってコストはその場では見

えないため、何をしたらいいかわからない。でも、

『いいものを1個だけ狭く速く流す』という大きな

コンセプトに基づき、どの工程にもモノが滞留せ

ずに、するすると流れている状態がコスト的にも

最もいい、と定義すれば、滞留＝コストを悪化さ

せているものと理解します」と説明する。

「科学的」納期遵守への 
パラダイムシフト

　駿河生産PFがこのような考え方にたどり着い

たのは、ここ十数年の話である。それまでは「気合

と根性で納期を守る」生産であった。当時の標準

出荷納期は3日で、1本に40時間かかる加工を1日

に数千本仕上げるために、出荷日に向けてひたす

ら走る。間に合わなければ時間外に、作業者が自ら

の手で配送して凌ぐなどの日々が続いていた。

 「あるとき、標準出荷納期3日を2日にするため

には、本来はいつから作り出さなければいけない

のか、とシミュレーションをしました。すると出

荷日マイナス４日、という結果が出た。つまり、

受注する前から生産が始まっていなければならな

Text=佐々木貴子  Photo = 刑部友康

「自働化」の結果、駿河生産プ
ラットフォームの広い生産現場
に人はまばらだが、人は最後の
一手間を担う重要な存在だ。

ものづくりの現場で必要な自動化装置・設備に組み込まれる機械部品・金型用部品を
確実短納期で生産・供給する駿河生産プラットフォーム（駿河生産PF）。
ものづくりの観点から、強靭で無駄のないオペレーションを維持するヒントを探る。

「気合と根性」から科学的アプローチへ
最後の一手間を人に残し、

「自働化」を実現

リーン生産の観点からFrom Lean Operations Perspective
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い。これが、『気合と根性』の限界と、科学的な

アプローチの必要性を認識したポイントとなりま

した」（黒田氏）

　標準出荷納期を2日とするため、工程全体、個々

の工程、そして工程間の無駄を統合的に検証して

いった。結果、実際の加工作業のみならず、注文

の着手順序を決める「差し立て」のデジタル化、

必要な機能に絞り込んだ設備の内製、工程間の自

動搬送、検査結果の自動判定など、愚直な改善を

積み重ねた。最初からすべてを一度に変えるので

はなく、ある程度贅肉が落ちてから自動化を進め

る、という順序で筋肉質化を図った。

　リードタイムにこだわった結果、標準出荷納期

が1日短縮された後でも、生産には余裕が生まれ、

納期遅れや作業者の残業も減り、顧客からの急な

注文にも応えられる体制になった。また、余剰人

員はリスキリングで他工程やエンジニア職に配属

転換するなど、人手不足の解消にも役立っている。

 　一方、すべての生産工程の自動化・無人化を図

ることを目的としているわけではない。「すべての

工程を自動化することもできるのですが、最後の

一手間を自動化するのには、それまでの工程をす

べて自動化したのと同じくらいの開発コストがか

かる。それはむしろ投資のムダになります」（黒

田氏）。駿河生産PFにおいては「ニンベンのつく

自働化」が開発コストと生産コストのバランスに

おけるリーンな生産のカギとなっているのだ。

改善を広げ、 
モチベーションを維持

　間接部門であるグローバル製造サービスセン

ター長の杉山暢一氏は「製造における物の流し方、

考え方は間接部門でも生きる」と言う。「我々の

ものづくりの考え方は事務業務にも応用できると

考え、自分の工程のインからアウトだけではなく、

前工程、後工程のインとアウトも見て改善を考え

る、という意識をまず統一しました。自分の業務

の専門性、特殊性ではなく、リードタイムにこだ

わることで、全体最適が実現されるという意識が

浸透しつつあります」

 　黒田氏は、「製造でも、間接業務でも、現場の

人たちがサボろうとしているわけではない。だか

ら、『今、マズイよね』というのは、幹部がしっ

かり指摘して、『ひと転がり目』を作ることが重要」

と強調する。

　それでも、「いまだ製造の改善は2合目くらい」

（黒田氏）だという。手つかずの領域や「カン・コ

ツ」への依存もまだあるなかで、リードタイムに

こだわる改善をベースに、「習熟レス（習熟不要）」

によるミスの削減、コストの削減というサイクル

を継続させている。

　現場のモチベーション維持も工夫のしどころ

だ。「全員の活動とすること、これが改善を続け

るには必須です。幹部だけで改善を推進しようと

しても、現場の人たちが、その改善によるメリッ

トを理解できなければ改善活動は止まります。全

員が参加して、一人ひとりが少しずつ速く流せれ

ば、皆にとって楽になるよね、という実感が必要

なのです」（堀氏）

　特に技術開発は期間が長い分、マラソン状態

になってモチベーションの維持が難しい。「変化

が見えてこそ、モチベーションが上がります。外

の世界の変化も取り込みながら、変化に向いてい

くための仕掛けとして、業務外ですが、ロボット

OSやAIなどを対象とした部活動も始めました。

個人のWill、『やりたい』を満たせるような仕掛

けも非常に重要です」（黒田氏）

  納期を死守する「気合と根性のWill」はいまだ

に大切だという。ものづくりにおけるダイエット

（無駄取り）は人事の領域にも参考になりそうだ。

黒田 悟氏（写真中央）

生産プラットフォーム・ハブ　執行役員
ME事業グループ

MEバックエンドセンター センター長

駿河生産プラットフォーム
金型ビジネス・ハブ 

金型バックエンドセンター 
センター長

堀 英樹氏（写真右）

グローバル製造サービスセンター 
センター長

杉山暢一氏（写真左）
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Column

ワーク軽く、身軽にどんどん進めて
いくというのが、筋トレでも仕事でも
大切だと思います」
　筋トレでいえば、「忙しくて時間が
作れないから無理」「風呂上がりは
ゆっくりしたいから今日は筋トレはや
めておこう」などと都合のいい言い
訳をして行動に移せないといった話
はよくある。
　人事のダイエットに関してはどう
だろう。「この制度は組織全体で見る
とプラス効果は薄いが、一部恩恵を
受けている社員もいるからすぐには
やめることができない」「社長の肝い
りで始めた制度だから早々に見直す
わけにはいかない」と迅速な改革を
ためらうケースは少なくないはずだ。
そんなときは、“やるか、すぐやる
か！”の言葉を念頭に、フットワーク
軽く動くことを意識すべきなのかも
しれない。
　また、谷本氏がやらない言い訳と
並んで注意すべきだと指摘するのが
既成概念にとらわれることだ。
 「筋トレの世界では、ジムに通って重
いものを上げ下げしないと筋肉はつ
かないという既成概念がありました。
しかし、今、その常識は変わってき
ています。ハイインテンシティ（高強

 「私は人事のことは詳しくありません
が、きっと、組織を動きやすくする
ためにいろいろな制度を取り入れた
結果、かえって足枷になってしまっ
ている、この状態をなんとかしたい
ということなのでしょうか。組織に
蓄積された無駄な脂肪を削ぎ落とし、
強化すべきところは鍛えて、健康な
組織を取り戻すということであれば、
身体づくりと共通するところはあると
思います」
　谷本氏は、本誌の仮説に対して開
口一番このように語る。では、その
ダイエットに取りかかるために大事
なことは何か。谷本氏は、自身の専
門である筋トレに絡めてこう続ける。

“やるか、すぐやるか！”が
谷本氏の筋トレのモットー

「私が筋トレに関していつも皆さんに
言っているのは、“やるか、すぐやる
か！”です。筋トレが必要だ、やろう
と決めたなら、やらない選択肢はあ
りません。すぐに始めたほうがいい。
ところが、するつもりはあるのに、実
践できていない人も少なくない。で
きない理由を見つけて後回しにして
しまう。こういうのは好きじゃないで
すね。余計なものに縛られずフット

度）であれば、ハイローデッド（高重
量）でなくても筋肉はつくという考え
方が一般的になっています。負荷重
量は軽くても、もうできないというと
ころまで続ければ筋肉はつくんです。
私の恩師であり、日本を代表する筋
肉研究者である故・石井直方先生が
その効果を検証した、腕や脚にベル
トを巻き血流を制限して低負荷の運
動をする加圧トレーニングがその先
駆け。その後、私と石井先生で取り
組んだ、動作を3秒ほどかけてゆっく
りと行うスロートレーニングの研究が
続き、世界的に類似の研究が広まり
ました。それでも認めたがらない風
潮は学術界にも多少あったのですが、
多くの研究や追試が重ねられて、今
や既成概念は覆されました」
　このように、それまで常識とされ
ていた概念が科学的研究によって反
証されるケースは筋トレの世界に限
らず起こり得る。人事の世界でも、
時代の変化に伴う動向をしっかりと
キャッチアップしておくことが重要と
なる。

「楽して効果あり」という
喧伝に躍らされるな

　上述のような専門家による重層的・

筋トレの専門家に聞く
肥満気味の組織にも効く

ダイエットの要諦とは
人事のダイエットについてさまざまな角度から考えるならば、

本家本元である身体のダイエットの考え方やコツも参考になるのではないか。
そんな仮説のもと、“筋肉博士”として著名な順天堂大学教授の谷本道哉氏に

ダイエットや筋トレの要諦について話を聞いた。

Text=伊藤敬太郎  Photo=⾕本氏提供
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順天堂大学
スポーツ健康科学部　教授

⾕本道哉氏

専門は運動生理学、トレーニング
科学。NHK総合『みんなで筋
肉体操 』などテレビ出演多数。
著書に『筋トレまるわかり大事典』

（ベースボール・マガジン社）、『み
んなで筋肉体操』（ポプラ社、共
著）、『世界のビジネスエリートの
常識 人生を変える筋トレ』（総
合法令出版）など。

ダイエットは
生活習慣の変革
決して終わりはない
　ここで話の方向性を変えよう。谷
本氏は、NHK総合「おはよう日本」
内で放送されていた「筋肉体操」の
講師としても知られる（2026年4月か
らはNHK総合「午後LI VEニュースー
ン」内、15時台で放送）。視聴者の筋
トレへのモチベーションを高める役
割を担ううえで、どんなことを意識
しているのだろうか。
 「そこにはポリシーがあります。“自
分自身がやること”です。声かけに関
していうと、自身がやっているほうが
やはり生きたワードが出てきます。文
字面だけではなくて言い方も大事で
す。一つひとつの言葉や声の響きも、
やっているからこそ出てくるものがあ
ります。ですから番組ではカンペは
作りますが、アドリブでセリフが変わ
ることもあります。また、動きの邪魔
をしないタイミングや、『このあたり
でフォームが崩れるだろう』『このぐ
らいの回数でこんなごまかし方をす
るだろう』といったことを想定した声
かけというのも大事にしています」
　人事のダイエットを現場も納得で

多角的な研究がなされている一方で、
似非科学や単なる個人の経験、都市
伝説レベルの手法が簡単に流行しが
ちなのも、ダイエット、筋トレの世界
ではよくある話だ。「ハイボールは太
らない」なども、この種の都市伝説
の1つだ。ハイボールにはアルコール
以外のカロリーがないだけで、アル
コール自体にはカロリーがあり、しか
も内臓脂肪に変換されやすい。では、
なぜこのような真偽の怪しい話が広
まるのだろう。
 「人は聞こえのいい話に飛びつきた
がるものだからでしょう。楽して痩
せられると喧伝されると、すがりつき
たくなる。しかし、実際にやってみ
ると、効果が少ないことはよくある。
この手のダイエット法の提唱者には、
エビデンスがあると主張する人も多
いのですが、自分の主張に都合のい
いデータを持ってきて、科学的根拠
があるように見せることはできます。
聞こえのいい話は、眉に唾つけて聞
いたほうがいいかもしれません。内
容をよく見て真偽を判断する必要が
あると思います」
 “やるか、すぐやるか！”は重要だが、
“何をやるか”に関しては慎重に検討
する必要があるようだ。

きる形で進めるためには、間違いな
くマネジャーの役割が大きくなるだ
ろう。そんなマネジャーにとって谷
本氏の指導者としての言葉は大いに
ヒントになりそうだ。
　さて、最後に聞いておかなければ
ならないことがある。「ダイエットが
続かない問題」「痩せたとしてもすぐ
リバウンドする問題」だ。これに対
して谷本氏はどのようなアドバイス
をくれるだろうか。
 「まず、ダイエットを期間限定で考え
ないほうがいいですね。特定の期間
だけ食事量を減らして運動を頑張っ
ても、やめればもとに戻る。ダイエッ
トとは、身体をいい状態にするため
にこういうふうに生活習慣を変えて
いきましょうということなんです。短
期目標はあっていいですが、終わり
はありません。クリアすれば次の短
期目標が出てくるかもしれません。
身体の変化とともに理想の身体も変
化していくとしたら、ずっと変わり続
けていけることになりますね（笑）」
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  昭和電工と日立化成が統合し、2023年に誕生

した機能性化学メーカー、レゾナック。統合の

約1年半前から、今井のり氏は旧日立化成側の統

合リーダーとして、昭和電工側の同じくリーダー

だった現代表取締役CEOの髙橋秀仁氏と、新し

く作る会社像を徹底的に議論した。

　その結果、どちらかに合わせるのではなく、新

しい会社を一から作ること、それも新しい企業文

化の創造から着手することで合意した。今井氏が

話す。「どちらか一方が主役になるわけではなく、

一緒になって新しい会社を作ろうという共通の思

いに達することができました」

　企業文化の変革から始めたのは、企業文化を作

ることが事業戦略そのものだと考えたからだとい

う。「企業文化は対面するマーケットで決まりま

す。機能性化学という事業分野は川下に近く、お

客さまに真摯に向き合い対応できる自律性が高い

人材の存在が肝になります。トップダウン型では

うまくいかず、社員一人ひとりの個の能力とそれ

を解き放つ『共創文化』が不可欠なのです」

　こうした考えに至る背景には、今井氏の幼少期

からの「役割意識の強い日本の文化」に対する違

和感が影響している。「企業社会はまず組織があ

り、ポジションがあり、それに個人が従うという

構造です。役割意識という縛りから解き放たれた

ら、個の能力がもっと生きる。文化を作ることこ

そがCHROが担うべき役割だと考えました」

CEOとともに社員と直接対話
行動様式の変容を目指す

　まず2021年の1年間で、社員の意見も取り入れ

ながら、既に掲げていたパーパスを軸として大切

にする価値観を整理、4つのバリューとして明確

化していった。パーパスは「化学の力で社会を変

える」。バリューは、「プロフェッショナルとして

の成果へのこだわり」「機敏さと柔軟性」「枠を超

えるオープンマインド」「未来への先見性と高い

倫理観」の4つだ。「パーパスは抽象的になりがち

なので、まずはバリューの実践によって、行動様

式を組織の壁を越えて自律的に動くように変える

ことを重視しました。マネジャー層を起点にカス

ケード式に現場に浸透していくよう、人事評価項

目やエンゲージメントサーベイに反映させ、リー

ダーとメンバーがバリューについて議論する研修

を実施したり、バリューにかなった行動を解説す

る事例ハンドブックも作成、配布しました」

企業合併は人事の無駄をなくす好機だといえる。2023年に誕生したレゾナックの例を見てみよう。
CHROの今井のり氏は新しい文化の創造を通して体質改善というダイエットにつなげた。

統合時に文化を一から創造
変革への前向きな姿勢に「体質改善」

レゾナック

どう自社の「無駄」を
適正なものにしたのか

4STEP 実例からの学び

何を削り、何を残すのかを決め、「無駄」の適正化を図るために、
実際にはどんな行動が求められるのか。4社の実例から学びたい。

Text=荻野進介  Photo = 刑部友康



37Works No.196 Jun-Jul 2026

　特筆すべきは、CEOの髙橋氏とCHROの今井

氏がタッグを組み、パーパスとバリューの浸透に

最前線で取り組んできたことだ。「一度に多くを浸

透させようとしても無理。2022年は発信、2023年

は共創、2024年は自律、2025年は現場と、注力す

るテーマを毎年定めて一点突破を目指しました」

　具体的には、2022年はパーパスとバリューの

認知を深め、会社の将来像と背景にある経営陣の

思いを伝えるために、70カ所以上の拠点を2人で

回るなどし、以降も毎年継続している。

　企業文化を変えるには、マネジャーに武器を与

えるトレーニング、社員全員が試せる場、経営陣

のコミットメントという3つが不可欠だという。

　マネジャー向けのトレーニングとしては、2022

年に行った「共創型コラボレーション力強化研修」

がある。「共創力強化のために必要な5要素として、

無意識の思い込みの排除、心理的安全性の確保、

発信力、傾聴力、ファシリテーション力を学んで

もらったうえで、研修前と研修 3カ月後で、自身

の360度評価の値がどう変わるかを見ました」

　社員全員が試せる場は、「グローバルアワード

AHA ！（アハ：Awards of Harmony）」が好例

だ。組織の垣根を越えたチームが、パーパスとバ

リューを踏まえた行動宣言を策定し、その目標と

取り組みをエントリーしてもらい、優秀なチーム

を表彰する。そのほか、パーパスに即した具体的

な行動を実践し、広げていくREBLUC（レブルッ

ク：Resonac Blue Creators）と呼ばれる社内コ

ミュニティもある。

　最後の経営陣のコミットメントには、印象的な

エピソードがある。「CEOの髙橋は当初、シャー

プで歯に衣着せぬ物言いもあり、社員向けのス

ピーチの評判がよくありませんでした。役員合宿

で全員でダメ出ししたのですが、最終的には、無

難な方向に整えるのではなく、髙橋のよさを踏ま

えたうえで、必要な補完はほかの役員が担おうと、

変革に向けたワンチームとしての結束が生まれて

いきました」

　その結果、CEOとCHROが企業文化の変革に

集中し、事業はほかのCXOや各BU長に権限を

委ねることで、変革を支える経営の形が作られて

いった。

会社は人生を豊かにする 
コミュニティの1つだ

　今井氏は、旧日立化成に新卒で入社した後、経

営企画、米シリコンバレーでの海外営業など、幅

広い領域でキャリアを積んできた。今井氏は経営

企画部長時代に、ロバート・キーガンの著書『な

ぜ人と組織は変われないのか』（英治出版）に強く

影響を受け、「戦略は文化に依存するから、そこ

から変えるべきだ」と、役員向けに施策を提案し

たことがあった。「当時は人的資本という言葉も

なく相手にされませんでしたが、今は追い風が吹

いています。未来は過去の延長線上ではなく、そ

の未来を決めるのは、人的資本といった非財務指

標だと役員はもちろん投資家も認識するようにな

りました」

　現在は現行の職階を撤廃し、すべてのポジショ

ンについて必要なスキルを定義したうえで、ふ

さわしい人材をあてるスキルベースの人事改革

を進めている。「事業部長や拠点長向けの説明会

を実施したところ、明らかな反対者はいませんで

した。この会社にいる限りは変わっていくのが必

然、という認識に立ち、『どうしたら運用できる

のか』という視点での建設的な意見や質問ばかり

でした。文化の創造という体質改善を経て、変革

推進のためのコミュニケーションコストが大きく

下がっているのを感じます」

　今後の課題をどう捉えているのだろうか。「今

年の注力テーマが実は『ハピネス』なんです。か

つては違和感を持たれたような言葉ですが、今は

違います。会社はそれぞれの人生を豊かにするコ

ミュニティの1つであり、社員が幸せにわくわく

働ける環境は戦略的に作れるはず。中長期のエン

ゲージメントを高め、仕事の生産性を上げていく

ことにまずは注力していきます」

レゾナック・ホールディングス
取締役　常務執行役員
最高人事責任者（CHRO）

今井のり氏
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　オルビスは2018年、「第二の創業期」としてリ

ブランディングや構造改革に着手した。同年、ポー

ラからオルビスに出向した岡田悠希氏は「新たな

事業戦略を実行するには、社員も前例踏襲型の働

き方から脱し、挑戦するマインドを持つ必要があ

りました」と説明する。

　そこで、コンサルティング会社の力も借りて、

成果を重視した人事評価制度を導入した。11項目

のコンピテンシーを5段階で評価し、インセンティ

ブも細かく設定するなど、有効だと思われる要素

をすべて盛り込み、当時は「理想的な制度ができ

た」と、自信を持ってリリースしたという。

　しかし運用開始から1年、2年と時が過ぎても、

制度はあまり有効に機能しなかった。管理職によ

る業務目標の設定とその評価は「年中行事」化し

て漫然と行われ、社員の行動変容や、挑戦する企

業カルチャーの醸成にはなかなかつながらなかっ

たのだ。

 「評価の仕組みが難しすぎて、社員は『何をすれ

ばどれだけ報酬が上がるのか』を理解できず、管

理職の評価も形骸化してしまっていました。制度

がトゥーマッチで、運用しきれなかったのです」

　このため岡田氏らは制度を再度見直し、「ムリ・

ムダ・ムラ」をなくすことに取り組んだ。11項目

のコンピテンシー評価をやめ、行動評価について

はオルビス行動指針の「お客様目線」などの項目

を実践できているかについて、◎、〇、△をつけ

る形へと大幅に簡素化した。これによって、評価

にかかる手間や時間といったコストを削減すると

同時に、報酬と紐付けることで社員が行動指針を

意識して動くようになり、企業カルチャーの醸成

にもつながった。

　岡田氏は制度の見直しを行うにあたり、マネジ

メントや採用の知見を持つ社外の専門家にメン

ター役を依頼し、指摘を受けながら進めていった。

 「社外の専門家から施策の目的や成果を問われ、

うまく答えられないこともありました。こうした

『壁打ち』が、施策の必要性を改めて考えるきっ

かけとなり、無駄をなくすことにつながったと思

います」

業務目標の設定に力点 
業績へのインパクト重視へ

　シンプルな行動評価を導入する一方で、「業務

目標の設定とその評価は緻密に行い、報酬との連

動性も強めて、成果を出した人が報われる仕組み

にした」という。

　従来は、個人ごとにすべての業務に対して目標

を設定していたが、見直し後は事業戦略に合致

し、業績に与えるインパクトが大きい３つの業務

に絞って目標を設定するようにした。

 「この結果、ルーティンワークなどは評価の対象

外となりました。さらに企画などの定性的な仕事

も、プロセスではなく内容が実現した時点で、業

績に及ぼした成果を評価する、と定義を明確化し

ました」

　岡田氏と担当役員は、全社員の業務目標が的

確かどうかをチェックし、評価者である管理職に

フィードバックした。

 「はじめはこんなにシンプルな仕組みでいいのか

と思いましたが、成果重視の評価は結果的にうま

く回っていくようになりました」

　それまでは経営陣が新たな事業戦略を示して

も、評価制度が複雑なために管理職がそれを業務

ポーラ・オルビスホールディングス傘下のオルビスは、作り込まれた人事評価制度を見直して
シンプルにした結果、成果を出した社員が評価される仕組みが機能し始めた。
当時、HR統括部長として人事制度改革を牽引した
ポーラHR本部本部長の岡田悠希氏に、改革の経緯などを聞いた。

トゥーマッチな人事評価制度をシンプルに
「ムリ・ムダ・ムラ」をなくす

ポーラ／オルビス



39Works No.196 Jun-Jul 2026

目標に落とし込めず、戦略と現場の業務に食い違

いが生じていた。しかし制度をわかりやすくした

ことと岡田氏らのサポートの結果、管理職が適切

な業務目標を設定できるようになり、現場でも戦

略に沿った施策が進むようになった。

 「付加価値を生み出す人材を評価するようになっ

たことで、社員も自分は何をすべきかが明確にな

り、『挑戦が評価につながる』という認識が浸透

し始めました。評価されないルーティンワークを

見直し、業務のムダをなくすことにもつながって

います」

　ただ管理職のなかには、マネジメントのやり方

を変えられない人も一定数存在した。このため部

長クラスは、ポストオフや配置転換などによって、

3～4年間で9割が入れ替わったという。若手社

員にも、成果重視の戦略をチャンスと捉える人が

いる一方、「従来のオルビス」への愛着から変革

に不安を抱き、離職する人もいた。また岡田氏自

身も当時を振り返ると、社員の気持ちに配慮した

メッセージが不十分だった、という思いがある。

 「新卒採用の基準を抜本的に変えるという施策

を、既存の採用基準で入った自分たちへの否定と

捉えた社員もいました。過去を打ち消してでも、

改革を断行するといったイメージを与え、不要な

不安を抱かせてしまったと反省しています」

ポーラでも人事改革 
評価スキル向上が課題

　オルビスに続いてポーラも2025年、人事制度

改革をスタートさせた。岡田氏は同年7月、ポー

ラに戻り、まずは新たな人事評価制度の「スリム

アップ」に取り組んでいる。運用面でも、業務目

標が事業戦略と合致していなかったり、権限や裁

量を超えた目標が設定されていたりするケースが

見られ、取り組むべき課題は多いという。

 「たとえば新商品のローンチには、広告や営業な

ど多くの人間が関わっており、商品企画の担当者

に販売関連の目標を課しても、本人の努力だけで

はどうにもならない。その人の裁量に合わせた目

標を設定する必要があります」

　このためオルビスと同じように、管理職に対す

る業務目標のフィードバックや管理職の手前の人

材に対する研修などを通じて、評価スキルの向上

に取り組んでいる。ただし、ポーラはオルビスに

比べて組織の規模が大きいだけに、制度の見直し

などに関する合意形成も、より丁寧に進める必要

があるという。

 「オルビスは役員が少なく、比較的カジュアルに

物事を決められましたが、ポーラでは多くの経営

陣からさまざまな意見が出されます。経営層との

コミュニケーションでは、改革の目的とゴールを

提示したうえで、今議論すべき点を明確化するよ

うにしています」

　オルビス時代の反省から、社員との対話も重視

している。2025年12月、全社員に人事戦略を説

明したときも組織の歴史に対するリスペクトを伝

え、制度改革は過去を否定するものではないと強

く訴えた。

 「社員の感情を無視して施策を実行しても、結局

はハレーションを招き、改革が円滑に進まなく

なってしまいます。急がば回れで、多くのメッセー

ジを発信し表現にも気を使うことが大事だと学び

ました」

　オルビスとポーラの改革には、一度作った制

度に固執せず、うまくいかなければ見直すフット

ワークの軽さがうかがえる。たとえばオルビスで

は人材育成に関しても、2018年に等級別の研修

を廃止した後、コンテンツを社員が任意で学ぶ方

式や、全社員に研修を義務付ける方式などを導入

して試行錯誤を重ね、現在は管理職手前の社員な

ど、対象を絞り込んだ育成に軸足を置いている。

　過去の失敗から学び、制度をアップデートし続

ける柔軟さも、組織の強みといえそうだ。

ポーラ
HR本部 本部長

岡田悠希氏
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　同社は経営管理や営業、人事など13のテーマを

設定し、重点的にDXを通じた課題解決に取り組

んでいる。具体的な施策の企画立案とその実践、

さらに「実行部隊」となる人材の育成を担うのが、

2023年に発足したデジタル戦略部だ。

　DXの実施にあたっては「デジタル技術ありき」

で効率化する業務を選定する、というアプローチ

を取る企業も多いが、同部戦略企画室長兼経営企

画部の菊池智裕氏は「我々はX（トランスフォー

メーション）の後にD（デジタル）、という順番で

進めています」と話す。

 「最初に『どう変わりたいのか』というXの姿を描

き、経営トップが意思決定したうえで、それを実

現する手段としてデジタル技術を活用できるか考

えるのです」

　人事の領域に関しては、「多様な価値観を生かせ

る環境整備」「最適配置とリーダー育成を通じた組

織力強化」「専門性開発による人的価値の向上」と

いう人事戦略の３つの柱を実現するために、必要

なデジタル施策を講じている。

課題の根本原因を解消 
規定や経営姿勢の見直しも

　課題解決に取り組む際は、安易にツールを導入

するのではなく、根本的な要因を取り除くことも

重視している。たとえば人事部門の給与関連のシ

ステムには、手作業が多いためにミスが生じやす

いという課題があった。解決にあたって菊池氏ら

が注目したのは、「いかに入力作業を自動化するか」

ではなく「なぜ手作業が多いのか」だ。その結果、

原因は給与支払いの規定にあることがわかった。

 「多くの企業の給与制度は月末締めですが、当社

は15日締め25日払いでした。このため、一般的な

給与システムの標準機能では対応できず、締め日

をまたいだ勤務実績の修正や配転に伴う変更など、

多くの作業を手作業で行わざるを得ない状況にあ

りました。こうした課題を解決するため、現在は

給与規定を月末締めに改定する準備を進めていま

す。これにより標準機能を最大限に活用できる環

境を整え、将来的な手作業の大幅な削減を見込ん

でいます」（菊池氏）

　根本原因を追究した結果、規定のさらに上流の

「経営スタンス」に行きつくこともある。同社は

ジョブ型的な働き方を採用しているが、福利厚生

システムの課題を深掘りしたところ、制度にメン

バーシップ型の要素が残っていることが浮き彫り

になった、といったケースだ。こうした場合、働

き方に関する経営のスタンスを明確にしたうえで、

業務プロセスとシステムを変える必要がある。

　根本原因の解消には、経営陣の意思決定なども

求められ、小手先でツールを導入するより大仕事

ではある。「しかし、自動化などによって表面的な

課題を解決しても、傷に絆創膏を貼るのと同じで

出血自体は止まらない。大もとのけが、つまり本

質的な問題をなくすほうが、その後の手当てが不

要になりはるかに効率がいいのです」（菊池氏）

　同時にデジタル戦略部は人事部と連携し、これ

までバラバラだった採用や勤怠、タレントマネジ

メントなどのシステムを集約しようとしている。こ

れも前述した3つの人事戦略の実現には、データ

プールの一元化が不可欠だ、との考えからだ。こ

れまでは採用充足率の向上や離職防止といった策

Text=有馬知子　Photo=今村拓馬

ライオンは人事や経営管理など多くの領域で、DXを通じた事業改革を進めている。
取り組みで特徴的なのは、トランスフォーメーション後の「X」の姿をまず描き、
その達成に必要なデジタル技術を考えるというアプローチを徹底していることだ。

DXではなく「XD」
「どう変わりたいか」から
本質的な無駄を削減する

ライオン
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を講じようとすると、それぞれのシステムから必要

なデータを収集しなければならなかった。前提条

件の異なるデータ同士の整合性を取る、といった

追加作業も発生した。「データを一元化することで

情報の収集・分析が効率化されるほか投資効果も

可視化できるようになり、施策を打ちやすくなると

考えています」（菊池氏）

人材を選抜し集中的に育成 
「X」起点の思考を育てる

　人事にとどまらず別の部署でも、対症療法的に

デジタルツールの導入を進めた結果、複数のシス

テムが乱立するケースはしばしば見られるという。

こうした事態を今後、引き起こさないためにも、部

署全体を俯瞰してデジタル戦略を考えられる「DX

人材」の育成・確保が大きな課題となっている。

　人材育成については、2022年ごろまでは全社員

にeラーニングで基礎知識を提供するなど、「ボト

ムアップ」の取り組みに集中していた。組織全体

のデジタル戦略が策定され同部が発足したことで、

より専門的なスキル習得にリソースを集中投下で

きるようになった。育成を担当する吉村美希氏は、

「まず求められる人材要件を整理し、組織に不足し

ているスキルを明確化しました。そのうえで、主

に30代～40代前半の中堅層から候補者を選抜し、

育成に着手したところです」と話す。

　過渡期である現在は、DXの「プロジェクトマネ

ジャー」を務められる人材を同部内に集中的に配

置し、各部門と連携しながら改革を実行している。

「将来的にDX人材が増えてきたら、各事業部門に

中長期的なデジタル戦略を描ける人を配置し、自

律的にDXを進めてもらう体制を整えていきたい

です」（吉村氏）

　また育成にあたって、デジタルそのものの知見

に加えて、「X」起点の考え方を身につけてもらう

ことも課題となっている。「メーカーである当社に

は、オペレーション領域のスキルを培いやすい土

壌がある一方で、課題の本質を捉えながら変革を

推進していくようなスキルや経験については、強

化していく余地があると感じています。こうした力

は、実践を通じて段階的に身についていくもので

あり、一定の時間がかかります」（吉村氏）

　このため現在のDXの牽引役には、他社で一定

の経験を積んだ人が相当数含まれている。全社デ

ジタル戦略担当執行役員の中林紀彦氏は大手IT企

業でデータサイエンティストを務めた経歴があり、

菊池氏はライオンからコンサルティング会社に転

じた後、2024年にジョブリターンした。吉村氏も

人材関連会社からの転職組だ。今後3～5年ほどか

けて、育成中の人材にプロジェクトを主導する経

験などを積んでもらい、「Xを描いてそれを実現で

きる」リーダーを社内から輩出したいという。

　さらに吉村氏は、「組織に1人の変革者を作るの

ではなく、全体への風土醸成などを通じて、変革

者に共感するフォロワーや支援的な上司といった

『集団』を作ることも大事です」と強調した。

 「変革的な考えと高い視座を持つ人材が『束』と

なって、戦略を議論することが重要。変化への対

応が遅い『ラガード層』も一定数は残ると思いま

すが、情報発信などを通じてなるべく多くの社員

の意識変革を促したいと考えています」（吉村氏）

デジタル戦略部
戦略企画室長 兼 経営企画部

菊池 智裕氏（写真左）

デジタル戦略部　戦略企画室

吉村美希氏（写真右）
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　同社が運動会を復活させたのは2022年。コ

ロナ禍で希薄化した社員同士のつながりを取り

戻すことが目的だった。加えて2021年、再生可

能エネルギーに本格参入するなど事業が多角化

し、若手・中堅に占めるキャリア採用者の割合も

増えて、業務の性質もキャリアも異なる社員が混

在するようになっていた。このため2023年に当

時の星野浩明社長（現会長）は「UNITE（団結）」

という行動指針を打ち出し、各事業や全社員が

一体となって顧客への提供価値を生み出すことで、

選ばれ続ける企業を目指そうとした。

　人事部統括部長の奥村佳明氏は「運動会をはじ

めとするイベントも、『UNITE』を具現化するた

めの取り組みの1つ」だと説明する。2022年の競

技はオンラインで行われたが、閉会式では全参加

者約200人が大会議室に集まった。社内のコミュ

ニケーション促進を担当する森玲美氏は「社員が

一堂に会したときの熱量は想像以上に大きく、そ

れを目の当たりにして経営陣も、『集まる』ことで

生まれるエネルギーの大切さを強く認識するよう

になりました」と振り返る。

　そこで創立70周年に当たる翌2023年には、リ

アルの運動会が開かれた。トップが経営戦略上、

必要なイベントだと位置付けたことで「今さら運

動会なんて」という社員の抵抗感もほとんどなかっ

たという。当日は、社長や役員、正社員に加え、

契約社員なども含めて約240人が参加した。奥村

氏は「みんな競技前はクールに構えていたのに、

開始の笛が鳴ると本気で勝ちに行く。社員があそ

こまで熱くなるとは、思いもしませんでした」と

回想する。

 「年次や職位に関係なく、競技に熱中する役員の

姿に社員が親近感を抱き、心理的安全性が格段に

高まりました。また社員同士も、仕事中は見られ

ない同僚の新たな表情を知る、いい機会になりま

した」（森氏）

年齢や部署を越えて交流 
多様な事業をまとめる力に

　2025年には3～5人の社員がチームを組み、同

社が広域渋谷圏内に所有する物件を回って獲得ポ

イントを競う「タウントレック」や、物件巡りと

クイズを組み合わせて地域を深掘りする「謎解き

イベント」も行われた。

 「『広域渋谷圏*』は、東急グループが重点開発を

している地域です。経営戦略上重要なエリアを楽

しみながら知り『自分ごと化』することが、狙い

の1つでした」（奥村氏）

Text=有馬知子　Photo=今村拓馬（43P）、東急不動産提供（42P）

多くの日本企業が行っていた運動会などの活動は、日本的な働き方が変容するのに伴い廃れていった。
一方、東急不動産はイベントを通じて組織の一体感の醸成に取り組む。その経緯や効果を聞いた。

運動会やイベントに積極“投資”
人とのつながりが強靭な組織を生む

東急不動産

運動会には社長や役員もプレーヤーとして参加し、社員と
力を合わせて勝利にこだわりプレーする場面もあったという。

タウントレックは今年度
以降、東急不動産ホー
ルディングスグループの
新入社員合同研修に
導入し、チームビルディ
ングやグループとしての
一体感を高めることに役
立てたいという。

＊東急グループが渋⾕まちづくり戦略において定める、渋⾕駅から半径約 2.5kmのエリア。
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　一連の取り組みの最大の眼目は、日ごろ接触の

少ない社員同士が、部署や年齢の垣根を越えて交

流することだ。運動会では社員が部署横断でチー

ムを作り、役員がキャプテンを務めた。タウント

レックも、年齢や部署が異なる人同士とチームを

組むと、高いポイントを得られるルールにしたた

め「若手社員が先頭を切って街を歩き、役員がつ

いていく場面も見られました」（森氏）。

　奥村氏は「事業プロデューサーを目指すという

社員のありたい姿に加えて、事業の多角化に伴い、

異なる部署への異動もかつてより多くなっていま

す。社員がほかの部署のメンバーと交流し、お互

いの業務を知ることが、組織としてのまとまりを

生み新たな価値提供にも寄与する、と考えていま

す」と述べた。

　組織風土づくりの取り組みは、大規模イベント

の開催にとどまらない。2025年には人事部内に、

企業カルチャーの醸成など組織開発に取り組む部

署として、人材戦略グループが新設された。奥村

氏は「非財務的な価値や強みを持つことが、環境

の変化に負けない強靭性、持続性につながるので

はないか」と語った。

平等に対話の場を提供 
人事を筋肉質に

　日本企業には、人事部の裁量を事業部門に移譲

する動きもあるが、同社は逆に、配属に対する人

事の関与を強めようとしている。人事部人材戦略

グループリーダーの中村友昭氏は、理由について

「当社は従来、各部署の意向が配属に強く反映さ

れ、人事が十分に役割を果たせていない面があり

ました。こうした背景に加え、社員の中長期のキャ

リア形成や、事業の枠を超えた人材の最適配置を

考える必要性が強まったためです」と説明する。

　人事が組織を俯瞰して人を配置するようになっ

たことで、全社最適で優秀な人材を配置できるよ

うになった。一方で配属を主導する以上、人事が

社員一人ひとりについてよりよく知る必要がある

として、約1200人の社員全員と面談するようにな

るなど人事側の負担は大きくなった。

 「ただ、なすべき仕事は引き受けると同時に、会

社と社員のメリットにならない業務はスリム化し

『筋肉質な人事』も目指しています」（奥村氏）。サー

ベイやアンケートの一部を廃止したり、回数を減

らしたりしたほか、3年ほど前からは、新入社員の

配属にAIマッチングも導入した。

　新入社員には希望する配属先を、部署側には新

人に求める能力や特性などの要素をそれぞれ提示

してもらい、AIでマッチングを行う。これによっ

て人事スタッフに関しては、配属そのものにかか

る手間や、ミスマッチが生じたときのアフターフォ

ローなどの負担が軽減された。新入社員と部署、

双方の配属への満足度も高まったという。

　一方で既存の社員の異動については、AI導入を

見送っている。「既存の社員は、過去のキャリアや

家庭の事情、部署との関係性などAIでは消化しき

れない要素が多く、面談を通じて丁寧に配置を行

う必要があるためです」（中村氏）

　同社人事部の取り組みからは、社員同士、社

員と人事など、組織内のコミュニケーションには

時間と労力を惜しまない、という姿勢がうかがえ

る。働き方改革やDXによって多様な社員が活躍

できる環境が整いつつある半面、組織全体の「対

話」の総量は減ってしまったのではないか、とい

う課題意識がその根底にある。「飲み会などのイン

フォーマルな交流も減り、あったとしても育児や

介護などで参加の難しい社員もいます。これから

の時代、企業はすべての社員へ平等に、人間的に

つながれる機会を提供することも求められている

のではないでしょうか」（奥村氏）

人事部　統括部長

奥村佳明氏（写真中央）

人事部
人材戦略グループ 兼 経営企画部
グループリーダー

中村友昭氏（写真右）

コーポレートコミュニケーション部
ブランド推進室　議長

森 玲美氏（写真左）

4
STEP

実
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う
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Column

くの人が次のような段階にとどまっ
ていることを指摘する。
 「1つは、ケースのなかのスキルを真
似ることです。マーケティングでい
えば、そこで紹介されている市場調
査やマッピングのスキルを取り入れ
るということ。これ自体は問題では
ありませんが、あくまでケースの部
分的な活用にとどまっています。次
に、ケースを読んで、自分の知識を
確認するというパターンも多いので
す。悪いことではないのですが、新
たな知見は得られません。最後が、
ケースを偶然性に帰属させてしまう
ことです。『業界の流れ的にタイミン
グがよかった』『素晴らしいリーダー
がいた』などと解釈して、今の自社
には使えないと判断してしまう。こ
れは非常にもったいないことです」
　優れたケースからはもっと深い学
びを得ることができると田中氏。前
述のような、即時応用可能な知識や

　人事制度やそれに伴って生じる業
務が肥大化して組織の足枷となって
しまう要因の1つとして考えられる
のが、「ムーブメントになっているか
ら」という理由で他社の成功事例を
そのまま導入してしまうことだ。これ
が繰り返されることによって、自社
にフィットしない諸制度が蓄積され、
人事・組織の機能不全を招いている。
　成功事例から学ぶことは大切だが、
そこに必要なのは優れた事例から自
社にとって本質的に有効な学びを得
ることだろう。そのために求められる
ものは何だろうか。事例（ケース）か
ら学ぶことの難しさと適切な視点や
方法を研究・発信する田中洋氏がそ
のポイントを解説する。

事例研究が既知の知識の
確認で終わってしまう
ケースが多い
　田中氏は、ケースに接した際、多

技術の活用をレベル1、既知の理論の
裏付けをレベル2とするなら、その上
位のレベル3に相当する「未知の理
論の学び」があるという。
 「ケースを掘り下げて研究すること
で、新たな発見をして、それを自社
に取り込んでいくということが、本当
の意味で事例研究を成果につなげて
いくためには重要となります」
　なお、レベル2の学びに関して、
田中氏はぜひ指摘しておきたいこと
があるという。それは、既知の理論
がそもそも誤って理解されているパ
ターンだ。「破壊的イノベーション」
や「AIDMA（アイドマ）」などがその
典型例。世の中に認知が広がってい
く過程で、これらの用語・理論が本来
の定義とは違った内容で浸透してし
まうことは実に多く、そうなると、レ
ベル2の学びの有効性も怪しくなって
しまう。
 「たとえば、『破壊的イノベーション』
というと、今まで世の中になかった、
ものすごいイノベーションを生み出
すことといったイメージを持つ人が
多い。しかし、提唱者の経営学者ク
レイトン・クリステンセンは低価格・
低性能の製品が、既存の高価格・高
品質の製品の市場を破壊することを
指して言っているのです」
　つまり、レベル2の学びの精度を

 マーケティングの専門家に学ぶ
他社の成功事例を

自社の課題解決にいかにつなげるか
他社の成功事例を参考にすること自体は誤りではないが、

無批判に取り入れることを重ねていると、結果として人事制度の肥大化につながってしまう。
人事は事例にどう向き合うべきなのか。

マーケティングの専門家・田中洋氏にその視点と方法を学ぼう。

Text=伊藤敬太郎  Photo=田中氏提供

出所：田中氏作成

事例から得られる３つの学び

レベル1 即時応用可能な知識や技術の活用
今まで知らなかった技術やアクションの仕方など、
すぐに真似や応用ができる要素

レベル2 既知の理論の裏付け
既に自分が知っていた理論や知識を裏付ける事例のなかの要素

レベル3 未知の理論の学び
事例のなかに埋め込まれた自分が知らなかった理論や考え方
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中央大学ビジネススクール　名誉教授
東京大学　経済学部　講師

田中 洋氏

電通のマーケティングディレクターとして
21年勤務した後、法政大学教授、コロ
ンビア大学客員研究員、中央大学教授
などを経て現職。日本マーケティング学
会会長、日本消費者行動研究学会会
長を歴任。著書に『ザ・マーケティング・
イシュー』（編著、日経BP）、『ブランド
戦略論』（有斐閣）、『ブランド戦略ケー
スブック2.0 ―13の成功ストーリー』（同
文舘出版）など多数。

ンド、流通の状態、行政や社会の変
化などを分析する必要がある。これ
らのコンテキストが再現性のあるポ
イントとどう関係し合って成功が導
かれたのかを考察する。
⑤再現性ポイントとコンテキストを

合わせて教訓を得る：④までの考察
で再現性ポイントとコンテキストの
関係は整理できた。これによってケー
スから教訓が得られ、自社や周辺の
現在の状況において、再現性ポイン
トが有効かどうかの検討に進むこと
ができる。
　ここで、田中氏は1つの事例を紹介
する。
 「大阪に『ミルボン』という美容院専
用のヘアケア製品でシェア1位の優
れた業績を誇るメーカーがあります。
同社の鴻池一郎社長（当時）は、今日
オニツカタイガーで知られる鬼塚喜
八郎氏が講演会で語った、トップア
スリートのニーズに対応したシュー
ズ開発の方法に感銘を受け、まった
くの異業種である自社にも取り入れ
られないかと考えました。鴻池氏が
オニツカの事例から得た教訓は、『エ
ンドユーザーの顕在的・潜在的ニー
ズをくみ取れる人物を選び、顧客の
代表として耳を傾けることが重要だ』

上げるうえでは、まず基本的な用語、
最新の理論に関して正しく理解して
おくことが大切なポイントになるとい
うのだ。

ケースから再現性のある
ポイントを
ピックアップする
　では、レベル3の新しい知見を得
るにはどのように事例に向き合えば
いいのだろう。田中氏は次のような
ステップで考察を深めることを推奨
している。
①ケースのポイントを抽出する：ケー
スを読み込んだうえでポイントだと
思える要素を抽出していく。この段
階では思いつくものはすべてリスト
アップする。
②ケースのポイントを絞り込む：い
くつも挙がったポイントを整理し、同
じようなものは1つのグループにまと
めていく。3～5つ程度にまとめると、
その後の検討が進めやすい。
③再現性チェック：②で絞り込んだ
ポイントについて、学びが多いと考
えられるか、あとの人が模倣し、実
行できるかどうかを検討する。たと
えば、「世の中のタイミングがよかっ
たから」といった要素は真似しよう
がないので排除される。一方、「広告
表現でブランドのベネフィットを的
確に訴求できたから」といったポイ
ントは模倣が可能なので再現性あり
と判断できる。
④コンテキストチェック：再現性が
あるポイントだからといって、誰が
やっても常に同じ結果が得られるわ
けではない。その事例の当時のコン
テキスト、ブランドマーケティングの
場合は市場規模の成長度、競合ブラ

というもの。ミルボンはこの考え方に
基づき、エンドユーザーのニーズを
熟知する優秀な美容師から情報を吸
い上げ商品開発に生かすTAC（顧客
代表制）というシステムを開発し、好
業績へと結びつけました。まさに優
れたレベル3の学びの事例です」
　加えて、田中氏はケースから学ぶ
ためには問題意識が重要であると指
摘する。人事が成功事例から学ぶと
しても、すべての企業に同じように
有効なケース、再現性ポイントなど
は存在しない。自社の現状や課題を
掘り下げるというプロセスが前提と
して必要となるのだ。
 「漫然とケースを読んでいても自分
たちに必要なポイントに気づくこと
は難しい。内省するプロセスは不可
欠です。科学の世界での大発見が実
験中の偶然やミスから生まれること
がありますが、それですら前提とし
て強い問題意識があったからこそ、
偶然の事象を世紀の発見に結びつけ
ることができたのです」
　人事の世界でも、組織改革や新制
度導入の事例は数多く紹介されるよ
うになってきている。そこから何を学
べるかは、学ぶ側のスタンスにかかっ
ている。
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佐々木貴子
（本誌編集長）

短期集中ダイエットは
日本企業には向かない
地道に努力を重ねて
理想の体型を

まとめ

担当者も多くなく、スリムだなあと思うこと

がよくあります。人事制度自体がシンプルで、

社員と会社が対等な契約関係にあること、現

場が人事権を有していることなどがその理由

として挙げられるでしょう。一方で、日本は、

人事制度自体が複雑で、人事部門が人事権を

有し現場の人事リテラシーが弱く、そのため

に人事に相談ごとや調整ごとが持ち込まれる

ことが多く時間を取られています。加えて、

源泉徴収や社会保険の手続きを人事が肩代わ

りしており、そもそものオペレーション負荷

が高いなど、特有の事情が重さを招いている

ようにも思います。単に人事部門の人数を減

らしたり、業務の効率化を多少図ったくらい

では、その重さは減りそうにありません。そ

こで、今回の「人事のダイエット」では、人

事におけるあるべき体型を考え、そのために、

まずは人事に関する無駄がどこにあるのかを

広く浮き彫りにすることから始めました。

「ぽっちゃり」な日本型人事
　STEP1 の調査で見えてきたのは、人事部

門と現場で、感じている無駄に大きな乖離が

 「君は自分がすべてをやればよいと思い、組織

を育ててこなかった。君は人事部長として完

全に失敗だったよ」。前職で人事責任者を 5 年

務め、事業に異動する際に当時の上司であっ

た社長から言われた言葉です。国内約 1500 人

の社員に対し人事は8人ほど。コストセンター

である人事部はミニマム体制を維持すべき、と

奮闘してきたことを真っ向から否定され、非常

に腹が立ちました。しかし、事業に移った後に

改めて見れば、人事部門の機能は脆弱で、体重

を減らすことばかり考えて骨太の組織を作っ

てこなかった自分のやり方を猛省しました。

  ところが、10 年後に人事に戻ってきた際、そ

のときのトップから言われたのは「人事を半

減せよ」。10年の間に国内社員数は2倍に増え、

連結の社員数も 1 万人の組織に成長しました

が、人事部の強化はそのペースを大きく上回っ

てしまい、100 人に迫る規模に膨れていたの

です。業務は細分化され、一人ひとりの仕事

範囲は狭く、滞留が起きている。いわば脂肪

があちこちで蓄積されるようなメタボリック

組織になっていました。業務の見直しや体制

の変更、人事のメンバーの「多能工化」や退

職補充をしない、などで数年をかけて半数近

くまでは絞り込んだものの、果たして筋肉質

で適正な体重・体格の人事部門になったかと

いうと、そうは言い切れませんでした。

　海外の人事機能を見ていると、シンプルで

初校
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あることです。人事部門は採用や異動に無駄

があると考え、現場は評価制度や 1on1、大

規模なイベントに無駄があると考えています。

続く STEP2 では、人事部門と現場の乖離が

生じる理由を、現役・元人事責任者の目線か

ら深掘りしています。人事と現場との相互理

解不足から生じる無駄、目的が不明なまま行

われるイベントなどに投じる時間の無駄、不

公平感、不満に起因する調整の無駄、旧来の

制度を捨てることができず、そこに新しい制

度を追加する無駄。特に、人事と現場とのす

れ違いが、多くの無駄の温床になっていると

の指摘がありました。現場が人事の思った通

りに動かなければ、人事戦略の実効性は高ま

らず、人事に持ち込まれる相談ごとや調整ご

とが多くなる。体脂肪があちこちに溜まった

緩慢な体型の実像が見えてきました。

  このままではいけないと、STEP3 では、さ

まざまな視点から、どのようなダイエットを

するべきかを検証しています。共通していた

のは、「最初にグランドデザインを描く」こと

でした。どのような体型を目指すべきか、そ

れはなぜかを明確にしたうえで、鍛えるべき

筋肉、絞るべき箇所はどこかを特定する。逆に、

落とすべきでないところは体脂肪も残してお

く。漫然と痩せることを目指すのではなく、「マ

ラソンを完走するために長く安定して走れる

筋肉と心臓に鍛える」「レスリングで勝つため

に 6 分間で全力を出し切る瞬発力と筋力を身

につける」など、戦うゲームによって、目指

すべき体型を明確にするのです。CHRO はそ

のデザインを描く機能に徹し、人事部門はそ

の意図を現場に伝え、現場の全員を巻き込ん

でいく。それがダイエットにつながる、と異

口同音に説かれています。

ダイエットは一日にしてならず
　STEP4 では、目指す体型へのダイエット

に成功しつつある企業事例を 4 社紹介してい

ます。各社ともに、目指す体型やダイエット

の目的は異なりますが、「あるべき姿」を描

いて、そのためにやるべきこと、捨てるべき

ことを明確にしていたのは共通していました。

加えて、あるべき姿の実現に向けた中長期の

時間軸を策定すると同時に、小さくても早期

に進捗が実感できる「アーリー・ウィン」の

仕掛けを設けること、現場に対して丁寧に対

話を重ね、目指す姿やその実現に向かう道筋

の共有を重視すること、こういったことの積

み重ねがダイエット成功の秘訣であるとも感

じました。

　日本においては「不利益変更」の壁が厚く、

目指す体型を明確にし、それに沿った新しい

人事制度を導入しても、旧制度からの移行措

置が数年間にわたり必要であったり、ドラス

ティックな変革がしづらかったりします。つ

まり、短期集中ダイエットや断捨離は苦手で

す。だからといって何もしなければ、外部市

場の激しい変化と事業戦略の変更に組織能力

が追いつかず、負け続けることになりかねま

せん。ダイエットに成功した 4 社に倣い、ま

ずは、自分たちが戦う事業領域で必要とされ

る理想の体型を見極め、そこに向かって少し

ずつでもトレーニングを始めていくのはいか

がでしょうか。「やるか、すぐやるか！」 。谷

本先生の教えは、経営においても貴重なアド

バイスとなっています。

初校
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ローカル
から
始まる。

Photo=伊藤 圭（48P、50P）、アカデミック・リソース・ガイド提供（51P、富谷市写真）
恩納村文化情報センター提供（51P、恩納村写真）

岡本 真
アカデミック・リソース・ガイド（arg） 

代表取締役
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もたないのでは、という恐怖も感じま

す。職員にも我慢を強いてはいけない

と思います。

浜田：これまでのプロジェクトでも、
ハードより人を中心に考えていたんで

すか。

岡本：私がソフトウェア中心のインター
ネット業界出身なので、基本的にはソ

フト寄りに考えます。ただ一定のハー

ドへの投資の必要性は東日本大震災で

切実に感じました。図書館を中心に支

援活動をしたのですが、屋根があり、

風が吹き込まない場所は必要でした。

ソフトがよければ、と言うのは安全圏

にいる人の「寝言」だと痛感しました。

浜田：図書館も避難場所や支援物資の
配布場所に使われていたんですか。

岡本：一時的に避難所になった施設も
ありましたが、その後は図書館らしい

使われ方をしていました。私が深く関

わった宮城県名取市の図書館は、5月

の連休には復旧しました。建物は危険

判定されて使えないので屋外図書館の

ような形で。親たちがさまざまな手続

きで駆けずり回る間、子どもたちの拠

りどころとなる場所が学校以外にある

ことは生活再建の点でも大きな意味が

あり、図書館を早く復旧させようとす

る自治体は多かったです。

地域ならではの課題意識を 
認識し図書館として 
何ができるか考える
浜田：改めて図書館の役割をどう感じ

られましたか。

岡本：人は一時的なショック状態を抜
け出したときに、知的な活動を求める

んだと感じました。図書館は「知りたい」

「わかりたい」という根本的欲求を支

えるものとして役に立つ。さらに友人

がやっていた移動図書館を見て感じた

のは、本を借りるかどうかより人が集

まってくることが大事だということ。

人と人とが顔を合わせて声を掛け合

う。それが本質的な役割で、今図書館

が注目されるのもこれがいちばん合理

的な説明だと感じます。

　図書館と公園は誰もが理由もなく来

ていい場所なんです。図書館的には「利

用目的を誰
すい

何
か

しない」と言うんですが、

「あなたは今日なぜここに来たんです

か」とは聞いてはいけないんです。思想

調査にもなりかねないので。10年ほど

浜田：岡本さんは図書館を中心に公共
施設のプロデュースを手掛けていらっ

しゃいます。なぜ今、図書館なのでしょ

う。今日お邪魔したここ足立区でもプ

ロジェクトが始まっているんですよね。

岡本：足立区の中央図書館のリニュー
アルは2025年12月に始まったばかり

ですが、この区の面白さは図書館に

「サービスデザイン課」という部署があ

ること。数年前に弊社で、デザイン思

考に基づいた図書館のサービス設計に

関する研修をさせていただいたところ、

専任職員を招聘して取り組まれていま

す。老朽化した施設に手を入れてお

しゃれにするという話はよくあるんで

すが、ハードだけ変えてもその持続性

はせいぜい2、3年。足立区はハードの

前にソフトに手をつけたんですね。

　さらに図書館職員に必ずしも司書の

資格を求めないとも決め、なんらかの

専門的知識がある人を、図書館ナビ

ゲーターとして募集しました。最初に

ソフトに手をつけ、ソフトのなかでも

サービスを作る人に注目したところに

センスのよさを感じました。

浜田：デザイン思考を取り入れたら、
行政サービスはどう変わりましたか。

岡本：基本は利用者ファースト、人間
中心ということに尽きます。ただ、行

政は住民の家来ではない。今は明らか

に行きすぎていて、職員に対するハラ

スメントが常態化し、若い公務員から

退職の連絡をもらうことが続いていま

す。この状態が続けば行政サービスは

Transformation from local region

自治体の財政が厳しくなり、「ハコモノ」の維持に苦労するなかでも、
図書館の存在は注目されている。
建築的に注目され観光名所になる図書館も増える一方で、
人々が集まる「場」として存在感を高めているところもある。
なぜ今、図書館なのか。
自治体は図書館にどんな役割を期待しているのか。
全国各地の図書館のプロデュースを手掛けてきた
岡本真氏に聞いた。
インタビュー・構成／ジャーナリスト・浜田敬子氏
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1989年朝日新聞社に入社。
2014年からAERA編集長。
2017年に退社し、Business 
Insiderの日本版を統括編集
長として立ち上げる。2020
年よりフリーランスのジャー
ナリスト。2022年8月から
2025年10月まで『Works』
編集長。著書に『男性中心
企業の終焉』（文春新書）
など。

Hamada Keiko
浜田敬子氏
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　私が関わったなかで印象的なのは沖

縄県の恩
おん

納
な

村。沖縄の観光客の半数が

行くというビーチリゾートの村が文化

情報センターという図書館複合施設を

作ったのが11年前。観光客へのサービ

スと村の人たちのニーズを両立させる

バランスが素晴らしいです。

　もともと村に図書館が欲しいという

住民の要望はある程度あったのです

が、「なくていい」という人もいました。

ない状態が何十年と続くと、新設の際

に反対運動が起きやすい。「80年生き

てきて、なくても困ってない」と言わ

れると反論できない。そういうときは、

「でもお子さんやお孫さんにとって人

生の選択肢が減るということではない

か」とお話しするようにしています。

　図書館に限らず、自治体のサービス

は地域ごとにかなり違います。私は横

浜で生まれ育ちましたけど、横浜市は

約20万人が住む1区に1館しか図書館

の分館がない。足立区は5万人に1館。

東京23区と横浜市はサービスレベルで

4、5倍の開きがあります。

浜田：図書館をプロデュースされる際、
地域性はどこまで重視されますか。

岡本：公共図書館に関していえば、そ
れこそが重要です。金太郎飴みたいに

なっても意味がない。足立区は、今の

区長が大学を誘致して街を変えてきま

した。「街に大学生がいるようにするこ

とで、子どもたちに対するメッセージ

が変わってくる」と話されていて感動

しました。その土地ならではの課題意

識を認識したうえで、図書館として何

ができるか考えています。

　一方、たとえば山口県美
み

祢
ね

市。ここ

は交通の便も悪いうえにJRも廃止さ

れます。あと数年で人口は1万人台ま

で減るでしょう。3自治体が合併した

ので旧自治体ごとに図書館があるんで

すが、それを充実させてももはやそこ

まで行けないんです。だから新しく作っ

た図書館は小学校、中学校の図書館を

どうサポートできるかと制度を設計し

直す必要があります。

　子どもの不登校の割合でいえば、美

祢市に比べて足立区のほうが多いで

しょう。そういう都市部では、生きづ

らさを抱える子のための居場所を作る

必要がある。地域ならではの課題を受

け止め住民に寄り添いながらも、図書

館の普遍的な価値は知識や情報で人を

助けることに尽きる。最後は「知って

いる」ということが人の人生を分ける

ので。

　こういうところにこだわるのは私が

氷河期世代だからです。数々の不条理

と不満と鬱屈したものを抱えています

が、それでも私は同世代に比べたらめ

ちゃくちゃ運がいいほうだと思います。

浜田：就活では70社受けられたとか。

前にある図書館が夏休みの最終日にツ

イッター（現・X）で、「死にたくなった

ら図書館においで」と呼びかけて話題

になりました。図書館はその子に学校

行かないの？って決して言わない。誰

かも聞かない。利用者全員にそうなん

です。そういう場所が今地域で重要だ

と再認識されているのだと思います。

浜田：とはいえ図書館を再定義、再評
価する自治体ばかりではないですよね。

岡本：今では7、8割の自治体で首長も
議会も図書館を、という意思を感じま

す。この仕事を始めた17、18年前に比

べたら激変です。私はヤフー勤務時代

に「Yahoo! 知恵袋」を作り、少しず

つ図書館に関する仕事を依頼されるよ

うになって独立したのですが、2012年

に富山市の図書館の案件を頼まれるま

ではほぼ仕事はありませんでした。当

時はまだ、そんな金食い虫のような施

設になんで投資するんだ、という考え

は根強かった。でもこの十数年で図書

館には人を呼び集める力があるんだ、

という認識が定着してきました。

浜田：金沢の石川県立図書館など観光
名所になる図書館も出てきましたよね。

岡本：アメリカではある程度の都市で
あれば、街を象徴するような有名な図

書館があります。最初に建築などハー

ド面が注目されても、継続して利用さ

れるかどうかはやっぱりサービスです。

1997年 国際基督教大学卒業後、
出版社勤務を経てフリーの編集者に

1998年 メールマガジン
ACADEMIC RESOURCE GUIDE（ARG）創刊

1999年 ヤフーに入社。Yahoo! 知恵袋等の企画・設計や
産官学連携を担当

2009年 アカデミック・リソース・ガイド（arg）を設立

Profile
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突っ込む意味があるのかという議論に

なり、そもそも図書館をやめればいい

という話になる。最近は随分減りまし

たが、制度ができたばかりの頃は安か

ろう悪かろうという発注をしている自

治体が多かったです。

　最初に図書館に指定管理を導入した

自治体の1つが山梨県山中湖村ですが、

非常に安く受発注したため、指定管理

は「安い」という価格形成がされてし

まいました。今ゆり戻しが起き、最近

だと大阪府立図書館で民間事業者が辞

退し、結果的に自治体直営になりまし

た。本来図書館のような利用者への直

接課金が禁じられている社会教育施設

に、指定管理者制度は馴染まない。利

用者に寄り添ったサービスをするほど

コストが発生する。管理料は決まって

いるので受託者はどこかで割り切って

サービスを打ち切らざるを得ません。

浜田：図書館の司書には会計年度任用
職員の人も多い。司書は女性のほうが

多く、結果的には女性の低賃金、雇用

不安定化にもつながっています。以前

取材したある自治体の担当者は、「会

計年度任用のほうが人が定期的に入れ

替わっていい」ということを言ってい

たのですが、私は抵抗があります。

岡本：会計年度任用にするなら、プロ
人材として年収1000万円払うべきで

す。確かに同じポジションでずっと働

く「専門職の罠」という問題もありま

すが、氷河期世代として雇用をそこま

で流動化させることが正しいとは思い

ません。私が多少誇りに思っているの

は、自分が関わった施設では原則正規

採用してもらっていることです。自分

ができることはたかが知れてるけれど、

同世代や次の世代の人たちが安定した

雇用を得ることは大事です。

　日本ではそもそも「知」に対する評

価が低い。私は「Yahoo! 知恵袋」を

作った強い成功体験があって、知識に

基づいて物事を進めることは感覚でや

るよりはうまくいく確率が高いと確信

しています。その知に出合える場所の

1つが図書館です。困っている人に寄

り添うだけでなく、知識や情報を授け

て学んでもらう。そういう価値を発揮

していくのが本来的な役割ではないか

と思っています。

岡本：苦労しましたが、たまたまドッ
トコムバブルがあり、ヤフーが拾って

くれて「Yahoo! 知恵袋」というサービ

スを作ることができました。私は国際

基督教大学を1997年に卒業しました。

あの大学は7割が女子学生です。私よ

りはるかに優秀な同世代の女性たちが

ぜんぜん就職が決まらず、実家に帰る

のを見てきました。私が社会的に活躍

できたとしても、男性というだけで下

駄を履いてきたのだと思っています。

困っている人に寄り添う
だけでなく知識や情報を
授けて学んでもらう
浜田：もう1つお聞きしたいのが、指
定管理者制度の是非です。2003年の

地方自治法改正以降、民間事業者や

NPOなど指定管理者に運営を委託す

る自治体が増えてきました。ただ一部

では選書が酷いなどと批判されるケー

スもあります。

岡本：自治体の直接運営から指定管理
者になってサービスが向上したところ

もあります。大事なのはどういう事業

者を選ぶか。私はかつて足立区の指定

管理者選定の委員でしたが、「こんな

に分厚い提案書を出してもらうのか」

と感心しました。審査会でプレゼンす

る人は営業担当ではなく、受託後に事

実上の館長として地域に責任を持つ人

というルールで、良識を感じましたね。

浜田：選考方法1つを見ても、指定管
理を単にコストカットや効率化の手段

として考えているのか、図書館にどん

なビジョンや方針を持っているのかが

わかりますね。

岡本：「今より安く」という発注をして
いる限り土台無理です。指定管理業者

を監督する仕事は自治体からはなくな

らないわけで、それ以外の部分を外に

出して安くなるわけがない。安くしよ

うとすると、人件費と図書購入費を下

げざるを得ません。さらに安くを突き

詰め出すと、行政サービスに公金を

感
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沖縄県の恩納村文化情報センター。図書館機能を持ち、海を見渡せるカウンターで本を読める（写真右上）。宮
城県富谷市複合図書館「ユートミヤ」は、市立図書館、とみのわパーク、スイーツステーションの３つの施設が
融合した「生涯にわたる学びと交流の拠点」として2026年5月1日にオープンした（写真左、右下）。
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木村：聯合艦隊は、イギリス海軍の「Grand 

Fleet（大艦隊）」をモデルとしています。「Fleet

（艦隊）」は大規模な軍艦の集合体を意味し、そ

れらを複数まとめ、より大きな単位として運用

するのが「Grand Fleet」です。

　日本語に訳す際、複数の艦隊を統合して運用

する連合体であることから、「聯合艦隊」とい

う言葉が当てられたと考えられます。「連」で

はなく「聯」の字が用いられたのには、複数の

対等な存在が協力し合うという意味合いが強く

込められています。現在は常用漢字で「連合」

と表記されますが、本来の意味は「combine（連

結）」よりも「coalition（提携）」のニュアンス

に近いでしょう。

梅崎：なぜそのような大規模な艦隊編成が必要

だったのでしょう。

木村：18 世紀から 19 世紀にかけての戦争観が

影響しています。当時は決戦主義、すなわち 1

度の決戦で勝利すれば戦争全体に勝てるという

考え方が一般的でした。その時代には軍隊を集

結させること自体が非常に高コストであり、一

戦力不足を補うため 
艦隊の大規模化が進む
梅崎：まず、聯合艦隊とはどのような組織だっ

たのでしょうか。そもそも「聯合」とは何を意

味するのでしょうか。

人事のアカデミア
こんな研究があったのか！にフォーカスする

栄光の最強艦隊が陥った
成功体験の罠を見つめ直す

聯合艦隊第38講

日本海海戦でロシアのバルチック艦隊を殲滅し、
世界にその名を轟かせた聯合艦隊。
しかし、海軍史を研究する木村聡氏は、
初期の成功体験に固執した結果、
時代の変化に対応できなくなったと指摘する。
聯合艦隊の光と影の軌跡をたどりながら、
現代の組織にも通じる課題を浮き彫りにする。

梅崎 修氏

Navigator

Umezaki Osamu

大阪大学大学院博士後期課程
修了（経済学博士）。専門は労
働経済学、人的資源管理論、
労働史。これまで人材マネジメ
ントや職業キャリア形成に関す
る数々の調査・研究を行う。

法政大学
キャリアデザイン学部教授

Text=瀬戸友子　Photo=刑部友康（梅崎氏写真）　本人提供（木村氏写真）

聯合艦隊とはどのような組織で、どのような
役割を果たしていたのか。鍵となる司令長官
を軸に説き起こす「聯合艦隊」初の通史。

木村 聡／中央公論新社

『 聯合艦隊─
「海軍の象徴」の実像』

人事にすすめたい本

木村 聡氏

Guest

北海道大学文学部卒業、同大学大
学院文学研究科歴史地域文化学専
攻博士後期課程修了。外務省外交
史料館アジア歴史資料センター協
力室非常勤職員、防衛大学校総合
安全保障研究科後期課程特別研究
員を経て、2022年4月より現職。

Kimura Satoshi

別府大学　講師
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を削減したうえで、主力艦隊による最終決戦に

臨むという構想です。

　あわせて、戦力不足を補う思想として海上本

位主義が掲げられました。現場の訓練を優遇し、

平時の訓練形態を可能な限り戦時の実戦形態に

近づけるべきだという発想です。この流れのな

かで、聯合艦隊を常に現場に配置しておくとい

う考えが生まれました。

組織の調整機能が崩れ 
現場の独走が始まる
木村：聯合艦隊の常設化は、組織運営に大きな

変化をもたらしました。従来は個別の軍艦単位

で訓練を行い、その成果を海軍中央に報告して

いましたが、艦隊単位での運用に移行し、訓練

成果も聯合艦隊司令長官に集約されるようにな

ります。海上本位主義のもと、現場の自由な工

夫や挑戦が推奨される空気もあり、聯合艦隊司

令長官は訓練全体を統括する役割を担い、その

地位を急速に確立していったのです。

梅崎：意思決定の構造にも影響が出ますよね。

木村：非常に複雑化しました。実はその背景に

は天皇制があります。明治政府は幕府の正統性

を否定するため、征夷大将軍のような存在が全

権を掌握する状況を避ける必要がありました。

そこで司法・立法・行政、そして軍隊を率いる

統帥権を分離しました。議会、内閣、陸海軍は

すべて対等であり、それらの関係を調整できる

のは唯一天皇のみという構造です。

　この原理は軍内部にも適用され、政治との折

衝や事務を担う軍事行政部と、軍隊の運用を司

る統帥部は独立し、その調整は天皇に委ねられ

たのです。

梅崎：もともとは対等な関係だったのですね。

木村：理論上はそうですが、実際には予算の制

約が大きく影響します。予算を編成できるのは

陸海軍大臣なので、最終的な決定権は大臣にあ

り、さらにその予算を承認するかは内閣が、そ

して最終的には議会が握っています［図］。

度壊滅すれば再建は困難で、降伏せざるを得な

かったからです。

　海軍の場合、これに経済戦略の側面も加わり

ます。制海権を握れば、自国の貿易や商業を有

利に進めることができ、工業の発展にもつなが

る。一方で、敵国の海上交通を封鎖すれば、相

手の経済を圧迫できます。制海権を握るには、

敵艦隊を撃滅することが最も重要とされ、大艦

巨砲主義が進んでいきました。

　その頃の日本が対峙する相手は、清国やロシ

アなど常に格上の存在でした。平時は日本近海

の警備を行いつつ、決戦時には全戦力を結集し

なければいけないという切実な事情から、日本

海軍でも聯合艦隊が構想されるに至ります。

　もっとも、その位置づけは明確ではなく、

1884 年の「艦隊編制例」に名称が見られるも

のの、その後の法令では削除されるなど、当初

は戦時の臨時措置として扱われていました。

梅崎：それが常設化された背景には、何があっ

たのでしょうか。

木村：対米戦の想定です。日米の工業力は比較

にならないほどの差がありましたが、両国間に

は約 3000 海里の距離があります。当時は、

1000 海里移動するごとに艦隊の攻撃力は 1 割

減ずると考えられていました。つまり計算上は、

日本がアメリカの 7 割の兵力を保持していれ

ば、戦争の帰趨を決する最終決戦において辛う

じて勝利の目算が立つ。ゆえに対米比 7 割の艦

隊保持が海軍の最重要課題となります。当然、

アメリカ側もその論理を把握しており、兵力差

を広げようと軍拡競争が続きました。

　しかし、第一次世界大戦後の経済不況を背景

に、際限のない軍拡を避けるべく 1922 年にワ

シントン海軍軍縮条約が締結されました。ここ

で決定的だったのは、日本の対米比率は 6 割に

制限されたことです。勝機に必要な 7 割に届か

ないという事態に直面し、新たな方針として採

用されたのが、漸減邀撃作戦です。これは、接

近途上の米艦隊に積極的に攻撃を仕掛けて戦力

academia



54 Works No.196 Jun-Jul 2026

揮できなくなったとき、実行力を持つ軍隊の発

言力が増大しました。当時、関東軍司令官が英

雄視され、世論を背景に陸軍が内閣へ圧力をか

けたり、陸軍内部でも内紛が続いたりしました。

海軍は、陸軍のこうした動きを批判的に見てい

ましたが、太平洋戦争では同じ道を歩むことに

なります。現場の聯合艦隊が強大な発言権を持

ち、あらゆる問題を力で解決しようとする存在

へと変化していきました。

歴史を追体験することで 
同じ過ちを繰り返さない
梅崎：聯合艦隊が現場の総代表のようになり、

聯合艦隊司令長官は海軍の顔というべき象徴的

存在になっていく。太平洋戦争で真珠湾攻撃を

指揮した山本五十六は、今でも小説や映画でよ

く描かれます。一方で、日露戦争時、先頭に立

って日本を勝利に導いた東郷平八郎に対して、

山本五十六は日本から指示を送るなど、指揮の

あり方には変化がありますね。

　そのため、軍内部では基本的に軍事行政部が

強い時代が長く続きました。第一次世界大戦後、

大きな戦争が起きない平穏な時期が続いたこと

も影響しています。

　その間、民意を優先する政党内閣が軍隊を悪

者のように扱い、長期にわたって厳しい制限を

課し続けました。しかし、中国での権益問題や

国内の経済問題は一向に解決しない。その閉塞

感のなかで、陸軍では 1931 年、現場の関東軍

が独断で満州事変を引き起こし、図らずも民衆

の熱狂的な支持を集めてしまったのです。

　民意が味方した以上、内閣も議会も彼らの行

動を追認して必要な予算を出さざるを得ない。

軍事行動によって民意を動かしさえすれば、行

政や立法によるコントロールなどいくらでも突

破できることを実証してしまったわけです。

梅崎：統帥と行政の分離が、現場の独走を招い

た面もありそうですね。

木村：本来、お互いを牽制し合うことがこの制

度の肝でしたが、牽制が過ぎて誰も主導権を発

［図］明治新政府が確立した分権体制

出典：木村氏作成
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木村：指揮官が後方に位置するようになった理

由は、通信技術の発達によって遠隔指揮が可能

になったからです。第一次世界大戦の頃には、

既にその下地ができていました。さらに、1940

年代に入ると対米戦の現実味が増し、部隊編成

が大規模化したことが挙げられます。

　それに伴い、指揮官に求められる役割も変化

します。日清戦争の頃までは、作戦自体が単純

だったため「私に続け」で済みましたが、この

頃になると専門の参謀が綿密な作戦を立案しま

す。指揮官の手腕は、その作戦計画通りに部下

を動かせるかどうかであり、組織を統率する能

力や人望が重要視されるようになりました。

梅崎：山本五十六の「やってみせ、言って聞か

せて、させてみせ、ほめてやらねば、人は動か

じ」という有名な言葉があります。巨大化した

組織を動かすには、任せるリーダーシップが必

要になってきたのでしょう。

木村：実際、もはや細部にまで口出しできる規

模ではありませんでした。後半は戦局も悪化し、

口を出せば出すほど求心力が低下するという悪

循環に陥っていきます。山本五十六が幸運だっ

たのは、開戦初期の勝利が続くタイミングだっ

たという巡り合わせもありました。

　ただし、いかに手段が変化しても、根底にあ

る決戦主義は維持され続けました。戦艦中心か

ら巡洋艦や駆逐艦の活用、やがては航空主兵へ

と移り変わりましたが、決戦で勝利するという

発想自体は変わらなかったのです。

梅崎：第一次世界大戦以降は総力戦の時代とい

われ、1 回の決戦で勝敗が決まることはほぼな

くなっていきますが、日本は戦力不足がゆえに、

決戦による一発逆転の夢をずっと追い続けてし

まった。

木村：日清・日露戦争において圧倒的な兵力差

を覆して勝利したことで、「この勝利の方程式

を繰り返せば間違いない」という信念が根付い

てしまったのでしょう。

梅崎：現場の力が強いというのも、日本組織の

academia

特徴の 1 つだと思います。やはり日本人は、現

場からのボトムアップを好む傾向が強い。しか

し、現場主義は大きな推進力となる一方で、全

体像を見失うリスクも伴います。

木村：初期の日本海軍を支えた山本権兵衛は、

各部門の意見を受け止めたうえで内閣と交渉

し、海軍大臣として政治と現場を絶妙にコント

ロールしました。この最初の成功モデルは聯合

艦隊でも再生産され、聯合艦隊司令長官が現場

の意見を吸い上げつつ、政治的な調整をして計

画を実行に移していきました。しかし、成功体

験を重ねてきたため、失敗したときの対処法を

持ちませんでした。陸軍のように現場の暴走に

苦労した経験もなく、現場への指導権を確立で

きなかったのです。

梅崎：当初は、現場のパワーをうまく活用する

関係性が機能していたが、次第に現場の力が強

くなり、コントロールしているつもりが逆に引

きずり込まれてしまった。全体を俯瞰する視点

が失われ、誰にも制御できない状態に陥ってし

まったのかもしれません。

　これは現代の組織にも通じる課題です。現場

の強みを生かしつつ、適切にマネジメントする

ことが重要であり、現場主義の美徳をなぞるだ

けでは、同じ失敗を繰り返します。

木村：新見政一という海軍人は、晩年、反省を

込めて「歴史に学べ」と説きました。歴史は人

類の経験の集大成である、と。しかし、ただ知

識として学ぶだけでは不十分だとも言っていま

す。個々の資料を精査し、どのような因果関係

で次の問題が生じたのか、科学の再現実験のよ

うに追体験しなければならない。海軍が歴史か

ら学ぶ教育を怠ったことが、あの大戦の失敗に

つながったのだ、と述懐しています。

梅崎：歴史は一直線に進むのではなく、多分に

反復するものです。時代が変わっても人間は同

じようなことを繰り返しているという認識を皆

で共有すること。それこそが歴史学を学ぶ真の

意義だと思います。
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摘し、背景には「見た目

が若くなければ職場で

の競争に不利になる」と

いう認識があるという。

従来は女性に集中して

いた「若さ」への圧力が、男性にも広がっている。

　一方で、外見に対する評価軸は単に「若さ」へ

と収斂しているわけではない。近年注目されて

いるのが、筋力トレーニングを通じた身体の変

化とキャリアの関係である。Business Insider

は、特に女性において、鍛えた身体が自信やリー

ダーシップと結びつき、職場での振る舞いや評

価にも影響を与えていると報じている。従来の

「細さ」中心の美的基準とは異なる価値観が広

がっているように見えるが、これは外見への評

価基準が更新されたと見るべきだろう。

　現在の職場では、外見は「清潔感」や「自己

管理能力」といった言葉で語られることが多い。

一見すると中立的な概念だが、実際には特定の

見た目や身体状態を前提としている場合が少な

くない。

　かつて理想とされた「見た目は関係ない職場」

は、今となっては「見た目をどこまで自己責任

で管理できるか」を問う場へと変わりつつある。

この変化は、働くことの意味や評価の基準その

ものを書き換えているのである。

た目は評価に関

係ない」という

前提は、アメリカの職場

において長く共有され

てきた価値観である。

性別や人種と同様に、外見による評価は排除さ

れるべきものとされてきた。しかし近年、その前

提が揺らぎつつある。

　アメリカのある調査（＊1）では、求職者の約20%

が「外見を理由に不採用になった」と感じている

という結果が報じられた。こうした外見による優

遇や差別が存在することは以前から指摘されて

きたが、昨今はより明確に語られるようになった。

　その変化を象徴するのが、外見を「最適化」す

る動きの広がりである。近年、アメリカで減量薬

や美容医療などを通じて見た目を整えることが、

キャリア戦略の一部として語られるようになっ

ている。Business Insiderは、外見のよさが「雇

用の前提条件」のように扱われる場面が増えて

いると指摘し、いわゆる「looksmaxxing（＊2）」が

労働市場と結びついている現状を報じている。

　テック業界ではその傾向がさらに顕著だ。シリ

コンバレーでは、年齢によって「時代遅れ」と見

なされることへの不安から、美容施術を受ける男

性が増加しているという。ある外科医は、テック

業界の男性患者がここ数年で大幅に増えたと指

見た目は「自己責任」なのか 
アメリカの職場で強まる外見重視の圧力

「見

ジャーナリスト、研究者。テ
クノロジーとカルチャーを軸
に執筆・研究を行う。1997
年生まれ。カリフォルニア州
出身、在住。著書に『世界
と私のA to Z 』『＃ Z世代的
価値観』。

Takeda Daniel 
竹田ダニエル氏

Reporter
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身体を鍛え、外見を磨くことが、「自己管理能力」の有無
とキャリアに直結するアメリカ。

(*1)https://www.forbes.com/sites/bryanrobinson/2025/05/18/pretty-privilege-20-of-job-seekers-denied-jobs-based-on-looks/
(*2)https://www.businessinsider.com/getting-hot-job-requirement-ozempic-botox-looksmaxxing-2025-11
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向性そのものへの反対は

ないことだ。議論の焦点

はむしろ、前倒しで退職

できる例外をどう設計す

るかに移っている。フラ

ンスでは2023年、マクロン大統領が定年退職年

齢を62歳から64歳へ引き上げる改革を提案し

た際、国民の大反発を受け、全国規模のデモに発

展したが、それとはずいぶん温度差があるのだ。

　理由の1つは、自動調整方式のために、年齢

引き上げの是非を、その都度の政治の争点にせ

ずに済んでいることだろう。さらに、「5年ごと

に15年先の退職年齢を決める」というプロセス

により、時間をかけて国民が適応できる設計に

している。

　選挙中、「あなたの孫は77歳まで働くのか？」

と問われたある政治家は、「可能性はある」と答

えた。そして、高いレベルの福祉を維持するには、

高齢者に長く働いてもらわないと「到底（財政

的な）つじつまが合わない」と強調した。

　デンマークの政府債務残高は、対GDP比で

約40％と、日本（約230％）よりも大幅に低い水

準にある。それでもなお、高齢者の就労を促し、

財政の持続可能性を確保しようとするのは、将

来世代に負担を先送りしないという明確な意志

の表れでもあるのだ。

ンマークで3月、

総選挙が行われ

た。自治領グリーンランド

を巡るアメリカとの対立

は、引き続き安全保障上

の重要課題だが、政党間に立場の違いがほぼな

く、選挙戦の争点はもっぱら内政一色だった。な

かでも興味深かったのが、年金制度を巡る議論で

ある。

　デンマークでは、平均寿命の延びに応じて、

年金受給の開始年齢を自動的に引き上げる仕組

みを採用している。現在の受給開始年齢は67歳

だが、2030年に68歳、2035年に69歳と延び、

2040年には70歳と、EUでも最高水準に達する。

福祉国家を支えるため、高齢であっても働ける

人には働いてもらう、との考えからだ。

　推計上は、さらに延びる見通しなのだが、そ

んなに働き続けられるのか、という不安の声も

上がる。また、若い頃から働く現場従事者と、

大学院卒業後に就職する知識労働者の退職年齢

は分けるべきだ、といった声も根強い。このた

めフレデリクセン首相率いる社会民主党は、年

金受給開始年齢引き上げのペースを緩やかにす

ることや、一定条件を満たす人の退職年齢の前

倒しや給付の上乗せなどを提案した。

　ただ、興味深いのは、「70歳まで働く」という方

自分の年金財源は自分で稼ぐ 
70歳まで働く、を見据える時代に

デ

Photo=井上陽子

3月に行われたデンマークの総選挙で、争点は内政一色に。
フレデリクセン首相率いる社会民主党は、第一党こそ維持し
たものの、得票率を大きく減らす結果となった。

北欧デンマーク在住のジャー
ナリスト、コミュニケーショ
ン・アドバイザー。筑波大学
卒、ハーバード大学ケネディ
行政大学院修了。読売新聞
でワシントン支局特派員など。
現在、デンマーク人の夫と長
女、長男の4人暮らし。

Inoue Yoko
井上陽子氏

Reporter
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製造業でともに70％ポイン

トほど高かった。対照的に

日本ではこの差は両業種と

もに50％ポイントほどだっ

た。利用するメリットが実

感しづらいために利用者か

ら非利用者への波及効果が

薄いのだろう。日本由来の

教師データが限られており、

AIのパフォーマンスが安定

していない可能性もある。

　とはいえ調査から、AIの効果は職場環境や従

業員の属性によっても差があることもわかった。

企業規模が大きいほどAI利用率が高い傾向が

ある一方で、中小企業勤務の従業員ほどAIに

よる業務効率向上の恩恵を感じやすい傾向が確

認された。また、育児・介護中の従業員ほどAI

の利用率が有意に高かった。厳密に因果関係を

認定することは難しいが、AIのポジティブな効

果を指し示す事例といえる。

　総じて、日本はほかの先進国に比べてAIの

利用で後れをとっており、AIを利用していたと

してもその恩恵を実感しづらいというのが現状

だ。ただ、AIを利用することによるポジティブ

な効能も認められる。こうしたポジティブな事

例を積み重ねつつ、AIデバイドを生み出さない

ような政策的配慮が求められる。

Iを 業 務 効 率 化 の

ツールとして導入す

る事例が増えている。従業

員の自主的な利用が職場で

表立って解禁されたところ

もあるだろう。筆者の勤め

るOECDでも、資料探しや

プログラミングのコーディ

ング作業に生成AIを利用

する職員が特に目立つ。

　日本は果たしてこの潮流に乗れているだろう

か。2022年にOECDが実施した調査をもとに、

2024年に労働政策研究・研修機構が日本の労働

者2万2000人に対してAI利用に関する調査を

実施した（＊1）。金融・保険業でのAI利用率は皆3

割超えのところ、日本では18%だった（上図参

照）。製造業だと最低でも4人に1人という加盟

国ばかりだったが、日本では約11人に1人だっ

た。日本のデータはほかの加盟国よりも2年後

のものであることを鑑みても、日本の労働者の

AI利用率は低水準といえる。

　背景にはAIによって業務効率や職場環境が

改善したと実感する従業員が、日本では少ない

ことがあるというのが筆者の推察だ。日本以外

のOECD加盟国では、仕事のパフォーマンスが

向上したと回答した人たちの比率は、低下した

と回答した人たちの比率よりも金融・保険業と

A

人工知能（AI）と日本の労働市場
企業の導入率・従業員の利用率に伸びしろ

Araki Satoshi
荒木 恵氏

Reporter

経済協力開発機構（OECD）にて
労働政策・公衆衛生政策を担当
するエコノミスト。パリ在住。一
橋大学法学部卒業、ジュネーブ
国際開発研究大学院（IHEID）国
際経済学修士号取得。外資系投
資銀行などを経て現職。
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出所：OECD（2025）Artificial Intelligence and
the Labour Market in Japan.

（＊1）調査結果は、厚生労働省から労働市場エコノミストとしてOECDに当時出向していた戸田卓宏氏が執筆した。＊掲載内容は個人の見解によるものです。

AIを利用していると回答した従業員
（2022年）
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Ishihara Naoko
石原直子氏

Reporter

G l o b a l
V i e w

F r o m  
W o r k  T e c h  W o r l d

か」という観点では、

AIは局所的な効率化を

もたらしていても、全

体としては必ずしも生

産性を高めておらず、

むしろ逆効果になって

いる場合すらある。

　よく見られる現象の1つはいわゆる「AIスロッ

プ（AIが作り出す大量のゴミ）」問題だ。AIの

生成物は、一見もっともらしくとも、実際には

無難で平均的なものにとどまりやすい。「間違っ

ていないけれど使えない」ものが次々作られて

も、生産性が向上したとはいえない。

　次に、AIが新しい仕事を絶えず生み出す現象

がある。AIが「初手」を打ってくれると、人間

はそれに反応して「別案も見たい」「ここも精緻

化したい」と手を加え続けてしまう。本来なら

十分だった水準を超えて、過剰に整えられた資

料や文書が生まれるオーバークオリティが発生

するのだ。AIは作るコストを下げる一方で、作

り込みへの誘惑を強め、不要な仕事まで増やし

てしまう。このようにして「生産性の消失」が

起きている可能性もある。

　AIとどのように付き合うべきか、個人レベル

でも組織レベルでも何らかのルールを設けてお

く必要がありそうだ。

Iの活用が本当

に生産性を向上

させているのか」は、

世界中でしばしば話題

になる問いだ。2026年

2月、ハーバードビジネ

スレビューのウェブ版に“AI Doesn't Reduce 

Work—It Intensifi es It”（AIは仕事を減らさ

ない―― 強化している）という論考が掲載され

たことも記憶に新しい。UC Berkleyの2人の

研究者によるものだが、AIを活用することに

よって、前なら人に頼んでいたことも自分（と

AI）でやるようになる「タスクの拡張」、オンと

オフの境界線が消えて、常に仕事をしている状

態になる「境界の喪失」、常に複数のエージェン

トを動かしたり複数の仕事を並行したりする「マ

ルチタスク化」が進んでおり、結果的に「以前

と同じかそれ以上に働いている」状態になって

いる。これは「労働強化」である、というのだ。

　労働強化は短期的には成果が増えるようにも

思えるが、放置すれば人々の疲弊を招き、中長

期的には組織の生産性を低下させかねない。

　まず確かなのは、AIが人間より高速に作業を

することだ。しかし、作業が速くなることと生

産性が上がることは同じではない。「限られた時

間や資源でどれだけ価値ある成果を生み出せる

「A

AIによる労働強化、生産性消失
新しい課題に個人も組織も備えるべし

Photo=Peopleimages / PIXTA（ピクスタ）

エクサウィザーズはたらくAI
＆DX研究所所長。銀行、コ
ンサルティング会社、リク
ルートワークス研究所を経て
現職。AI×人事、働き方、組
織などの研究と情報発信を
中心に活動中。

スマホも含め、マルチスクリーンで複数の AI を活用
しながら仕事を進める人が増えていくかもしれない。
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 『ブラックベリー』の主要な登場人物は3人。

RIMの創業者であるマイク・ラザリディス

（ジェイ・バルチェル）とダグラス・フレギン

（マット・ジョンソン）、そして、後から共同

CEOとして経営に参画した凄腕のビジネスパー

ソンであるジム・バルシリー（グレン・ハワー

トン）です。それぞれの性格などは大幅な脚色

もあるとされていますが、登場する社名や人名

はすべて実在の企業・人物そのままです。

　開発の中心を担うのは天才開発者であるマイ

ク。しかし、マイクは典型的なオタクタイプの

エンジニアで営業センスは皆無です。親友のダ

グは映画好きのオタク開発者集団を盛り上げる

ムードメーカーでしたが、この2人だけではス

マートフォンの原型といえる画期的なアイデア

をビジネスに展開することができませんでした。

　しかし、ジムの参画で風向きは変わります。

ジムはサークルノリの社員たちを怒鳴りつけて

叱咤し、準備も整わない段階で強引に営業をか

けます。「完璧は善の敵だ」というジムと、「妥

協こそ人類の敵だ」とするマイクは対立もしま

すが、結局はジムの剛腕が会社を引っ張り、大

手通信キャリアであるベライゾンとの契約に至

人 事 は 映 画 が
教 え て く れ る

フィクションのなかに潜むHRMの本質に学ぶ

2000年代半ば、スマートフォンの原型といえる
携帯電話「ブラックベリー」は、
その斬新さで北米の市場を席巻した。
開発したのはカナダの若者による
ガレッジベンチャーだった
リサーチ・イン・モーション（RIM）。
映画『ブラックベリー』はその急激な成長過程と

「iPhone」登場に伴う凋落を描いている。
天才開発者と剛腕ビジネスパーソンが手を組み、
実現したこの歴史的イノベーションから
私たちは何を学ぶことができるだろうか。

野田 稔氏

Navigator

明治大学大学院
グローバル・ビジネス研究科 教授

「明日のプレゼンまでにプロトタイプを作れ」とジムに無茶振
りされ、必死に開発に取り組むマイクとダグ。修羅場ではあ
るが、開発に没頭する彼らはどこか生き生きとして見える。

今 回 の 作 品

2023年5月全米公開
監督：マット・ジョンソン
キャスト：ジェイ・バルチェル、
　　　　  グレン・ハワートン、
　　　　  マット・ジョンソン ほか
※U-NEXTにてレンタル配信中
© 2023 Budgie Film Inc. All rights reserved.

『ブラックベリー』
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ります。その後、新製品ブラックベリーは北米

の携帯電話市場を席巻し、RIMは急成長します。

　この作品では、MBAコースの教科書に採用

したくなるほど典型的なイノベーションがリア

ルに描かれています。その1つが「顧客の創造」

です。ピーター・ドラッカーは『マネジメント』

で「企業の目的は顧客の創造である」と定義し

ました。まだ誰も見たことがない、欲しいとも

思っていない革新的なものを生み出すことに

よって、そこに新たにニーズが生まれ、新たに

市場が生まれる。マイクとジムはこれを実現し

ました。携帯電話でメールの送受信を可能にし、

両手の親指で端末のキーボードをクリックする

新たなスタイルを生み出したのです。顕在化し

ているニーズに合わせるのではなく、顧客のま

だ言語化できていないモヤモヤした欲求を形に

できたことが彼らの成功の大きな要因です。

　また、業界内でマインドブロック（無意識の

思い込みで「どうせできない」と行動を制限す

ること）となっていた技術的な障壁を乗り越え

たことも成功要因です。当時のネットワーク技

術では、メール受信の同時接続はせいぜい10台

程度が限界でした。しかし、マイクは自社の巨

大コンピュータをサーバーとする画期的な方法

により、50万台の同時接続を可能にしました。

　では、なぜマイクはこのマインドブロックを

乗り越えられたのか。それには、初期RIMのオ

タク集団的な組織風土が影響していると考えら

れます。固定化した考え方に反発し、おもしろ

がっていろいろと試しているうちに偶発的に打

開策を発見する。反逆精神があり、自由を重ん

じるいわばヒッピー的な文化のある組織ではこ

のようなブレイクスルーが起こり得るのです。

　その組織風土を象徴するのが、仕事を切り上

げ、全員でワイワイやりながらオフィスで映画

を楽しむ「ムービーナイト」です。遊びと仕事

の境目がない自由さが初期RIMの原動力でした。

　このヒッピー的なカルチャーと企業的な効率

性がうまく融合できれば理想的ですが、現実的

には難しいことも事実です。RIM（2013年から

はブラックベリーに社名変更）も成功とともに

「企業化」し、初期の自由さは失われていきまし

た。映画の中盤では、マイクはオタク開発者か

ら経営者へとキャラクターをシフトし、髪形や

服装もガラッと変わります。

　彼らの凋落もまさに教科書通りでした。「イノ

ベーションのジレンマ」に陥ったのです。新た

なイノベーションであるiPhoneの登場にマイ

クは焦りますが、自らが生み出した親指クリッ

クへのこだわりを捨てることができませんでし

た。その結果、ブラックベリーは「iPhone以前

の端末」となり、競争に敗れたのです。

MOVIE

スティーブ・ジョブズによるiPhone発表のプレゼンに見入る
マイクとダグ。優れた開発者だからこそ、iPhoneの革新性と
ブラックベリーの危機を直感的に理解した。

Text=伊藤敬太郎　Illustration=信濃八太郎　Photo=平山 諭

Noda Minoru リクルートワークス研
究所特任研究顧問。専門分野は組
織論、経営戦略論、ミーティングマネ
ジメント。

『ブラックベリー』に学ぶ
イノベーションのメカニズム
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から」「努力不足だから」「男らしくないから」

ではなく、そう思わせる社会構造にあると気づ

いた。自分のセクシュアリティを受け入れ、カ

ミングアウトもした。しかし、同性愛を「治す」

ため病院に連れて行こうとする父を拒否できず、

「理解ある息子」であろうと従った。今となって

はおぞましいそんな記憶も、包み隠さず書いた。

　語ることは「自分の傷と誠実に向き合い、回

復するための手段」と記した星野さん。そこに

は声を上げられなかった誰かの背中を押したい

思いもあったという。

 「抑圧や暴力にさらされた経験を持ちながら、

一人で黙って背負い込んでいる人は少なくあり

ません。私の語りが『鏡』となってそれぞれの

人生を映し出す役割を果たせればと。実際、出

版祝いに集まってくれた友人たちは、家庭や学

校、職場で経験した、あまりにつらく20年来の

付き合いでも明かしたことのなかった物語を涙

ながらに語りだしました。読者の感想も、自身

の生育歴をびっしりと綴ったものが多かった」

 「何度も読み返した」「抱きしめたくなる本」「世

に出してくれてありがとう」。そんな熱い共感を

呼び、2025年7月の刊行以来、版を重ねている。

　著者の星野俊樹さんは教員歴20年の元小学

校教師。2017年から東京の私立小学校で「生と

性の授業」を始め、注目を集めた。「女子力」と

いう言葉にモヤモヤした児童のつぶやきや、「ホ

モ」という落書きなど、日常の出来事からジェ

ンダーやセクシュアリティについて考えを深め

ていく。その実践と背景をまとめたのが本書だ。

 「男らしさ」に苦しんだ生い立ちから書いた。

家父長的な家庭で、小さい頃から社会で「勝者」

になることを求められた。スポーツよりインド

アを好むと父に「女の腐ったやつ」と言われ、

成績が下がると殴られた。進学した男子校は体

罰や暴力が蔓延。「男らしさ」を競い合う文化の

なか、生き残るためにエキセントリックなキャ

ラを演じ、ゲイであることもひた隠しにした。

男性にこそ 
フェミニズムに触れてほしい

　大学進学を機に、フーコーの著作やフェミニ

ズムに出会い、自分の苦しみの原因は「無能だ

著
者
と
読
み
直
す

著者は、ジェンダーやセクシュアリティに関するユニークな
教育実践で知られる元小学校教師。原動力となったのは、家
父長的な家庭や「男らしさ」を競い合う学校で、傷つき、生
きづらさを感じてきた自身が、フェミニズムと出会い、救わ
れた経験だった。苦悩を社会構造のなかで相対化する視点、
負の感情に向き合いながら紡ぐ言葉、変容する子どもたちの
姿を通じ、フェミニズムが生活で、教室でどう息づいている
かを知ることができる。（時事通信社刊）

Text=石臥薫子　Photo= 今村拓馬

本 日 の 1 冊

星野俊樹

とびこえる教室
フェミニズムと出会った僕が
子どもたちと考えた「ふつう」

最後のページを閉じたとき、
「面白かった」「ためになった」だけで
終わらない本がある。
そんな “後を引く” 本を、
著者と一緒に読み直す。
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やジェンダー平等を目指してはいるけれど、その

前に『私もあなたもみんな幸せになろう』という

思想であり運動だと思う」と星野さんは言う。

語り方を批判し声を封じる 
トーンポリシング

　後半は、そんなフェミニズムをベースに実践

してきたジェンダー教育がテーマ。ここでも葛

藤や失敗を明かした。特に「取り返しのつかな

い過ち」と悔やんだのが、ジェンダー規範につ

いての授業の最後に配った学級通信。「『女子力』

という言葉は確かにやっかいだが、ヒステリッ

クな態度で拒絶するのではなく、その言葉が持

つ社会的な意味合いに対して自覚的でいること

が一番大事だと思う」と書いた。なぜ、あのとき、

女らしさを強いる規範に異議を唱えた子どもの

声を「感情的なもの」と矮小化してしまったのか。

　星野さんは「ビジネスで成功している父親た

ちに、理性的でバランスが取れた先生と評価さ

れたい欲望があった」とし、これは「トーンポ

リシング」の典型例だと分析した。トーンポリ

シングは、内容ではなく「感情的」などと語り

方を批判し声を封じる行為だ。マジョリティが

マイノリティに語り方を指南する「矯正型」、マ

イノリティがほかのマイノリティに「マジョリ

ティをざわつかせない語り方」を要求する「迎

合型」、それらの「複合型」に分け詳しく論じた。

 「読者からはもっと知りたいという声が多かっ

た。多くの人がトーンポリシングをしていない

か、されていないか気づけるようになってほしい」

　タイトル『とびこえる教室』には、性別も世

代も、価値観もとびこえるという意味を込めた。

とびこえるには、知ることが大切だと気づかせ

てくれる一冊だ。

 「私はフェミニズムに救われた」と言い切る星

野さん。だが世の中でフェミニズムは「男と肩

を並べたがる男嫌いのヒステリックな女の思想」

というイメージがいまだ根強い。だから、（出生

時に割り当てられた性別と性自認が一致してい

る）シスジェンダー男性である自分がどう救われ

たのかを詳しく書くことで、フェミニズムへの

誤解を解きたかったと話す。

 「絶えず強さと有能さを求め続けられる社会で

は、男性として生きるのも本当に大変。もちろん、

たくさん特権はあるけれど、傷つくことも多い。そ

の傷に蓋をしたまま、がむしゃらに走り続けてい

る人にこそ、フェミニズムに触れてほしい」

　自分がどういうジェンダー規範に縛られてき

たかに気づくことができれば、規範から距離が取

れるようになる。自分自身と健全な関係を結べる

と、他者とも、支配や抑圧ではない健全な関係を

結べて幸せになれる。「フェミニズムは社会正義

Book stories

Hoshino Toshiki　慶應義塾大学総合政策学部卒
業後、雑誌編集者を経て小学校教師に転身。公立
小学校勤務の後、京都大学大学院教育学研究科修
士課程を修了。私立小学校で教員としてのキャリ
アを重ね、独自に取り組んできたジェンダー平等
を目指す教育実践が注目される。2025年3月末
に退職し、現在は執筆や講演などを通じ幅広い発
信に力を注いでいる。

私
が
ど
う
フ
ェ
ミ
ニ
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ム
に
救
わ
れ
た
か
を
書
く
こ
と
で
、

フ
ェ
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編 集 後 記

適正な筋力、適正なバランスと量の食事、
適正な睡眠を維持することが、適正な体重・
体型につながる、とわかっていながら、即
効性が高く、楽にできそうな聞こえのよい
ダイエット話に飛びついてしまいます。そ
して体重が少しだけ減って、リバウンドし
て前より重くなる、の繰り返し。今号のテー
マは、「人事」を対象としたダイエットで
したが、自分の弱さを問われているような
耳の痛い話ばかりでした。正しく、地道に
努力を重ねていくこと。ダイエットに近道・
抜け道はなさそうです。 （佐々木）

この4月、文化庁が国立の博物館・美術館
に自己収入の数値目標を設定し、目標に達
しない場合には見直しの対象になるといい
ます。そこに含まれる上野の国立西洋美術
館は、松方コレクションを礎に傑作を歴史
を追って概観できる素晴らしい常設展を有
しますが、入場料はたった500円。アート
への興味を喚起し、美意識を涵養する場と
していつまでも、誰もが気軽に入れる場所
であってほしいと願います。長期的な視野
に立ったとき、この「ダイエット（見直し）」
は果たして正しいのでしょうか。 （入倉）

ダビデ像は美の象徴としてポピュラーで、
理想形です。しかし私に必要な身体かとい
えば違う気がします。私が携わるデザイン
の作業は、「インプットとアウトプットのバ
ランス」が大切だと感じます。何かに出会
う（インプットする）ために外に出ることが
億劫になり椅子の上の時間がどうしても多
くなってしまいます。何かに出会うために
遠くまで歩ける身体と瞬発力、それが私の
理想形なのかもしれません。 （森田）

No.196   Jun-Jul 2026

F R O M   E D I T O R S

発行は、2026年8月10日（月）です。

（仮題）

次号No.197のテーマは

Next

「活躍寿命」を延ばせ
少子高齢化による労働力不足が進むなか、

企業には「長く働ける」だけではなく、

「長く活躍できる」環境づくりが求められています。

その鍵となるのが、能力やスキルの向上のみならず、

心身の健康や生きがいの豊かさにもフォーカスする

「キャリアロンジェビティ」という概念です。

本特集では、世界で広がるロンジェビティの最新潮流も踏まえながら、

若手からベテランまで社員一人ひとりが「キャリアの旬」を長く保つために、

人事は何を支援すべきかを探ります。



65Works No.196 Jun-Jul 2026

B A C K  N U M B E R S

お問い合わせ先
株式会社インディードリクルートパートナーズ

リクルートワークス研究所
web／https://www.works-i.com

e-mail／works@r.recruit.co.jp

STAFF
発行人／堀川拓郎

編集長／佐々木貴子

編集／入倉由理子、石臥薫子、伊藤敬太郎、瀬戸友子、森 亜紀

執筆／荒木 恵、有馬知子、石原直子、井上陽子、荻野進介、

　　　川口敦子、竹田ダニエル、浜田敬子

デザイン／フロッグキングスタジオ

フォト／伊藤 圭、今村拓馬、刑部友康、平山 諭

イラスト／市村 譲、信濃八太郎

校正／ディクション

印刷／北斗社

定期購読は３回、６回をご指定いただけます（隔月偶数月10日発行）。
バックナンバーも含め、1冊のみのご購読も可能です。
[お申込み方法]
ネット書店「富士山マガジンサービス」からのお申し込みとなります。
インターネット

https://fujisan.co.jp/pc/works
電話

0120-223-223（通話料無料 年中無休）
9時～ 21時：オペレーターによる受付対応
※ご利用に際して、富士山マガジンサービスの利用規約に準じます。

購読料1冊700円（消費税込み・送料無料）
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No.188 2025. 02-03

インドの人材力
No.189 2025. 04-05

長寿就労社会
定年“消滅”時代、
あなたはどう働きますか？

No.190 2025. 06-07

本気の女性リーダー育成
No.191 2025. 08-09

「失われた30年」を検証する
社会×働く 何が変わり
何が変わらなかったのか

No.192 2025. 10-11

次の10年　
雇用の未来を描く

No.194 2026. 02-03

適材適所の葛 藤
No.195 2026. 04-05

経営とインクルージョン
No.193 2025. 12-2026.01

採用のジレンマ
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